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 １．業務内容 
 

(1)目的（独立行政法人宇宙航空研究開発機構法第４条） 
大学との共同等による宇宙科学に関する学術研究、宇宙科学技術(宇宙に関する科学技術をいう。
以下同じ。)に関する基礎研究及び宇宙に関する基盤的研究開発並びに人工衛星等の開発、打上げ、
追跡及び運用並びにこれらに関連する業務を、平和の目的に限り、総合的かつ計画的に行うとと

もに、航空科学技術に関する基礎研究及び航空に関する基盤的研究開発並びにこれらに関連する

業務を総合的に行うことにより、大学等における学術研究の発展、宇宙科学技術及び航空科学技

術の水準の向上並びに宇宙の開発及び利用の促進を図ることを目的とする。 
 

(2)業務の範囲（独立行政法人宇宙航空研究開発機構法第１８条） 
一 大学との共同その他の方法による宇宙科学に関する学術研究を行うこと。 
二 宇宙科学技術及び航空科学技術に関する基礎研究並びに宇宙及び航空に関する基盤的研究開

発を行うこと。 
三 人工衛星等の開発並びにこれに必要な施設及び設備の開発を行うこと。 
四 人工衛星等の打上げ、追跡及び運用並びにこれらに必要な方法、施設及び設備の開発を行う

こと。 
五 前各号に掲げる業務に係る成果を普及し、及びその活用を促進すること。 
六 機構の施設及び設備を学術研究、科学技術に関する研究開発並びに宇宙の開発及び利用を行

う者の利用に供すること。 
七 宇宙科学並びに宇宙科学技術及び航空科学技術に関する研究者及び技術者を養成し、及びそ

の資質の向上を図ること。 
八 大学の要請に応じ、大学院における教育その他その大学における教育に協力すること。 
九 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

 
 ２．事務所の所在地  

 
(1) 本社 

東京都調布市深大寺東町７－４４－１ 電話番号 0422-40-3000 
 

(2) 事業所 
① 東京事務所 
東京都千代田区丸の内１－６－５ 電話番号 03-6266-6000 

② 筑波宇宙センター 
茨城県つくば市千現２－１－１ 電話番号 029-868-5000 

③ 航空宇宙技術研究センター 
東京都調布市深大寺東町７－４４－１ 電話番号 0422-40-3000 

④ 相模原キャンパス 
神奈川県相模原市由野台３－１－１ 電話番号 042-751-3911 

⑤ 種子島宇宙センター 
鹿児島県熊毛郡南種子町大字茎永字麻津 電話番号 0997-26-2111 

⑥ 内之浦宇宙空間観測所 
鹿児島県肝属郡肝付町南方１７９１－１３ 電話番号 0994-31-6978 

⑦ 勝浦宇宙通信所 
千葉県勝浦市芳賀花立山１－１４ 電話番号 0470-73-0654 
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⑧ 臼田宇宙空間観測所 
長野県南佐久市上小田切字大曲１８３１－６ 電話番号 0267-81-1230 

⑨ 増田宇宙通信所 
鹿児島県熊毛郡中種子町増田１８８７－１ 電話番号 0997-27-1990 

⑩ 沖縄宇宙通信所 
沖縄県国頭郡恩納村字安富祖金良原１７１２ 電話番号 098-967-8211 

⑪ 地球観測利用推進センター 
東京都中央区晴海１－８－１０  電話番号 0492-98-1200 

⑫ 地球観測センター 
埼玉県比企郡鳩山町大字大橋字沼ノ上１４０１ 電話番号 049-298-1200 

⑬ 角田宇宙センター 
宮城県角田市君萱字小金沢１ 電話番号 0224-68-3111 

⑭ 能代多目的実験場 
秋田県能代市浅内字下西山１ 電話番号 0185-52-7123 

⑮ 三陸大気球観測所 
岩手県大船渡市三陸町吉浜 電話番号 0192-45-2311 

⑯ 名古屋駐在員事務所 
愛知県名古屋市中区金山１－１２－１４ 電話番号 052-332-3251 

 
(3) 海外駐在員事務所 
① ワシントン駐在員事務所 電話番号 202-333-6844 

2020 K Street, N.W Suite 325, Washington, DC 20006 USA 
② ロス・アンジェルス駐在員事務所 電話番号 213-688-7758 

633 West 5th Street, Suite 5870, Los Angeles, CA 90071 USA 
（Ｈ１７年６月末 廃止） 

③ ヒューストン駐在員事務所 電話番号 281-280-0222 
100 Cyberonics Boulevard, Suite 201, Houston, TX 77058 USA 

④ ケネディ宇宙センター駐在員事務所 電話番号 321-867-3879 
O&C Bldg, Room 1014, Code: JAXA-KSC, John F. Kennedy Space Center, Florida 32899 USA 

⑤ パリ駐在員事務所 電話番号 1-4622-4983 
3 Avenue, Hoche, 75008, Paris, France 

⑥ バンコク駐在員事務所 電話番号 2-260-7026 
B.B.Building Room.1502, 54 Asoke Road, Sukhumvit 21, Bangkok 10110 Thailand 

 
(4) 分室 
① 汐留分室 
東京都港区東新橋１－５ 電話番号 03-5537-0665 

② 航空宇宙技術研究センター飛行場分室 
東京都三鷹市大沢６－１３－１ 電話番号 0422-40-3000 

③ 小笠原追跡所 
東京都小笠原村父島字桑ノ木山 電話番号 04998-2-2522 

④ 横浜監督員分室 
神奈川県横浜市西区北幸１－１１－１５ 電話番号 045-317-9201 
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 ３．資本金の状況 
 

独立行政法人宇宙航空研究開発機構の資本金は、平成１7度末で 544,408百万円となっている。 
 

 （資本金内訳）（単位：千円） 
 平 成 17 年 度 末 備  考 

政府出資金 544,401,941  

民間出資金 6,119  

計  544,408,060  

 
 ４．役員の状況 
 
定数（独立行政法人宇宙航空研究開発機構法第９条） 
機構に、役員として、その長である理事長及び監事２人を置く。機構に、役員として、副理事

長１人及び理事７人以内を置くことができる。 
 

（平成１８年３月３１日現在） 
役  職 氏  名 任    期 主   要    経   歴 

理 事 長 立 川 敬 二 平成16年11月15日

～ 

平成20年3月31日

昭和37年3月 東京大学工学部電気工学科卒業 

昭和53年6月 マサチューセッツ工科大学経営学修士コース修了 

昭和37年4月 日本電信電話公社 

平成10年6月 エヌ・ティ・ティ移動通信網（株） 

      (現(株)エヌ・ティ・ティ・ドコモ)代表取締役社長 

平成16年6月 同社取締役相談役 

副理事長 間 宮 馨 平成15年10月1日

～ 

平成19年9月30日

昭和44年 3月 京都大学大学院工学研究科電子工学専攻修士課程修了

昭和44年 4月 科学技術庁 

平成12年 6月 同 科学技術政策局長 

平成13年 1月 文部科学省 科学技術政策研究所長 

平成14年 8月 同 文部科学審議官 

平成15年 8月 宇宙開発事業団副理事長 

理 事 樋 口 清 司 平成15年10月1日

～ 

平成19年9月30日

昭和52年 6月 マサチューセッツ工科大学大学院航空宇宙学科修了

昭和44年 4月 科学技術庁宇宙開発推進本部 

昭和44年10月 宇宙開発事業団 

平成12年 7月 同 企画部長 

平成13年10月 同 高度情報化推進部長 

平成15年 6月 同 理事 

理 事 山 元 孝 二 平成15年10月1日

～ 

平成19年9月30日

昭和47年 3月 東京大学法学部私法コース卒業 

昭和47年 4月 科学技術庁 

平成12年 6月 同 長官官房審議官 

平成13年 1月 文部科学省大臣官房審議官 

平成13年 7月 同 科学技術・学術政策局長 

平成15年 1月 宇宙開発事業団理事 
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理 事 三 戸 宰 平成15年10月1日

～ 

平成19年9月30日

昭和43年 3月 東京工業大学理工学部制御工学科卒業 

昭和43年 4月 科学技術庁航空宇宙技術研究所 

昭和44年10月 宇宙開発事業団 

平成10年 6月 同 衛星システム本部衛星ミッション推進部長 

平成11年 4月 同 参事 

平成13年 6月 同 理事 

理 事 飯 田 尚 志 平成17年4月1日 

～ 

平成19年9月30日

昭和46年 3月 東京大学大学院工学研究科博士課程修了 

昭和46年 4月 郵政省電波研究所 

平成10年 6月 郵政省通信総合研究所次長 

平成11年 7月 同 所長 

平成13年 4月 （独）通信総合研究所理事長 

平成16年 4月 （独）情報通信研究機構顧問 

理 事 堀 川 康 平成17年4月1日 

～ 

平成19年9月30日

昭和48年 3月 東京大学大学院工学系研究科博士課程修了 

昭和48年 4月 宇宙開発事業団 

平成10年 6月 同 宇宙環境利用システム本部JEMプロジェクト 

      マネージャ 

平成12年 4月 同 参事 

平成14年 1月 同 特任参事 

平成15年10月 (独)宇宙航空研究開発機構執行役 

理 事 坂 田 公 夫 平成17年10月1日

～ 

平成19年9月30日

昭和47年 3月 上智大学大学院理工学研究科修士課程修了 

昭和47年 4月 航空宇宙技術研究所 

平成13年 4月 同次世代超音速機プロジェクトセンター長 

平成15年10月 (独)宇宙航空研究開発機構総合技術研究本部参事 

平成17年 4月 同 総合技術研究本部参与 

理 事 

 

井 上 一 平成17年10月1日

～ 

平成19年9月30日

昭和49年 3月 東京大学大学院理学系研究科修士課程修了 

昭和50年 6月 東京大学宇宙航空研究所 

昭和63年10月 宇宙科学研究所宇宙圏研究系助教授 

平成 6年 7月 同 宇宙圏研究系教授 

平成15年10月 (独)宇宙航空研究開発機構宇宙科学研究本部教授 

監 事 丹 尾 新 治 平成15年10月1日

～ 

平成19年9月30日

昭和45年 3月 日本大学大学院工学研究科修士課程修了 

昭和47年 6月 宇宙開発事業団 

平成10年 4月 航空宇宙技術研究所 

 革新宇宙プロジェクト推進センター総合研究官 

平成13年 4月 宇宙開発事業団参事 

平成14年 4月 同 総務部長 

監 事 賀 屋 宣 雄 平成15年10月1日

～ 

平成19年9月30日

昭和40年 3月 慶応義塾大学経済学部経済学科卒業 

昭和40年 4月 富士製鐵株式会社 

昭和45年 3月 新日本製鐵株式会社 

平成11年 6月 株式会社日鉄ライフ取締役ファシリティ事業本部長

平成13年 6月 幕張タウンセンター株式会社代表取締役社長 

平成15年 7月 同社 清算人 
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 ５．職員の状況  
 
     １，６４５人（平成１８年３月３１日現在の実員数） 
 
 ６．設立の根拠となる法律名 
 
独立行政法人宇宙航空研究開発機構法（平成１４年法律第１６１号） 

 
 ７．主務大臣 
 
     文部科学大臣、総務大臣、国土交通大臣（注）

 
   注：平成 17年 8月 22日をもって、GMS-5の運用が終了したことから、独立行政法人宇宙航空

研究開発機構法附則第 15条の規定により、平成 17年度の財務諸表承認、業務実績評価等
に関する事項に限る。 

 
 ８．沿革  
 

2003年（平成 15年）10月 文部科学省宇宙科学研究所(ISAS)、独立行政法人航空宇宙技術研究所
(NAL)、宇宙開発事業団(NASDA)が統合し、独立行政法人宇宙航空研究
開発機構（JAXA）が発足。 
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平成１７年度業務実績 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

Ⅰ．業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置   
１．３機関統合による総合力の発揮と効率化   
機構の設立を機に、統合による 3 機関の宇宙開発、宇宙科学研究及び航空

科学技術を先導する中核機関としての総合力を発揮することにより、我が国

の宇宙開発及び航空技術の発展のための新たな活力を生み出すとともに、各

事業を効果的・効率的に実施する。   
 
（１）総合力の発揮と技術基盤等の強化   
【中期計画】  

•  旧宇宙科学研究所及び旧宇宙開発事業団の M-V ロケット及び H-IIA ロ
ケット等に携わる研究者及び技術者を集約してより確実に宇宙輸送系技

術の開発及び打上げを実施する。   
•  旧航空宇宙技術研究所の有する航空及び宇宙科学技術に関する基礎的・

基盤的な技術と、旧宇宙科学研究所及び旧宇宙開発事業団の有する宇宙

技術を融合することにより、プロジェクトに対する協力支援及び将来輸

送システム研究等を一層効果的・効率的に実施する。   
•  旧宇宙科学研究所の宇宙科学研究機能と旧宇宙開発事業団の宇宙環境利

用科学研究等を融合し、宇宙科学研究を一元的に実施する。   
【年度計画】  

•  共通的基盤技術の研究開発に関する機構全体の調整機能として技術調整

委員会を引き続き運営し、組織横断的かつ効果的・効率的に研究開発を

行う。  
•  宇宙基幹システム本部に集約した H-IIA ロケット及び M-V ロケット等
に係る技術者、研究者が、一体となって取り組むなどにより、より確実

に宇宙輸送系技術の開発、打上げを実施する。  
•  総合技術研究本部において、航空技術及び宇宙技術を融合した基礎的・

基盤的技術の研究を通して、プロジェクトに対する協力支援及び将来輸

送システム研究等を効果的・効率的に実施する。  
•  宇宙環境を利用した科学研究を推進するための宇宙環境利用科学委員会

を運営するなど、宇宙科学研究本部において宇宙科学研究を一元的に実

施する。  
•  機構全体のシステムエンジニアリング能力強化、専門技術力の強化、プ

ロジェクトマネジメントの改善を図るための具体的な業務プロセス、手

法及び体制等の構築に取り組む。  
•  職員の意識改革・意識向上を目指し、より一層の統合効果を引き出すよ

うな機構をあげた運動を展開する。  
•  平成 16 年度に策定した JAXA 長期ビジョンについて、内外の広範な議
論や検討を開始し、将来の JAXA の具体的計画に資する。  

【年度実績】  
１） 宇宙輸送系技術の集約  

平成 16 年度の H-IIA ロケット 7 号機打上げ再開に引き続き、ロケ
ットの再点検等に万全を期すため、宇宙基幹システム本部、総合技術

研究本部及び宇宙科学研究本部の技術者･研究者が一体となって取り

組み、JAXA 初の冬期 3 機連続打上げ成功を含む、H−IIA 及び M−V
ロケットの年度 4 機打上げを達成した。  
なお、航空機の分野についても、小型超音速実験機 (SST)の振動環境
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条件問題に関して、宇宙科学研究本部･宇宙基幹システム本部が航空プ

ログラムグループによる対策の評価を支援するなど、機構を上げて飛

行実験を実施した。  
 
２） 基礎的・基盤的技術と宇宙技術の融合  

衛星の確実なミッション達成を図るため、総合技術研究本部におい

て専門技術グループ等を電源技術グループ、宇宙熱技術グループ等 8
グループに整理・再編して、他本部からの各技術分野の専門家を組み

入れつつ、プロジェクト支援体制を強化した。同グループは、

OICETS( き ら り ) ・ ALOS( だ い ち ) の バ ッ テ リ 運 用 性 評 価 、
ASTRO-F(あかり )のトランジスタ異物混入に関する調査支援などを
実施し、各衛星の平成 17 年度打上げ・軌道上実証につなげた。  
信頼性改革本部と総合技術研究本部の協力の下、重要技術課題の解

決のための活動を実施した。  
角田地区における宇宙基幹システム本部又は総合技術研究本部に所

属する部署を総合技術研究本部に集約・一本化して、推進系の研究支

援体制を効率化した。  
将来輸送システム研究の一環として、再使用型について総合技術研

究本部の将来宇宙輸送系研究センターを中心に軌道上からの物資回収

のためのカプセル型回収システム及びリフティングボディ型自動着陸

機の研究等を進めた。  
 
３） 宇宙科学研究の融合  

平成 16 年度に引き続き、大学共同利用システムに基づく宇宙環境利
用科学研究推進として、宇宙環境利用科学委員会の運営を行い、特に

平成 17 年度は研究班 WG の開催や宇宙シンポジウムでの講演の充実
に努めた。(WG 開催 :60 件、対前年度比約 3 割増。講演 :121 件、同約
2 割増）  

 
４） 技術調整員会の運営及び組織横断的かつ効果的・効率的な研究開発  

平成 17 年度における機構の共通的基盤技術に関する研究開発計画
について、JAXA 全体として効率的･効果的に推進するため、技術分野
毎 (電気系、機械系、システム技術系、軌道上実証 )の目標仕様・分担・
連携体制等の本部間での調整を実施した。また、JAXA 全体の共通的

基盤技術やプロジェクトを先導する技術の獲得を戦略的に実施するた

め、機構内公募型の「技術調整部会戦略研究制度」を設置し、研究テ

ーマ 16 件を選定、平成 17 年度の研究開発計画として実施した。  
 

５） システムズエンジニアリング能力等の強化、改善のための業務プロ

セス、手法及び体制等の構築  
開発業務・組織検討委員会が平成 16 年度とりまとめた「ミッション

サクセスに向けた改革の実施方針」に基づき、本社管理部門にチーフ

エンジニア及びシステムズエンジニアリング推進室 (SE 室 )を、各本部
等にプログラム SE 室を新設するとともに、SE、専門技術グループ及
び安全・開発保証（S&MA）に関する「開発業務改革実施計画」を策
定し、実行に移した。  
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SE 室においては、防災･危機管理システム /小型衛星群方式の概念検
討を行うとともに、企業からの参加も得て立ち上げた「SE プロセス検
討委員会」により、プロジェクトマネージメント /SE の改善に向けた

業務プロセス・手法の検討を開始した。  
 

６） 統合効果を引き出す機構をあげた運動  
統合後の職員の意識改革・向上のため「JAXA 理念」を制定し、一

体感の醸成により一層の統合効果を引き出すことを目的として、

「One-JAXA」運動を実施した。 (役員のメッセージを職員に伝える
「JAXA メルマガ」の創刊、「One-JAXA」運動 HP の開設、役職員間
対話会 (約 120 回 )、長期ビジョンやシステムズエンジニアリングの理
解のための職員向けシンポジウムの開催 )。さらに、全職員を対象とし
て同運動の効果を調査・確認するとともに、「JAXA 理念」の実現に向
けた意見を集約し、管理業務改革本部において改善提案制度を創設し、

また、管理業務改革基本計画へ盛り込んだ。  
 

７） 長期ビジョンの具体的計画の推進  
将来の事業戦略を立案・検討することを目的として「事業戦略チー

ム」を設置し、昨年度策定した「長期ビジョン」の各項目の内容の具

体化を進めるとともに、理事長の主催により長期ビジョンに関するシ

ンポジウムを開催して一般の理解の増進に努めた。  
 
（２）管理部門の統合及び簡素化   
【中期計画】  

•  統合により旧 3 機関の管理部門を一元化し、本部の自律的な運営を進め、
管理部門を簡素化する。   

•  管理部門は旧 3 機関に比べ 60 人以上削減する。   
【年度計画】  

管理業務の効率化を更に進め、具体的実行計画に沿って管理部門の人員

を計画的に削減する。  
【年度実績】  
１） 管理部門の一元化・簡素化  

平成 17 年度より組織横断的な「管理業務改革本部」を新設し、管理
業務のスリム化･効率化に向けた諸課題を集中的に検討する体制を強

化した。同本部により、これまで出された職員からの意見や他機関に

おける改革先行事例の調査結果を踏まえ、JAXA における管理業務改

革の方針及び重点活動事項を定めた「管理業務改革基本計画」を策定

した。  
また、平成 17 年度は同基本計画に基づき、次のとおり進めた。  

•  財務・会計システム、人事・給与システム、庶務申請の IT 化推進、
管理業務の集約化・簡略化の推進については、業務･システムの最

適化及び人員削減計画に対応可能なシステム導入を図るために、関

係部による検討チームを編成し、業務フローの見直し、業務分析等

を実施するとともに効率化に必要なシステムの要求仕様の検討に着

手した。  
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•  平成 18 年度の運用に向け、平成 17 年度より「改善提案制度」を試
行し、職員から寄せられた約 59 件の提案に対して、改革本部・各
担当部で詳細検討の上、6 件の改善を完了し、44 件について対策中
である。  

 
•  外部委託化の推進については、II .4.(2)を参照  

 
２） 管理部門の人員削減  

平成 16 年 3 月に設定された管理部門の人員削減目標値である期初
(平成 15 年 10 月 )人員 278 人に対し、期末 (平成 20 年 3 月 )を 239 人
(39 人削減 )とする計画に従って人員削減を実施した。  
平成 17 年度末の管理部門人員配置は、238 人であり、平成 16 年度

末の 274 人に比べ大幅にスリム化 (対前年度比 13%減 )し、中期目標期
間末の人員削減目標値を 2 年前倒しして達成するだけでなく、さらに 1
名を削減した。  

 
（３）射場、追跡局、試験施設等の効率的運営   
【中期計画】  

•  旧宇宙科学研究所及び旧宇宙開発事業団の射場 (内之浦、種子島 )、追跡
局、環境試験施設は、一元的に管理運営し、施設運営を効率化する。そ

れとともに追跡管制アンテナの削減など設備の整理合理化を行う。   
•  旧航空宇宙技術研究所及び旧宇宙開発事業団が角田に保有する試験セン

ターは統合する。   
【年度計画】  

•  宇宙基幹システム本部において、射場についての施設運営の効率化や設備

の合理化に向けた検討を進めるとともに、順次、必要な作業に着手する。 
•  宇宙基幹システム本部において、ネットワークの統合など、追跡局を一元

的に運営する体制を構築するとともに、業務の効率的な運用を進める。併

せて、アンテナの削減に向けた検討・調整を行うとともに、順次、必要な

作業に着手する。  
•  平成 16 年度に設置した環境試験運営委員会を運営し、環境試験施設の効
率的運営・一元的管理運営に向けた検討を進める。  

【年度実績】  
１） 射場施設運営の効率化、設備の合理化に向けた検討  

•  内之浦、種子島の在勤職員で構成する「鹿児島宇宙センター連絡調

整会」で一元的管理運営の検討作業を実施し、一元化した業務推進

体制を構築した。この体制の下で、内之浦宇宙空間観測所の射場系

設備の保全を種子島と一括して実施することとし、作業を開始した。 
 
•  宮崎大学に設置していた旧宇宙科学研究所の宮崎ダウンレンジ局を

廃局してその機能を種子島の増田に移設し、整理合理化を図った。

その他、「鹿児島宇宙センター将来構想チーム」を立ち上げ、ロケット

テレメータ受信設備、精測レーダ設備の統合化等の検討を進めている。 
 
２） 追跡局の一元的運営と効率的な業務運営  

•  旧宇宙科学研究所と旧宇宙開発事業団の衛星、探査機追跡部門を統
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合して「統合追跡ネットワーク技術部」とし、増田・勝浦・沖縄宇

宙通信所、臼田宇宙空間観測所及び内之浦宇宙空間観測所設置の追

跡管制設備をその所掌範囲として一元的な運営を継続して実施して

いる。  
 
•  運営に当たっては「追跡管制管理会議」を組織し、一元的な資金管

理、システム更新整備等の技術管理等を行っている。また、追跡支

援業務においては、要求された衛星・探査機の追跡及び計画の変更

等にも柔軟に対応している。  
 

•  追跡管制設備の無線局管理、追跡業務の統合推進、設備情報等に関

する基本構成図面の更新、及び老朽化設備の更新を実施している。  
 

•  追跡サービス標準化準備として関係本部との標準的な役割分担の明

確化を図った。  
 
３） ネットワークの統合、アンテナの削減に向けた検討・調整  
ア） 追跡ネットワーク統合  

開発を完了した軌道関連情報交換機能を平成 16 年度より継続的
に運用するとともに、ネットワーク統合の核となる相模原 -筑波間
のテレメトリ・コマンド相互運用機能を開発し、ASTRO-F の追跡
運用において運用を実施した。本機能の完成により、テレメトリ･

コマンド運用における追跡ネットワークの統合が完成し、追跡運用

業務への対応能力が大幅に向上した。  
 
イ） アンテナの削減  

追跡ネットワーク統合の完成によりアンテナ 4 基 (勝浦 :F-1 設備、
沖縄 :F-2 設備、増田 :F-1、F-2 設備 )の削減の目途が立ち、平成 18
年 9 月末に運用を停止する予定である。  

 
４） 環境試験運営委員会の運営  

環境試験運営委員会において、相模原キャンパスと筑波宇宙センタ

ーの試験スケジュール情報共有化、環境試験設備の整理合理化の検討

等を行い、設備の効率的運営・一元管理運営を推進し、以下を実施し

た。  
•  JAXA 機構内 Web 及び筑波宇宙センターの試験情報システムを利
用し、相模原キャンパスと筑波宇宙センターの試験スケジュール情

報の共有化と設備の相互利用の促進を継続した。  
 

•  試験設備の一元的利用を促進し、SOLAR-B、ASTRO-F 等の科学
衛星の試験を筑波宇宙センターで実施した。  

 
•  相模原キャンパスと筑波宇宙センターでほぼ同等の機能を有する振

動試験設備について、整理合理化の検討を行い、相模原キャンパス

14 トン振動試験設備を廃止処置とした。  
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•  不具合により運用が不安定な相模原キャンパスの 6,000ポンド慣性
諸量測定設備の代替設備として、休止中であった筑波宇宙センター

4.5 トン質量特性測定設備を活用し、ASTRO-F 等科学衛星の打上
げ時期をキープすることに貢献した。相模原キャンパスの 6,000 ポ
ンド慣性諸量測定設備を更新した場合、筑波宇宙センター4.5 トン
質量特性測定設備を引き続き維持することの要否については、冗長

設備としての必要性を検討の上判断することとした。  
 
５） 角田に保有する試験センターの統合  

総合技術研究本部と宇宙基幹システム本部との二つの体制で進めら

れてきた研究開発体制を、総合技術研究本部の角田宇宙センターに統

合した。  
 
２．大学、関係機関、産業界との連携強化   
旧 3 機関がこれまではぐくんできた大学、関係機関、産業界との連携関係

を一層発展させ、産業界を含む我が国全体の宇宙・航空技術の総合力の強化

を図る。   
 
（１） 産学官連携   
【中期計画】  

•  産業競争力の強化への貢献や宇宙利用の拡大を目指した総合司令塔的組

織を設置する。   
•  産学官が一体的に宇宙利用等のアイディアやプロジェクト及び研究開発

テーマを議論する連携会議を常設するなど、産業界等のニーズを的確か

つ迅速に取り込み、経営、研究開発に反映し得る仕組みを構築する。   
•  産学官との連携・協力を強化して効果的・効率的に研究開発を実施し、

共同研究の件数は平成 19 年度までに年 400 件 (旧 3 機関実績 :過去 5 年
間の平均約 360 件 /年 )とする。   

【年度計画】  
•  産学官連携部において、産業競争力の強化への貢献や宇宙利用の拡大を

目指した施策 (Ⅱ章．9 項 )を推進する。  
•  産業界等のニーズを的確かつ迅速に取り込み、経営、研究開発に反映し

得る仕組みとして設置した産業連携会議を運営する。  
•  産学官の連携協力を強化して効果的・効率的な研究開発を行い、年間

400 件以上の共同研究を実施する。  
【年度実績】  
Ⅱ．9 と併せて記載  

 
（２）大学共同利用機関   
【中期計画】  

旧宇宙科学研究所の大学共同利用システムを継承し、外部の学識者から

事業計画その他の宇宙科学研究に関する重要事項等についての助言を得る

ための制度として理事長の下に宇宙科学評議会を設置するとともに、共同

研究計画に関する事項その他の宇宙科学研究を行う本部の運営に関する重

要事項について審議する宇宙科学運営協議会 (およそ半数程度が外部の研
究者 )を設置する。   
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【年度計画】  
旧宇宙科学研究所の大学共同利用システムを継承し、外部の学識者から

事業計画その他の宇宙科学研究に関する重要事項等についての助言を得る

ための宇宙科学評議会、及び、共同研究計画に関する事項その他の宇宙科

学研究を行う本部の運営に関する重要事項について審議する宇宙科学運営

協議会 (およそ半数程度が外部の研究者 )を、運営する。  
【年度実績】  
Ⅱ．9 と併せて記載  

 
３．柔軟かつ効率的な組織運営   
【中期計画】  

柔軟かつ機動的な業務執行を行うため本部長が責任と裁量権を有する組

織を構築し運営するとともに、統合のメリットを最大限に活かし業務運営

の効率を高くするためにプログラムマネージャ、プロジェクトマネージャ、

研究統括など、業務に応じた統括責任者を置き、組織横断的に事業を実施

する。   
【年度計画】  
  柔軟かつ機動的な業務執行を行うため本部長が責任と裁量権を有する組

織を運営するとともに、統合のメリットを最大限に活かし業務運営の効率

を高くするためにプログラムマネージャ、プロジェクトマネージャ、研究

統括など、業務に応じた統括責任者の下、組織横断的に事業を実施する。  
  また、機構全体のシステムズエンジニアリング能力強化､専門技術力の

強化､プロジェクトマネジメントの改善を図るための具体的な業務プロセ

ス、手法及び体制の構築に取り組む。  
【年度実績】  
１） 本部長が責任と裁量権を有する組織の運営  

JAXA 発足時から本部長が責任と裁量権を有する 4 本部体制で運営
してきたが、平成 17 年度はこれに加え、「JAXA 長期ビジョン」、「航
空科学技術委員会報告 (2003)」での航空ビジョンの明確化に伴う実施
体制強化の必要性、航空プログラムの明示化の必要性等から、JAXA
の実施する事業の 1 つの柱として、総合技術研究本部から航空プログ
ラムグループを分離･独立させた。また、業務を掌理する者として本部

長に相当する統括リーダを置き、自立的かつ効率的な実施体制を整備

し、事業を実施した。  
  
２） 業務に応じた統括責任者の設置及び組織横断的事業の実施  

JAXA 発足時から事業に応じた統括責任者をおき、事業を実施して

きたが、平成 17 年度は次のとおり業務に応じた統括責任者を新設し、
組織横断的に事業を実施した。  
•  宇宙利用統括  

衛星システムの利用を統合して促進すると共に、ユーザ要求を総

合的に把握し新規計画立案を効果的に行う。  
 

•  衛星システム開発統括  
各衛星プロジェクトを指揮し、衛星関係技術に関する横断的な調

整等を統括する。  
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•  宇宙教育統括  
宇宙教育活動の効果的な展開と一層の充実・拡大を図る。  
 

•  情報化統括  
情報化による戦略的･一元的な業務改革、業務改善に取り組む。  

 
また、次の組織見直しを行い、組織横断的に事業を実施した。  

•  施設設備部の組織見直し  
組織横断的機能としての施設一元管理推進のため、総合技術研究

本部及び宇宙科学研究本部に所属している施設部門を施設設備部

に統合し、組織的に一本化した。  
 

•  角田に保有する試験センターの組織見直し  
これまで宇宙基幹システム本部と総合技術研究本部の 2 本部に

またがっていた開発試験を主務とする部署と研究を主務とする部

署を総合技術研究本部に集約･一体化して角田宇宙センターと改称

し、ロケットエンジン推進技術の研究開発・試験に係る中核的なセ

ンターとした。  
 
３） 機構全体のシステムズエンジニアリング能力強化、専門技術力の強

化、プロジェクトマネジメントの改善を図るための具体的な業務プロセ

ス、手法及び体制の構築  
•  統括チーフエンジニア、チーフエンジニア、システムズエンジニア

リング推進室 (SE 室 )及び本部のプログラム SE 室の新設  
JAXA 発足直後の一連の事故後の組織的対応として、技術能力の

強化を目指し、最新のシステムズエンジニアリング手法を導入する

ため、中核となる組織を設置した。  
チーフエンジニア会合を定期的に開催するなど、SE 活動の組織

横断的な推進を図っている。  
 

•  専門技術グループの再編  
組織再編により、異なるプログラム、様々なフェーズにあるプロ

ジェクトを専門技術の観点で全社的に相互支援する体制を強化・

発展させた。  
 

•  安全・信頼性組織の再編  
組織再編により、異なるプログラム、様々なフェーズにあるプロ

ジェクトを安全･信頼性の観点で全社的に相互支援する体制を強

化・発展させた。  
 
４．業務・人員の合理化・効率化   
（１）経費・人員の合理化・効率化   
【中期計画】  

機構の行う業務について既存事業の徹底した見直し、効率化を進め、独

立行政法人会計基準に基づく一般管理費 (人件費を含む。なお、公租公課を
除く。)について、平成 14 年度に比べ中期目標期間中にその 13%以上を削
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減するほか、その他の事業費について、中期目標期間中、毎事業年度につ

き 1%以上の業務の効率化を図る。受託事業収入で実施される業務につい
ても業務の効率化を図る。   
また、旧 3 機関における 6 つの研究開発組織を 4 つの本部に集約すると

ともに、中期目標期間中に管理部門の更なる効率化、事業の見直し及び効

率的運営を進め、職員 (任期の定めのないもの )を発足時に比べ 100 人以上
削減する。  
なお、「行政改革の重要方針」(平成 17 年 12 月 24 日閣議決定 )において

削減対象とされた人件費については、平成 22 年までに平成 17 年度の人件
費と比較し、5%以上削減する。そのため、今中期目標期間の最終年度であ
る平成 19 年度人件費については、平成 17 年度の人件費と比較し、2%以
上の削減を図る。但し、今後の人事院勧告を踏まえた給与改定分について

は削減対象から除く。  
また、国家公務員の給与構造改革を踏まえて、役職員の給与について必

要な見直しを進める。  
具体的には、役員の人件費については、国家公務員の指定職俸給表の見

直しに準じて必要な見直しを進める。また、常勤職員 (任期の定めのない職
員 )の給与等の処遇については、成果主義に基づく運用を行い、いっそうの
メリハリをつけた運用等に努める。  

【年度計画】  
独立行政法人会計基準に基づく一般管理費 (人件費を含む。なお、公租公

課は除く。 )について、業務の効率化を進め、計画的に削減する。  
また、中期目標期間内の人員の合理化のための具体的実行計画に沿って

人員を計画的に削減する。  
【年度実績】  
１） 一般管理費の削減  

平成 17 年度の独立行政法人会計基準に基づく一般管理費 (人件費を
含む。なお、公租公課は除く。 )は、4,857 百万円であり、中期目標期
間末の一般管理費削減目標値 (平成 14 年度に比べ 13%減 :  4 ,925 百万
円 )を 2 年度前倒しして達成した。  
 
例 :  平成 17 年 6 月末、ロサンジェルス駐在員事務所を閉鎖したことに
より、平成 17 年度は賃貸料等 17 百万円削減。(平成 18 年度以降は
(平成 16 年度と比較して )年額ベースで 23 百万円削減 )  

 
２） その他の事業費の削減  

平成 17 年度の事業費は、それぞれの事項について、平成 16 年度に
比べ、1%の効率化係数を乗ずることにより削減している。なお、事業
費予算の総額比較でも、1.4%の削減となっている。  
 
例 :  JAXA 資産に付保している火災保険の見直しにより 56 百万円削減。   
筑波宇宙センターの清掃業務の見直しにより 72 百万円削減。  

 
３） 受託事業収入で実施される業務の効率化  

受託事業収入で実施される業務についても、業務の効率化を進めて

いる。大型試験施設設備の民間利用を促進するため、利用者向け HP
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の設備検索機能、予約状況確認機能を充実強化し利便性の向上を図る

とともに外部向けセミナー等で制度を紹介するなど、新規利用者の開

拓に努めた。さらに、民間の国産旅客機開発に向けて、遷音速風洞・

超音速風洞の利用効率を改善するため高圧空気製造圧縮機を 2 倍程度
に増設するなど、利用者の利便性向上を図った。  

JAXA 技術の活用を目指し、平成 16 年度までの取組に加え、平成
17 年度より新たに地域の商工会議所等との連携、特許コーディネータ
や外部技術移転機関を通じた効率的マッチング活動を開始するととも

に、スピンオフ事例紹介冊子の発行等により、新規利用者の開拓に努

めた。  
 
４） 職員の削減  

職員の削減計画については、中期計画期初から期末までの期間にお

いて 100 名以上の削減目標 (1,672 名以下 )とすることとしており、次
のプロセスにより、段階的に実施するとともに、併せて再配置を行な

う計画としている。  
ア） 管理部門から 39 名以上削減 (△14%)する。  
イ） 事業部門のプログラム、プロジェクト等の運営業務要員から 44
名以上削減 (△14%)する。  

ウ） 事業部門から 67 名以上を削減する。  
エ） 上記の削減総数のうち 50 名を原資として、喫緊に人員を要する
重点部門へ再配置する。  

 
このようなプロセスの中で削減を進めることによって、平成 17 年度

末の人員数は 1,645 名となっている。  
 
今後は、重点配置部門を設定するなどにより上記エ）の再配置を進

め、最終的に平成 19 年度末において、中期目標期末における人員削減
目標値以下とする予定である。  

 
（２）外部委託の推進   
【中期計画】  

業務の定型化を進め、民間のノウハウを活用し民間に委ねることのでき

るものは外部委託化 (例 :管理業務 (旅費決済システム等 ) )を行い、職員の配
置を合理化するなど、資源を効果的・効率的に活用する。  

【年度計画】  
外部委託の拡大に向けた検討を行い、外部委託化の具体的実行計画を設

定し、計画に沿った施策に着手する。  
【年度実績】  

一般管理業務に関し、一層の外部委託導入を図るため、外部委託の現状

及び今後の拡大検討項目の調査検討を実施し、他機関のガイドライン等も

参考にして「外部委託化実行計画」を制定し、JAXA におけるアウトソー
シングポリシー、重点的取組事項等を決定した。  

 
「外部委託化実行計画」に定める重点的取組事項について、各部での取

組状況調査の結果、JAXA では国等で定める 14 の外部委託化推進項目に
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ついては、既に外部委託化を実施済であることから、今後は既委託化事項

の一層の委託範囲拡大や合理化･効率化を進めることとした。  
 
特に次の項目については、今後、業務の実施フロー及び実施体制の見直

し、導入効果等を検証の上、最適な外部委託化手法の検討を進めることと

し、業務分析に着手した。  
•  各種庶務業務の更なる外部委託化及び集約化  
•  情報システム管理運用委託の効率化  
•  各種試験設備保守運用委託の合理化  

 
（３）情報ネットワークの活用による効率化   
【中期計画】  

大規模プロジェクトを支える管理業務の改善を図り業務を効率化するた

め、業務プロセスを改善するとともに、情報ネットワークを活用した電子

化、情報化を拡大する。   
•  旧 3 機関がそれぞれ行っていた財務会計業務を統合を機に一元化する情
報システムを構築し、情報ネットワークを活用して電子稟議化すること

により業務を効率化する。   
•  管理業務に係る情報を電子化し、情報ネットワークを活用することによ

り、情報の迅速な展開、共有を図る。   
【年度計画】  

大規模プロジェクトを支える管理業務の改善を図り業務を効率化するた

め、業務プロセスの改善結果を踏まえた情報システムの見直しの検討を行

うとともに、情報ネットワークを活用した電子化、情報化を拡大する。  
•  一元化された財務会計業務システムの維持運用および機能付加・機能改

善を行うとともに、情報ネットワークを活用した電子稟議化のシステム

基本設計を開始する。  
•  管理業務に係る情報を電子化し、業務の効率化、情報の迅速な展開、共

有を図るためのシステムの維持改善を行う。  
•  上記に必要なネットワークの維持運用を実施する。  

【年度実績】  
１） 財務会計システムの維持・運用、機能付加・改善、電子稟議化  

運用停止等のトラブルもなく安定したサービスを提供した。  
•  問い合わせ作業  

平成 16 年度 :  1 ,674 件→平成 17 年度 :  1 ,053 件 (37%減 )  
•  データ修正作業  

平成 16 年度 :  238 件→平成 17 年度 :    62 件 (74%減 )  
 

ユーザの改善要望に基づくシステムの機能付加･機能改善を計画ど

おり実施した。また、10 月の組織改正等を反映した改修を実施した。 
業務効率化を実現するために財務会計処理に必要な各種伝票類の電

子稟議化に係るシステムの基本設計に着手した。  
 
２） 管理業務の電子化及びシステムの維持運用  

財務会計システムを含む管理系情報システム(13 システム)の運用管理を
一括調達化して、運用費を平成 16年度に比べ年間約 13,000 千円削減した。 
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オンライン文書決裁・文書管理システム、資産管理システム等の管

理系システムを安定して維持運用した。  
オンライン文書決裁・文書管理システムの利便性向上のための機能

改善を計画どおり実施した。また、操作講習等の利用促進活動を実施

し、電子処理利用率向上を図った結果、効率的な業務処理に寄与した。  
•  起案文書の電子処理利用率  

平成 16 年度 :    1 .8%→平成 17 年度 :  41.4%(39.6 ポイント増 )  
•  業務連絡書の電子処理利用率   

平成 16 年度 :  10.3%→平成 17 年度 :  75.8% (65.5 ポイント増 )  
 
３） 基盤情報システム (電子メール、標準端末等 )の維持運用  

機構内共通電子メールシステム、機構内 Web システム等の基盤情報
システムについて不具合、障害停止等トラブルに適切に対応し、維持

運用を実施した。  
筑波、調布、相模原地区の標準端末を一括調達 (1,140 台 )して、一元

管理し、業務の効率化を図った。  
 
４） ネットワークの維持運用  

ネットワークハードウェア障害などへの適切な対処を実施し、全面

的な停止はなく安定したネットワーク環境を提供した。  
 
（４）業務・システムの最適化  
【中期計画】  
  財務会計業務及び管理業務に係る主要な業務・システムについて、最適

化を図るため、監査及び刷新可能性調査を実施し、最適化計画を作成・公

表し、同計画の実施に着手する。  
【年度計画】  
  当該年度該当なし。  
【年度実績】   
  当該年度実績なし。  
 
５．評価と自己改革   
【中期計画】  

機構業務の遂行にあたっては、内部で評価を行いつつ自己改革を進める

とともに、外部評価等の結果を活用して評価の透明性、公正さを高め、効

率的な業務推進に役立てるようなシステムとする。その際、社会情勢、ニ

ーズ、経済的観点等を評価軸として、必要性、有効性を見極めた上で研究

開発の妥当性を評価し適宜事業へ反映させる。   
•  プロジェクトについては、その目的と意義及び技術開発内容、リスク、

資金などについて体系的な内部評価を実施するとともに、外部評価を行

う。   
•  大学共同利用による宇宙科学研究の進め方と成果を評価するために外部

評価を実施する。   
•  評価結果につきインターネットを通じて掲載するなどにより国民に分か

りやすい形で情報提供するとともに、評価結果に基づいて計画の見直し

などに的確にフィードバックする。   
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•  宇宙開発委員会等が行う第三者評価の結果に基づいて計画の見直しなど

に的確にフィードバックする。   
【年度計画】  

•  評価とその結果を反映するための仕組みを引き続き運営する。その際、

業務の妥当性について不断の評価を実施し、結果を事業に反映して自己

改革を進める。  
•  業務改善をより効果的に進めるため、評価システムの改善を図る。  
•  評価結果をインターネットに掲載するなどの方法により国民に情報提供

する。  
【年度実績】  
１） 評価とその結果を反映するための仕組みの継続運営  

平成 16 年度業務実績に関する内部評価を実施した。平成 15 年度業
務実績に関する内部評価及び独法評価における指摘事項の内、要処置

事項について、担当部署及び処置期限を定めて処置を行い、その結果

を確認した。結果を｢フォローアップ状況調書｣としてとりまとめた。

主務省独法評価委員会の評価を受けた。  
 
平成 16 年度業務実績に関する内部評価結果を受けた改革、電子政府

構築のための IT 化に対応した業務改革等の実現に向け、平成 17 年 5
月、｢管理業務改革本部｣を新設した。管理業務のスリム化・効率化に

関する検討を行い、｢管理業務改革基本計画｣を策定した。  
 
｢開発基本問題に係る外部諮問委員会｣等の評価・助言を得て開発業

務･組織検討委員会がとりまとめた｢開発業務改革実施計画｣等に基づ

き、平成 17 年 10 月 1 日付けで組織改正を行った。ミッションサクセ
スの達成に向けた支援体制の強化のため、以下を実施した。  
•   システムズエンジニアリング (SE)強化のため、｢統括チーフエンジ
ニア｣及び｢SE 推進室｣を設置  

•  安全･開発保証 (S&MA)の改善のため、各本部に従来あった品質保
証室に S&MA 機能を追加  

•  宇宙プロジェクトのミッションサクセスに貢献するために、総合技

術研究本部を再編、「専門技術グループ」を設置  
•  数値シミュレーション技術開発の強化とプロジェクトでの活用のた

め、「情報・計算工学センター」を新設  
 
上記組織改正では、航空業務をとりまく環境変化への対応のため、

以下も実施した。  
•   産業・行政のニーズ及び世界の動向を的確に把握し、責任を持って
我が国の航空技術をリードできる体制を構築するため、総合技術研

究本部の航空プログラム領域を「航空プログラムグループ」として

独立させた。  
•  事業の効果的推進のため、定例で開催する理事会議において、四半

期毎に事業の進捗状況・課題・対応を確認し、事業計画・予算実施

計画を見直した。更に、プロジェクトに関し、重要事項に係る理事

長の適時・的確な意思決定を助けるために、｢プロジェクト進捗報

告会｣を試行的に設置し、経営層への報告を行った。  
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２） 業務改善をより効果的に進めるための評価システムの改善  
評価項目の実施担当部署をより実態に合わせた。実施担当が複数部

署に跨る項目に関する内部評価の進め方を整理した。平成 17 年度業務
実績評価に向け、平成 16 年度業務実績に関する独法評価結果の他、総
務省政策評価・独立行政法人評価委員会の主務省独法評価委員会に対

する意見も踏まえ内部評価を行うこととした。  
 
３） プロジェクトの内部評価と外部評価  

以下の審査会等を実施した。  
ア） 開発完了審査 (所定の開発を完了し、打上げ運用段階に移行可能
であることを確認 )  
•  ALOS プロジェクト (平成 17 年 5 月、6 月 )  
•  OICETS プロジェクト (平成 17 年 5 月末～6 月初め )  
•  3 次元フォトニック結晶生成宇宙実験プロジェクト (平成 17 年

11 月 )  
 

イ） 打上げ移行前確認会 (各主要システム及び関連業務が打上げ作業
に移行できる状態にあることを確認 )  
•  M-V ロケット 6 号機 (平成 17 年 6 月 )  
•  H-IIA ロケット 8 号機 (平成 17 年 10 月 )  
•  H-IIA ロケット 9 号機 (平成 17 年 11 月 )  
•  M-V ロケット 8 号機 (平成 18 年 1 月 )  

 
ウ） 最終確認審査会 (ロケット、人工衛星等の打上げ整備作業が確実
に実施され、打上げカウントダウン作業に移行できることを確認。

また、追跡管制の準備状況が終了し、打上げに支障ないことも併

せて確認 )  
•  M-V ロケット 6 号機 /ASTRO-EII(平成 17 年 7 月 )  
•  ドニエプル /OICETS(平成 17 年 8 月 ) ※1  
•  H-IIA ロケット 8 号機 /ALOS(平成 18 年 1 月 )  
•  H-IIAロケット 9 号機 /MTSAT-2(平成 18 年 2 月 ) ※2  
•  M-V ロケット 8 号機 /ASTRO-F(平成 18 年 2 月 )  

 
※ 1.  ISC コスモトラ社から打上げサービスを調達。  
※ 2.  国交省調達の MTSAT-2 について、株式会社ロケットシス

テム )からロケット打上げを受託。  
 

エ） 打上げ後審査会 (打上げ結果の評価及び次号機以降の打上げに対
する要処置事項の確認 )  
•  M-V ロケット 6 号機 (平成 17 年 8 月 )  
•  H-IIA ロケット 8 号機 (平成 18 年 2 月、3 月 )  
•  H-IIA ロケット 9 号機 (平成 18 年 3 月 )  

 
オ） 定常段階移行前審査会 (初期段階における衛星系･地上系の運用
結果、衛星の機能・性能を評価し、定常段階に移行できることを

確認 )  
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•  OICETS(平成 17 年 12 月 )  
カ） 定常運用終了審査会 (定常段階においてミッション要求及びシス
テム要求事項を達成したことを確認 )  
•  AMSR-E(平成 17 年 6 月 :以後、後期利用段階に移行 )  

 
キ） 安全審査委員会 (打上げ等の安全評価 )  

•  M-V ロケット 6 号機 /ASTRO-EII(平成 17 年 4 月 )  
•  H-IIA ロケット 8 号機 /ALOS(平成 17 年 7 月及び 9 月 )  
•  H-IIA ロケット 9 号機 /MTSAT-2(平成 17 年 11 月 )  
•  M-V ロケット 8 号機 /ASTRO-F(平成 17 年 12 月 )  

 
ク） その他、小型超音速実験機 (無推力 )に関し、平成 17 年 7 月、国
内試験完了審査及び安全審査を実施した。同年 9 月、飛行実験前
審査会を実施した。  

 
ケ） JAXA の役職員以外の者によって構成される以下の外部諮問委

員会を運営し、JAXA からの諮問に対する答申又は意見を受けた。 
•  安全技術委員会  
•  宇宙用高圧ガス技術委員会  
•  人間を対象とする研究開発倫理審査委員会  
•  国際宇宙ステーション･きぼう利用推進委員会  
•  有人サポート委員会  
•  技術試験衛星 VIII 型の大型展開アンテナ技術委員会  
•  宇宙航空研究開発における計算科学の基盤研究に関する委員会  
•  極超音速機研究委員会  
•  航空プログラム技術委員会  

 
コ） 大学の学長その他の JAXA 外学識経験者で構成される宇宙科学
評議会及び概ね同数の JAXA 教育職職員と大学教員等とで構成さ
れる以下の委員会を運営し、宇宙科学関連業務に関する助言を受

けた。  
•  宇宙科学運営協議会  
•  宇宙理学委員会  
•  宇宙工学委員会  
•  宇宙環境利用科学委員会  

 
４） 評価結果をインターネットに掲載するなどの方法により国民に情報

提供  
主務省独法評価委員会による平成 16 年度業務実績に関する評価結

果の受領後、当該年度の内部評価結果とともに、JAXA 公開 Web に掲
載した。(前記のとおり、独法評価及び内部評価における指摘事項の内、
要処置事項については、業務改善のため、担当部署及び処置期限を定

めて、処置を行い、その結果を確認した。 )  
 
５） 宇宙開発委員会等の第三者評価のフィードバック  
ア） 宇宙開発委員会  
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宇宙開発委員会安全部会において、以下の打上げに係る安全対策

について調査審議を受け、全てについて妥当であるとの所見を得た

後、打上げ作業に着手した。  
•  M-V ロケット 6 号機 /  ASTRO-EII 
•  H-IIA ロケット 8 号機 /ALOS 
•  H-IIA ロケット 9 号機 /  MTSAT-2 
•  M-V ロケット 8 号機 /  ASTRO-F 
 
宇宙開発委員会地球観測特別部会の報告書の提言に基づき、平成

17 年に採択された「複数システムからなる全球地球観測システム
(GEOSS)10 年実施計画」に関し、どのような貢献が可能であるか
を含め、我が国における地球観測衛星の今後のあり方について検討

に着手した。  
 

イ） 文部科学省科学技術・学術審議会  
小型超音速実験機 (無推力 )に係る研究開発に関する文部科学省科

学技術・学術審議会研究計画・評価分科会航空科学技術委員会の

事後評価における提言を踏まえ、成果の展開や今後の計画への反映

を行うこととした。  
 

ウ） 文部科学省・総務省懇談会  
成層圏プラットフォームの研究開発に関する総務省総合通信基

盤局長及び文部科学省研究開発局長の懇談会｢成層圏プラットフォ

ーム研究開発に関する懇談会｣による事後評価における提言も踏ま

え、電源系技術に関する基礎研究の継続等を実施した。  
 
 
Ⅱ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を

達成するためにとるべき措置   
 
１．自律的宇宙開発利用活動のための技術基盤維持・強化   
我が国が、必要なときに独自に必要な物資や機器を宇宙空間の所定の位置

に展開できるよう、自律的宇宙開発利用活動のための技術基盤を維持・強化

する。また、国として整備すべき打上げ射場等を整備・運用する。   
 
（Ａ）宇宙輸送系   
（１）H-IIA ロケット   
【中期計画】  

我が国の自律的な宇宙開発利用活動の展開、今後の多様な打上げ計画へ

の対応のため、静止トランスファ軌道へ 6 トン程度までの輸送が可能な 4
形態の H-IIA ロケット標準型について、我が国の「基幹ロケット」として、
確実に整備・運用するとともに、LE-7A エンジン、LE-5B エンジン及び
固体ロケットブースタ等に残された主要技術課題の克服及び信頼性向上対

策等を行い、H-IIA ロケット標準型の技術の民間移管を平成 17 年度まで
に完了する。   
民間移管後は国として自律性確保に必要な基幹技術 (液体ロケットエン
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ジン、大型固体ロケット及び誘導制御システム )を機能・信頼性等に関して
世界最高水準に維持するとともに部品等の基盤技術 (宇宙開発を支える重
要技術、自律性確保に不可欠な機器・部品、開発手法の継続的な改善 )の維
持・向上を図る。   

【年度計画】  
•  確実な標準型実機の製作及び打上げ運用に向けた作業を行う。  
•  受託に基づき、運輸多目的衛星新 2 号機 (MTSAT-2)の関連作業を行う。 
•  静止トランスファ軌道へ 6 トン程度までの輸送が可能な H-IIA 204 型
について開発を継続する。  

•  LE-5B エンジンについて燃焼圧変動対策のための認定試験を継続する。 
•  H-IIA ロケットの再点検結果を反映しつつ、システム全体の信頼性を継
続的に向上するための信頼性向上プログラムを実行する。  

•  あわせて、H-IIA 標準型の技術の民間移管を進める。  
【年度実績】  
１） 確実な標準型実機の製作及び打ち上げ運用  

平成 17 年度においては、8 号機、9 号機の 1 か月以内の連続 2 機打
上げに成功した。  
従来 H-IIA ロケットの打上げには、射場設備の制約により最低 60

日の打上げ間隔を必要としていたため、夏・秋・冬の打上げ期に各 1
機ずつの対応となっていたが、衛星打ち上げ時期の遅延により平成 17
年度冬期の 1 期間 (2 か月間 )に 8 号機・9 号機の 2 機を打ち上げる必要
が新たに生じた。  
この打上げを実現するため、射場での準備作業から打上げまでを連

続して行う従来の方法とは異なる「2 機同時期射場整備計画」を策定し
た。これは、先発の 8 号機を最終整備まで完了させて保管状態に入り、
その間に 9 号機の最終整備を完了させ、両機の準備が整ったところで
先発から順次打上げていく方式であった。  

 
 
 
 
 
 
 
 
 

この計画に基づいて着実に作業を実施した結果、打上げ間隔の短縮

が図れたことにより、1 か月以内の 2 機連続打上げを実現した。これ
により、打上げ期間に制約の多い H-IIA ロケットの運用が柔軟に対応
可能であることが実証された。なおこのような同一射点での短期間打

上げは、H-IIA と同クラスの諸外国のロケット (プロトン、アリアン 5、
アトラス V 等 )での実績はなく、世界的に類を見ないものである。  
また、9 号機で初めて採用した SSB 同時燃焼のシステムや H-IIA 再

点検の結果等に基づく新規適用アイテム (8 号機で新たに対処した事
項 :9 件 )について、技術管理、コンフィギュレーション管理を確実に実

前例のない打上げ間隔＝３０日未満

休止

極低温点検△ 打上げ  

射場整備作業９号機  

休止

極低温点検  △ 打上げ

射場整備作業
８号機  

飛行後評価  
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施するとともに、工場 /射場での点検組立の現場立会いを的確に実施し、
品質を確保し打上げ成功に導いた。  
 

 
２） 運輸多目的衛

(株 )ロケットシ
場での点検組立

予定の打上げ期

行い、所定の軌

インタフェース

民生活に重要な

機体制構築に貢

 
３） H-IIA204 型

システム全体

り、開発計画を

試作試験を完了

及び射点設備の

 
４） LE-5B の認

平成 17 年 3 月
12 月に認定試験
中で実機タンク

験も実施した。

ルが小さくなり

低減されること

焼室内面のクラ

る。  
H-IIA ロケッ

として抽出した

86 件全てについ
ついても、引き

た。  
 

 

 

整備組立棟から見た 8 号機 (手前 )と 9 号機 (奥 )  

 

星新 2 号機 (MTSAT-2) 
ステムからの委託に基づき技術支援の立場で工場 /射
を監督し、不適合の処置、技術管理等を行った。当初

間内 (平成 18 年 2 月 18 日 )にロケットの受託打上げを
道に高精度で投入した。衛星環境条件等も、衛星との

条件を充たしていることを確認した。これにより、国

役割を果たす航空管制・気象観測業務を担う衛星の 2
献した。  

の開発  
の信頼性向上対策の影響を受けて開発が後ろ倒しにな

見直した。SRB-A 改良型の開発に伴うシステム設計、
し、打上げに向けて、計画どおり、工場での実機製作

改修を進めている。  

定試験  
～4 月に認定試験その 1(計 16 回、2,130 秒 )を、同
その 2(計 16 回、1,816 秒）を実施した。認定試験の
、配管の一部とエンジンを組合わせたステージ燃焼試

一連の試験により従来型に比べて燃焼圧力の変動レベ

、低周波燃焼振動及び高周波燃焼振動レベルが大幅に

を確認した。認定試験後の点検において確認された燃

ックについては、対策を講じた上で認定試験を継続す

ト 6 号機失敗の後、打上げ再開に向けて対処する課題
再点検反映項目 95 件のうち、9 号機までに対処すべき
て対処し、良好な結果を得た。また、その他の項目に

続き機体・設備反映、解析・試験による検証を実施し
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５） 信頼性向上プログラム  
ア） LE-7A 

LE-7A 再生冷却型長ノズルエンジンについて、コンポーネント
ばらつきによる影響の確認及び再点検の反映結果の確認を目的と

して平成 17 年 5 月～9 月にデータ取得燃焼試験 (計 8 回、1,988 秒 )
を実施し、定常、起動・停止過渡特性及びコンポーネント耐久性と

いった要求仕様を満たすことを確認した。このエンジンは 8 号機・
9 号機の打上げにおいて、正常な作動結果を得ており、十分な信頼
性を有することを確認した。  
なお、燃焼試験後点検において発見されたクラックに対しては、

要素試験を含む原因究明により原因を特定し、認定試験範囲を超え

た作動限界を把握し、今後のエンジン開発にとって有用な知見を得

た。  
 

イ） SRB-A 
材料強度、熱流体の両面からの解析検討、サブスケール燃焼試験

を含む各種要素試験により局所エロージョンの発生事象を解明し、

これに基づくノズルの改良設計を実施した。現在、平成 18 年度の
実機大地上燃焼試験での実証に向けた準備を実施している。  

 
ウ） その他  

部品枯渇への対応や、中長期的な信頼性向上に向けたシステム分

析や重要要素技術の検討を実施した。  
 
６） H-IIA 標準型の技術の民間移管  

平成 14 年度の 4 号機 (202 型 )、16 年度の 7 号機 (2024 型 )、17 年
度に 8 号機 (2022 型 )に対して信頼性向上対策を施した上で打上げを実
施し、3 型の各システムの技術は飛行実証済みとなり、標準型のキー技
術を含めて技術の民間移管は完了している。また、平成 17 年度に三菱
重工業 (株 )との間で SELENE、WINDS 用の打上げサービス契約を締
結し、民間打上げに向けた準備も開始した。  

204 型は、H-IIA 標準型ファミリーの最後の型であることから、シ
ステム全体の信頼性向上対策の影響を受けて開発が後ろ倒しになり、

結果として打上げ時期が平成 18 年度にずれこんでいるものの、キー技
術は 2024 型までと共通であり、システム設計等の開発としては既に完
了している。また、SRB-A 本数増加 (2→4 本 )に伴う変更事項 (第 1 段
エンジン部、補助エンジン取り付け形態、第 1 段水素タンク等 )につい
ては、平成 17 年度打上げの 9 号機 (2024 型 )ですでに飛行実証を行っ
ていることから、平成 17 年度の民間移転目標は十分達成している。  

 
（２）Ｍ－Ｖロケット   
【中期計画】  

計画されている科学衛星のM-Vロケット (低軌道投入能力 2トンクラス )
による確実な打上げを継続し、これまでに培ってきた固体推進技術及び、

これを用いた全段固体システム技術及び運用技術などの維持継承を図る。  
【年度計画】  
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•  計画されている科学衛星打上げ実施のためのロケット製作を行うととも

に、打上げを行う。  
•  上記ロケットの製作、及び打上げを通して、固体推進技術、全段固体シ

ステム技術及び運用技術を維持・継承する。  
【年度実績】  
１） 科学衛星打上げ実施のためのロケット製作及び打上げ  

M-V ロケットの打上げに際しては、JAXA 統合以降宇宙基幹システム
本部、宇宙科学研究本部の技術者が一体となる体制を構築し取り組んで

いる。  
この体制の下、従来 1 年間に 1 回程度の打上げを前提で策定された作

業計画であったものを、2 機のロケット製作と整備を並行して実施する
効率的な作業計画を新たに策定し、これまでに前例のない年間 2 機 (6 号
機・8 号機 )の打上げを成功させた。  
なお、6 号機･8 号機の打上げ整備作業において発生した不具合は、ロ

ケット系･地上系共にゼロ件であり、M-V ロケット打上げシステムの信

頼性が高いことが実証された。  
 

２） ロケットの製作、打上げを通じた技術の維持・継承  
M-V ロケット 7 号機の製作及び 6 号機、8 号機の打上整備作業を通し

て、固体ロケットシステム技術の維持・継承に必要な成果を得た。  
 
（３）H-IIB ロケット（H-IIA ロケット能力向上形態）   
【中期計画】  

宇宙ステーション補給機 (HTV)の輸送 (国際宇宙ステーション (ISS)軌
道へ 16．5 トン )に必要な輸送手段を確保するため、並びに民間における
競争力の確保を考慮し、基幹ロケット (H-IIA ロケット標準型 )と主要機器
を共通化し維持発展した輸送能力向上形態を開発する。   
具体的には、第 1 段のタンク直径を 5m(標準型は 4m)とすることで推進

薬を増量、LE-7A エンジンを 2 基クラスタ化することで能力を向上した
形態を基本として、開発は、官民共同で実施するものとする。   
民間はシステムインテグレーションを実施し、開発の効率化を図るとと

もに生産技術の研究開発や生産設備の整備等を実施し、官は 1 段エンジン
のクラスタ化の開発試験や施設の整備、試験機の打上げなどを実施する。   

【年度計画】  
H-IIA ロケット標準型と主要機器を共通化し維持発展した輸送能力向

上型の開発として、基本設計等のシステム設計及び各サブシステムの開発

試験等を実施する。  
【年度実績】  
１） H-IIB ロケットの開発  

開発移行前審査においてシステム検討の妥当性を確認し、基本設計段

階に移行した。その後、計画どおり基本設計を実施し、システムとして

の妥当性を確認した。  
 

２） 官民共同開発  
JAXA と三菱重工業 (株 )の間で H-IIB ロケットの共同開発及び運用に

関する基本協定を締結した (平成 17 年 9 月 )。これに基づき、それぞれ以
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下の業務を計画どおり実施した。  
•  JAXA は、1 段エンジンのクラスタ化の開発試験、射点施設・設備の
整備、試験機の打上げに向けた準備等を実施した。  

•  三菱重工業 (株 )は、開発のプライムメーカとして、システムインテグ
レーションを初めとする機体の設計・開発作業、及び自らの初期投資

による生産技術の研究開発と製造設備整備を実施した。  
 

３） 開発試験、設備整備  
•  構造系開発 :試作試験に着手した。  
•  推進系開発 :厚肉ステージ燃焼試験の準備に着手した。  
•  アビオ系開発 :試作試験に着手した。  
•  地上設備等の整備 :基本設計を実施した。  

 
（４）宇宙ステーション補給機（HTV）   
【中期計画】  

ISS の運用の一環として、ISS への物資の補給に対し応分の貢献を行う
ことを目的として、補給物資を約 6 トン搭載し、H-IIB ロケットにより打
ち上げる宇宙ステーション補給機 (HTV)の開発を行い、有人施設へのラン
デブ技術を修得するとともに ISS 運用期間中の物資補給に備える。また、
それに必要な運用システムの開発・整備、運用計画・手順などの整備を行

う。   
【年度計画】  

宇宙ステーション補給機 (HTV)開発モデルの製作・試験を引き続き実
施するとともに、プロトフライトモデルの製作を実施する。  
また、引き続き運用システムの開発・整備、運用計画の整備を進めると

ともに、手順作成の準備を行う。  
【年度実績】  
１） 開発モデルの製作･試験  

電気モジュール及び推進モジュールの開発モデルによる熱試験を完

了した。補給キャリア部の熱構造モデルの熱試験についても計画どお

り実施した。また、電気モジュール開発モデルのシステム試験の準備

作業を終了した。  
 

２） プロトフライトモデル (PFM)の製作  
ア） システム設計  

国際パートナーである NASA、CSA、ESA も参加した詳細設計
審査会 (その 2)(CDR#2)を平成 18 年 1 月から 3 月にかけて実施し
た。本審査会において、検証計画を含む HTV のシステム設計、昨
年度実施した CDR#1で審査範囲外であったサブシステム設計等を
審査し、有人システムの開発要求及び安全要求に整合し、有人施設

へのランデブ技術を取得していることを確認した。  
 

イ） PFM 製作  
艤装設計作業に着手し、予定した作業を実施した。また、各部品・

コンポーネントのフライト品の調達についても計画どおり実施し

た。  
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ウ） 近傍通信システム (PROX)の開発・製作試験  

PROX のシステム詳細設計審査及び PROX ラックインテグレー
ション詳細設計審査を 12 月に完了して PFM 製作に着手し、平成

18年 10月のケネディ宇宙センターへの出荷に向けた準備を計画ど
おり進めた。  

 
３） 運用システムの開発･整備  

HTV 運用管制システム用計算機の調達を開始し、運用管制システム
の製作及び試験に着手した。また、HTV 用補給ラックの PFM の製作

に着手した。  
 

４） 運用計画整備、手順作成準備  
運用文書及び NASA との共同管理文書の整備、維持改定を行った。 

 
（５）ＬＮＧ推進系   
【中期計画】  

次世代基幹ロケットのキー技術の有力な候補である LNG 推進系の基礎
技術 (燃焼性能、推進薬取扱い技術及び複合材基礎技術等 )を確立すること
を目的として、推力 10 トン級のガス押し式 LNG エンジンと複合材極低温
推薬タンクにより構成される LNG 推進系を開発し、これらを組み合わせ
た実証を行う。  

【年度計画】  
LNG 推進系のシステム設計・試験を継続する。  

【年度実績】  
「民間主導による小型ロケット開発に係る幹事会・協議会」を設置し、

同会議において GX ロケットシステムを開発している民間企業、官庁と密
に連絡・調整行い、連携を強化しながら開発を進めている。平成 17 年度
は以下の事項を実施した。  
１） 複合材推薬タンク不具合の対策検討  

平成 15 年度の実機大タンクでの開発試験にて発生した剥離不具合
について、専門家からの助言を受けながら強度評価及び解析手法の見

直し、設計許容値・製造工程の改善等の対策を行ったが、平成 16 年度、
対策品にて再度不具合が発生した。そのため、詳細モデルによる解析

及び材料物性データの追加取得等を行い、その結果を基に設計対策案

をまとめた。  
しかし、この対策案では、今後、試作試験による成立性の確認、製

造工程の確認、品質保証方法の確立が必要となり、確実なスケジュー

ルによる開発の見通しが得られていない。また、質量増加により性能

が当初計画より大幅に低下する見込みである。 (LNG 推進系への複合

材タンクの適用可否は下記代替策とあわせ、宇宙開発委員会等での審

議を踏まえ決定する予定。 )  
 

２） LNG 推進系代替策形態 (金属タンク、ブーストポンプ式エンジン )
のシステム設計  
複合材タンクを金属タンクに変更すると共に、ガス押し式からブー
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ストポンプ製へ変更した代替形態のシステム設計を実施した。  
 

３） ブーストポンプ式 LNG エンジンの実機大エンジン燃焼試験  
ブーストポンプ式エンジンの成立性確認のために実機大エンジン燃

焼試験を行った。その結果、LNG エンジン代替策成立のために解決が
必要な技術課題 2 件 (エンジン燃焼中に燃焼圧力がスパイク状に変動、
エンジン燃焼中に段階的に推力が低下 )が発生した。現在、JAXA 内外
の有識者の知見を得ながら、これら技術課題の原因究明及び対策検討

を実施している。  
 
（６）将来輸送系   
【中期計画】  

将来の輸送系開発で我が国が国際的に主導的な役割を果たすため、フロ

ントランナーとしてより高度な技術に挑戦する。   
使い切り型輸送システムについては、H-IIA ロケットに続く次期使い切

り型ロケットの打上げシステム仕様策定を目指し、再使用型輸送システム

との技術共通性を認識した低コストの推進系など輸送系基幹技術の研究を

実施する。   
再使用往還型輸送システムについては、再使用型サブスケール実験機に

ついて次段階での実験運用を目指した研究を実施する。さらに高性能の再

使用システム実現のため、空気吸い込み式エンジンや先進熱防護系等に関

し、先行的・重点的に研究を進める。  
【年度計画】  

使い切り型輸送システムについては、次期使い切り型ロケットのシステ

ム仕様及びサブシステム等の検討を引き続き行うとともに、輸送系基幹技

術の研究として、再使用型輸送システムとの技術共通性を踏まえ、信頼性

向上に資する繰返し運用実証の研究等を実施する。  
再使用往還型輸送システムについては、システム検討及び要素技術研究

を行う。  
高性能の再使用システム実現のため、空気吸い込み式エンジンや先進熱

防護系等に関し、先行的・重点的に研究を進める。  
【年度実績】  

平成 16 年度に取りまとめ、JAXA 長期ビジョンに反映した 20 年後まで
の「宇宙輸送系の目標・ロードマップ」に沿って、5～10 年後を目指した
「使い切り型輸送システム」、「再使用往還型輸送システム」、また 10～20
年後を目指した「高性能の再使用システム実現のための研究」について次

のとおり研究開発を実施した。  
１） 使い切り型輸送システム  

H-IIA に続く次の基幹ロケットのシステム構想検討として、需要予

測を加味したミッションモデルを設定し、諸外国でも構想検討を進め

ている液体ステージクラスタへの発展性も含めたロケットシステムの

ラインナップの基本構成を設定した。また、高信頼性で低コスト化を

実現する輸送システムへの移行の実現に向けて、有人対応を視野に入

れ、推力 100 トン級のエキスパンダーブリードサイクルエンジンの成
立性の評価及び仕様の検討を進めた。  
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ロケットシステム  標準形態 能力増強形態

  のラインナップ  

 
 
繰返し運用実証の研究の位置づけ等を、パイロットエンジンシステ

ムとテストベッドシステム (機体系 )に関する研究として再整理し、以下
の研究開発を実施した。  
パイロットエンジンシステムについては、従来のロケットエンジン

設計では取り組みが希薄であった概念設計段階での高信頼性設計手法

を適用し、信頼性の数値化に資する技術課題の抽出とその検証試験を

計画し、フロントローディング (工程前倒し )作業を進めた。  
テストベッドシステムについては、システム全体の信頼性を定量化

する方策を獲得するため、安全性 /信頼性を軸としたシステム解析を考
案し、システムに内在する技術的リスクを顕在化し機体喪失事故に対

して重要度の高い事象を識別することを可能とする設計プロセスを開

発した。  
また、ロケットエンジンの信頼性向上のためインデューサ不安定現

象のシミュレーション、高度補償ノズルの性能取得などを実施した。  
 
２） 再使用往還型輸送システム  

HTV の発展又は活用を想定した物資回収システムの検討を進めた。

軌道からの回収実験の予備試験として、世界初の低揚抗比・高翼面荷

重機体の自動着陸技術実証となる、リフティングボディ型の小型実験

機を設計し、製作に着手した。また、スクラムジェット技術を実証す

るサブスケール実験機の概念設計に着手し、世界最速 (マッハ 12)での
飛行実験の可能性を見出した。これらと並行して、アビオニクスの冗

長系設計等の要素技術研究を実施した。  
 
３） 高性能の再使用システム実現のための研究  

複合サイクルエンジンにおいては、世界でも例がないマッハ 12 を超
える条件でのエンジン抗力と同等の推力発生を地上設備で達成した。

なお、同エンジンで用いられている縦渦混合型燃焼器の飛行評価は試

験委託先の豪州クイーンズランド大学側のトラブルによりデータ取得

には至らなかった。また、ターボ系エンジン (極超音速ターボジェット )
については、サブスケールモデルエンジンの設計、構成要素の製作・

試験を進めた。  

2 ﾄﾝ級  4 ﾄﾝ級  6 ﾄﾝ級

有人機打上げ対応  

G TO / S S O打上げ対応  

L E O 2 5 ﾄﾝ超級  

有人対応  

(オプション )  標準形態の基本となる機

体構成は、最もシンプルな

2段式液体コアステージ。  
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先進熱防護系については、従来のセラミックタイルに比べて耐久

性・運用性を大幅に改善できるスタンドオフ熱防護系の研究を進め、

その一環として仏国立宇宙研究センター (CNES)が計画中の Pre-X 実
験機への試験搭載を想定した設計・評価を行った。また、概念設計ツ

ールの開発や高エンタルピ空力現象評価技術の研究を進めた。  
 

（Ｂ）自在な宇宙開発を支えるインフラの整備   
（１）地上インフラの整備   
我が国の自在な宇宙開発活動を確実かつ効率的に進めるために必要なイン

フラの整備・運用を推進する。併せて、施設及び設備の安定的運用と持続的

向上を図るため、老朽化対策を着実に実施する。   
 
（ａ）射場設備の整備・運用   
【中期計画】  

H-IIA ロケット能力向上形態及び HTV 等に対応する設備の開発を行う
とともに、打上げ等を円滑に進めるため、一元的な体制の下、効果的・効

率的に射場系・射点系及び試験系等の関連設備等の開発・運用・維持・更

新を行う。   
【年度計画】  

効果的・効率的に射場系・射点系及び試験系等の関連設備等の運用・維

持を行うための一元的な体制整備について、検討・調整を継続するととも

に、順次、必要な作業に着手する。  
【年度実績】  
１） H-IIB 等に対応した設備開発  

機体の開発フェーズに合わせて設備の基本設計に着手し、射点設備

とのインタフェースについて成立性、改修規模等についての目途を得

た。現在、基本設計を継続中である。  
 

２） 射場系・射点系及び試験系等の一元的体制整備の検討・調整、関連

設備の整備・運用  
ア） 内之浦、種子島の在勤職員で構成する「鹿児島宇宙センター連

絡調整会」で一元的管理運営の検討を行い、一元化した業務推進

体制を構築した。  
 
イ） 一元化した体制の下で以下の作業を実施した。  

•  種子島 (小笠原を含む )の設備については、とりまとめ会社による
一括保全方式により、保全・保守等を実施した。  

 
•  内之浦の設備についても、同様にとりまとめ会社による一括保

全方式により保全・保守等を開始した。なお、打上げの信頼性

向上･老朽化対策のために、新たに月間点検等の保全を取り入れ

た。  
 

•  国外のダウンレンジ局設備については一元的に保全･保守を計

画的に実施し、設備の機能･性能の維持を図った。  
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•  信頼性向上を目的として、小笠原コマンド送信設備冗長化整備、

増田ロケットテレメータ M-V受信機能の付加整備及び内之浦時
刻設備の更新整備を実施し、完了した。  

 
•  老朽化対策等を目的として、レーダデータ伝送系のデジタル化

整備、飛行安全管制システム用計算機の更新整備及び増田 SHF
テレメータ受信設備の空中線系更新を実施中。  

 
•  H-IIA 標準型対応射点設備については、各種の機体機能の変更 /
付加への対応・信頼性向上・運用性改善のための改修･整備に

係る計画の策定及び整備作業を実施した。  
 

•  LE-7A 燃焼試験設備、固体ロケット (SRB-A)燃焼試験設備・固
体推進薬充填設備の維持・運用・老朽化更新を計画どおり行い、

燃焼試験・充填作業に供した。  
 

ウ） 供給系総合試験設備 (FETS)、高空燃焼試験設備 (HATS)の開
発・運用・維持・更新 (角田 )  
総合技術研究本部と宇宙基幹システム本部との二つの体制で進

められてきた研究開発体制を統合して総合技術研究本部の角田宇

宙センターとした。  
•  FETS ではフライト用 LE-7A  FTP 単体技術試験 (R-2 実証 )を
良好に実施した。  

 
•  また、各種制御弁のシミュレータを新規に導入し、試験作動点

精度の向上や不具合リスクの低減を図った。  
 

•  HATS においては、LE-5B エンジン領収試験 (3 シリーズ計 6
回 )、及び改良型 LE-5B エンジン認定試験他 (4 シリーズ計 17
回 )を良好に実施した。また、エンジンスロットル作動の連動シ
ーケンスへの組込み、水素タンク加圧制御電磁弁 (FSPV)の制御
シーケンス導入など機能付加を実施し、燃焼試験の柔軟性を向

上させた。  
 

•  設備維持に関しては、定常的な維持保全作業のほかに、FETS
直流電源盤の更新、HATS 真空排気系の更新、アキュームレー
タ内の溶接クラック処置･内面塗装、及び LOX/LNG エンジン対
応改修を実施し、機能拡張とともに不具合の予防、保全にも取

組んだ。  
 

（ｂ）追跡管制設備の整備・運用  
【中期計画】   

衛星追跡管制を一元的体制で実施して、施設設備を計画的に整備・維持

し、効率的に運用することを目的とし、追跡ネットワークを統合する。   
【年度計画】  

衛星追跡管制の施設設備を計画的に整備・維持し、効率的・一元的に運
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用するための体制整備について、検討・調整を進めるとともに、順次、必

要な作業に着手する。  
【年度実績】  
１） 一元的運用体制での追跡管制の実施  

一元的運用体制の下、衛星・探査機の追跡を的確に実施した。なお、

ALOS、MTSAT-2、ASTRO-F は 1 か月内に打ち上げられ、これらに
ついての追跡管制業務を確実に実施した。  
•  NASA-MRO(火星探査機 )  

NASA から急遽追跡支援の要請があった NASA-MRO について、
宇宙科学研究本部との共同作業により、短期の準備期間 (通常 1 年を
3 か月で実施 )で設備改修、適合性試験等を行い、全ての要求を満足
する追跡支援を実施した。この成果に対して、NASA から高い評価 (感
謝状を授受 )を受けた。  

 
•  OICETS 
打上げロケット変更に伴ってミッション軌道が変更されたため、短

期間で CNES、ESA 支援局の選定、支援交渉を行い、初期運用を成
功させた。  

 
•  ASTRO-F 
追跡ネットワークの統合の一環として、ASTRO-F 打上げ前にテレ

メトリ･コマンド相互運用機能を完成させることで内之浦に加え、

JAXA 海外局での支援が可能となり、密度の高い衛星運用の機会を提
供した。  

 
•  はやぶさ  
通信の途絶えた「はやぶさ」との通信復旧のための運用を継続し、

周波数が変位した「はやぶさ」からの微弱な信号の再捕捉に成功した。 
 
このほか、以下の衛星について計画どおり追跡管制業務を実施した。 
μLabSat、ASTRO-E2、GMS-5、 INDEX、SERVIS、ALOS、
MTSAT-2 

 
２） 施設設備の計画的整備・維持  

旧宇宙科学研究所と旧宇宙開発事業団の追跡ネットワークを統合す

る追跡ネットワーク統合計画を策定した。これに基づき、無線局管理

の一元化、老朽化設備等の計画的更新を順次進めている。  
•  SELENE打上げに向けた臼田 64m系送受信・測距装置及び器差補
正部の更新を実施中。  

 
•  老朽化対策として、内之浦 20m 系送受信･測距装置及び勝浦、沖縄
の空中線改修、並びに内之浦 34m 系テレメトリ･コマンド入出力装
置の更新を実施。  

 
•  DRTS 衛星管制システム･DRTS 実証地上システム制御システムの
計算機を更新。  
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•  統合された追跡ネットワークに伴う削減として、平成 18 年度 9 月
末に 4 基 (勝浦 1 基、沖縄 1 基、増田 2 基 )を運用停止し、平成 19
年度に撤去を行う削減計画を策定した。  

 
３） 高精度軌道決定システム (GUTS)の整備  

•  地球重力モデルを改良し、ADEOS-II のデータを用いた解析では
25cm 以内の軌道決定精度を達成できる見通しを得た。現在、ALOS
データによる解析作業を進めている。  

 
•  GPS 衛星の軌道決定精度については、国際的にも遜色のない 10cm
以内の精度を達成し、衛星レーザ測距 (SLR)観測設備による測距で
は、距離決定精度 5mm を達成している。  

 
４） 統合型軌道力学システムの整備 (νFDS) 

軌道力学運用の効率化及び品質の向上を図るため、分散している軌

道力学系システムの機能統合を行っており、その一環として、詳細設

計 (その 2)及びプログラム製作を完了し、プログラム単体試験を開始し
た。  
 

５） 追跡ネットワークの統合  
軌道関連情報交換機能を平成 16 年度に整備し軌道計算処理を筑波

に一元化したことに引き続き、当初の SOLAR-B(平成 18 年度打上げ
予定 )での運用開始を目処に整備を進めてきた旧宇宙科学研究所、旧宇
宙開発事業団追跡ネットワーク間のテレメトリ・コマンド相互運用機

能の整備を平成 17 年度打上げの ASTRO-F で可能とし、追跡ネット
ワークの統合を早期に実現し、同衛星の確実な運用に貢献した。  
本機能の完成により、テレメトリ･コマンド運用における追跡ネット

ワークの統合が当初計画より早期に完成し、追跡運用業務能力が大幅

に向上した。この成果を踏まえて、将来の更なる追跡ネットワーク統

合の検討に着手した。  
 
（ｃ）衛星等試験設備の整備・運用   
【中期計画】  

衛星開発に必要な設備の維持・更新を行う。   
【年度計画】  

衛星開発に必要な設備の維持を行うとともに、老朽化した 1600m 3音響

試験設備等の更新、その他試験設備の老朽化対策等の検討を進める。  
環境試験に係る技術の開発、蓄積等の検討を進める。  

【年度実績】  
１） 衛星開発に必要な設備の維持及び 1,600m 3音響試験設備等の老朽

化対策等の検討  
ア） 施設・設備の維持を実施した。なお、月毎の安全パトロールに

よって安全に対する意識の向上に努め、無事故日数 2,229 日を達成
した。  
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イ） 老朽化した以下の環境試験設備等の更新等を実施すると共に、

その他の試験設備について老朽化対策を検討した。  
•  1,600m 3  音響試験設備の改修の詳細設計完了、製作中  
•  13mφスペースチャンバの制御監視装置の更新、計測データ処
理装置及びソーラシミュレータ系計測制御装置の改修  

•  電磁適合特性試験設備のマイクロ波増幅器及び電磁雑音測定受

信器、旋回腕型加速度試験設備の更新  
 

２） 環境試験に係る技術の開発、蓄積等の検討  
ア） 環境試験・検証支援システムの保守・運用  

人工衛星開発において得られる各種環境試験データ等の試験情

報を体系化し、開発プロジェクトや開発メーカ等が異なる試験に関

しても横断的に検証を行える環境試験データ管理システム、試験解

析システムの保守・運用を実施した。  
 

イ） 環境試験・検証支援システムの整備  
上記のシステムにおける音響試験データ及び熱真空試験データ

の表示機能を改修し、ユーザへの利便性向上を図った。  
 

ウ） 衛星一般試験標準改訂作業  
•  衝撃試験ハンドブック試案作成完了  
•  フォースリミット振動試験ハンドブック及び音響試験ハンドブ

ック試案作成中  
 
（２）宇宙インフラの運用   
【中期計画】  

•  衛星間通信システム   
人工衛星や国際宇宙ステーション等に対する多様な運用計画への対応及

び得られた大容量の観測データ並びに実験データ等の迅速な地上伝送を図

るための宇宙インフラの確立を目指した技術実証を目的として、データ中

継 技術 衛星 (DRTS)(こ だ ま )と 環境 観測 技術 衛星 (ADEOS-II)と の
66Mbps の衛星間通信実験を実施する。また、地上ネットワーク局に陸域
観測技術衛星 (ALOS)通信機能を付加し、278Mbps の DRTS との衛星間
通信実験を実施する。   
さらに、国際宇宙ステーションの日本実験棟 (JEM)の船外実験プラット

フォーム組立て後に、50Mbps の DRTS と JEM との衛星間通信実験を行
う。  
中期目標期間中通信実験を継続して実施できるように衛星間通信衛星の

運用を行う。   
また、今後の大容量化などデータ中継技術の高度化及び運用効率化を目

指し後継衛星の研究を実施する。   
【年度計画】  

•  衛星間通信システム  
データ中継技術衛星 (DRTS)の運用を行い、陸域観測技術衛星 (ALOS)

との 278Mbps の衛星間通信実験を行う。  
今後の大容量化などデータ中継技術の高度化及び運用効率化を目指し後

 36



 

継衛星の研究を実施する。  
【年度実績】  
１） DRTS 衛星間通信実験  
ア） ALOS 

•  実験準備として、手順書の作成、訓練、最終準備確認、及び打

上げ初期段階における DRTS 経由のテレメトリコメンド運用に
よる JAXA 地上局のバックアップ体制を敷いた。  

 
•  平成 18年 1月 24日に打ち上げられた ALOSとの Ka帯による､
世界初の 278Mbps 高速データ伝送の衛星間通信実証実験運用
(平成 18 年 2 月 )を衛星チェックアウト期間中 (平成 18 年 5 中旬
までの予定 )に良好に実施した (平成 18 年 3 月 31 日まで 117 パ
スの運用実績 )。  

 
イ） JEM 

JEM-ICS(JEM- Inter-orbit  Communication System)との適
合性試験の準備を実施した。  

 
ウ） OICETS 

•  OICETS との衛星間通信実験の準備として手順書の作成、訓練、
最終準備確認等を実施した。  

•  平成 17年 8月 24日に打上げられた OICETSとの衛星間通信・
試行実験運用を、衛星チェックアウト期間及び定常運用期間と

も良好に実施した。  
 

２） DRTS の運用  
•  定常運用として、衛星の追跡管制を継続的に実施した。  
•  軌道上技術評価を継続して実施し、衛星システムの軌道上での健全

性を確認した。  
•  直流アークジェットの作動圧力範囲を維持するために燃料タンクの

再加圧作業を実施した。  
 
３） DRTS 後継衛星の研究  

•  平成 21 年度に設計寿命切れとなる現行 DRTS の後継機の検討を行
った｡また､併せて次期中期計画を見据えた多数の災害監視衛星に

対応できる高機能化 DRTS の検討を行った。   
 
•  地上予備用部材の点検を行い、部材のフライト品としての使用可能

状況の確認を行った。  
 
（Ｃ）技術基盤の維持・強化   
（１）技術基盤の維持・強化   
【中期計画】  

宇宙開発利用の発展を支える基盤技術の強化、発展のため、自律性確保

の観点から以下の研究開発を継続的・体系的に行う。   
•  基幹・戦略部品 (衛星・ロケットシステムに重要・不可欠な部品、衛星等
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に共通的に必要な部品 )の供給体制を再構築するため、部品認定制度の見
直し及びデータベースの構築を行う。   

•  プロジェクトの確実な遂行に資するため、熱・構造・電源等基盤的な技

術データを蓄積し、試験、解析及び評価等を行うとともに必要な技術基

盤を維持・向上する。   
【年度計画】  

衛星・ロケットシステムにとって重要・不可欠な部品、及び共通的に必

要な部品についての供給体制を再構築するため、部品登録制度の導入等に

よる部品認定制度の改善を実施する。  
確実なプロジェクト遂行と将来の研究・技術開発に役立てるため、基盤

技術に関する研究・プロジェクト協力・試験・運用等の各種データを蓄積

する。  
【年度実績】  
１） 部品登録制度の導入等による部品認定制度の改善  

QPL(認定部品リスト )から QML(認定製造者リスト )への移行を促進
することにより、部品メーカの維持が図られるようになった。平成 17
年度は新規に 4 社が QML を取り入れた。部品データベースについて
は、プロジェクト承認部品データベースを構築し、試運用の準備を進

めた。また、認定部品データベースの整備及び提供するデータの拡充

を行った。平成 17 年度は約 17,800 件 /月のアクセスがあった (国内登
録者 :約 403 人、国外登録者 :約 48 人 )。  

 
２） 基盤技術に関する研究・試験・運用等の各種データを蓄積  

•   逆圧リリーフ機能を付加した遮断弁の認定試験を終了し、問題がな
いことを確認した。  

•   20N 推薬弁のエンジニアリングモデルバルブ設計検証試験にて、開
閉応答、駆動力に絡む特性値、及び基本寿命 (100 万サイクル )は所
定の結果を得ることができ、基本的な設計妥当性を確認した。  

•   高速回転ホイールの認定モデル (GOSAT 用 )の製作を完了し、認定
試験を完了した。  

•   減速歯車について運転条件に対する潤滑状態のデータを取得した。
更に潤滑状態のモデルを作成し、解析を実施した。  

•   角度検出器は GOSAT 及び SMILES プロジェクトに採用が決定さ
れ、認定試験実施中である。  

•   FeRAM(Ferroelectric  Random Access Memory:強誘電体を利
用した不揮発メモリ )メモリセル及び周辺回路評価用チップの設計
及び試作を完了した。  

•   耐放射線性ラッチセルは面積・性能ともに世界トップレベルを達
成して平成 17 年度に国内特許を取得し、米国、欧州に申請を行っ
た。  

•   衛星内部搭載機器 (ホイール・冷凍機等 )から発生する擾乱 (微小振
動 )と伝達特性の計測可能な手法の開発を行った。  

 
３） プロジェクト協力  

ETS-VIII 搭載展開ラジエータ (DPR)の特性試験、ALOS のバッテ
リ運用模擬試験、世界的に問題となった Actel 社製 FPGA(書換え可能
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な集積回路 )の評価試験・信頼性の確認など 252 件のプロジェクト協
力を実施し確実なプロジェクト遂行に貢献した。  

 
（２） 高度情報化の推進   
【中期計画】  

プロジェクトの確実化のための情報共有システム及び設計検証用ツール

の整備・運用、研究開発及び開発成果に関する情報の蓄積とこれを共有す

るための情報システムの整備・運用を行う。これにより、プロジェクトに

おける情報齟齬に起因する不具合を半減化させ、利用価値の高い技術情報

を全て情報システムに蓄積し、利用可能とする。   
【年度計画】  

プロジェクトの確実化のための情報共有システム及び設計検証用ツール

について超高速インターネット衛星 (WINDS)プロジェクトで試行的に整
備・運用を行うとともに、温室効果ガス観測技術衛星 (GOSAT)プロジェク
トの情報共有システムの整備、設計検証用ツールの概念検討を行う。  
また、研究開発及び開発成果に関する情報の蓄積とこれを共有するため

の情報システムの整備・運用を行う。  
【年度実績】  
１） 情報共有システム及び設計検証用ツールの整備・運用  
ア） WINDS プロジェクト  

WINDS プロジェクトの情報共有システム及び設計検証用ツー
ルを整備・運用して、プロジェクトの確実な開発に貢献した。  
プロジェクト情報 (技術連絡書、技術文書、設計図面等 )管理シス

テムの平成 17 年度の運用実績は次のとおりである。  
•  システムへのログイン数 :月平均 460 回  
•  技術連絡書の発信から回答受領までの期間 20%向上  

 
機械形状設計検証システムは、設計確認会、検討会等において実

機製造前のレビューに使用され、事前に不整合を検出し、確実な開

発に貢献した。  
電気結線 (ハーネス )設計検証システムは、プロトフライトモデル

の機器を対象に製造前の電気結線設計レビューに利用され、事前に

不整合を検出し、確実な開発に貢献した。  
 

イ） GOSAT プロジェクト  
GOSAT プロジェクトに関し、WINDS プロジェクト等での試行

成果を踏まえ、情報共有システムの整備、設計検証用ツールの概念

検討を行い、一部運用に供した。  
情報共有システムとして、スケジュール管理システム、文書管理

システム、電子技術連絡書交換システムの整備を行い、情報共有に

貢献した。  
•  技術連絡書の電子化率 :100% 
•  電子技術連絡書交換システム活用実績 :  227 件 (2005/05/20～

2006/03/31) 
 

解析モデルの論理的整合性を確認する環境を整備し、基本設計段
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階の搭載センサの熱数学モデルに適用した。事前に不整合を検出し、

確実な開発に貢献した。  
電気結線 (ハーネス )設計検証システム、テレコマシミュレータを

整備し、製造設計より使用予定。  
このハーネス設計検証システムについては、メーカでの今後の全

ての衛星開発で活用予定。  
GOSAT プロジェクトで開発された情報共有システムのうち、技

術連絡書管理機能を以下のプロジェクトに水平展開し、JAXA と関
係者間の情報交換に貢献した。  
•  Bepi-Colombo プロジェクト  
•  高精度測位実験システム  

 
ウ） 打上作業管理支援システムの維持・運用  

 打上げ作業に係る射場系情報システムを安定的に運用した。本

システムでデータがリアルタイム配信されたことにより、システム導

入前は約 2～3 日後であった軌道 6 要素の算出が打上げ後 30 分以
内、クイックレビューが 3 時間後に実施可能になり、約 3 か月かかっ
ていた飛行後評価解析結果の提出が 2 週間後で実施可能になった。 

 
エ） 推進系総合データベースの整備  

推進系の試験データ、試験関連ドキュメントデータ等を扱う輸送

推進系総合データベースの基礎システムの維持運用を実施した。デ

ータ数は平成 16 年度に比べ 3 倍、アクセス数は前年度に比べ 63%
増加した。  
•  データ登録件数 1,200 件 (平成 16 年度 400 件 )  
•  平均アクセス数 551 件 /月 (平成 16 年度 338 件 /月 )  

 
オ） 信頼性情報システムの維持・運用  

プロジェクトを支援する主な情報システムの整備・運用として

以下を実施した。  
•  不具合情報、技術標準、信頼性技術等の情報を提供する信頼性

情報システムの維持運用を行い、プロジェクト業務に直結した

信頼性技術情報を配信し、不具合の再発防止、発生の未然防止

に向けた活動を支援した。  
 

•  不具合情報を管理・提供する不具合情報システムは、新規不具

合登録件数 2,000 件をデータベース化すると共に、機能付加等
により平成 16 年度比 26%のアクセス増を得た。更に利活用向
上を目指し、ユーザ利用要求を元にした要求仕様を策定し、衛

星系システムを中心としたシステム再構築を実施した。  
 

カ） 科学衛星プロジェクトの情報化  
科学衛星の工学値データ及び観測データを蓄積・配信する科学

衛星工学データベース (EDISON)/科学衛星サイエンスデータベー
ス (DARTS)を運用した。新規に ASTRO-F 用及び SOLAR-B 用の
EDISON の整備を完了した。  
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キ） 衛星管制情報システムの整備・運用  

衛星のテレメトリデータの蓄積及び評価を行い技術者・研究者

に配信するための衛星管制情報システムを安定的に運用した。  
•  DRTS 用システム :  定常運用  
•  OICETS 用システム :  初期段階運用を経て定常運用を開始  
•  ALOS 用システム :  初期段階運用を開始し、データ蓄積を実施中  

 
ク） 環境試験シミュレーションシステムの製作  

宇宙機の環境試験のうち音響試験を模擬するシステムについて、

5 機の実衛星を用いて、音響試験結果とシステム解析結果の誤差評
価を実施し、本システムでの精度の高い音響試験模擬機能を確認し

た。これにより、実衛星の開発経緯を元に、搭載機器のランダム振

動条件の緩和及び条件逸脱の事前予測が可能であることを検証・

確認した。  
 
２） 研究開発及び開発成果に関する情報の蓄積とこれを共有するための

情報システムの整備・運用  
技術資料、成果報告書等を電子データとして保管している技術文書

管理支援システムを維持運用した (ログイン回数 :  18,486 件、本文ダウ
ンロード :  13,728 件 )。  

JAXA 職員の情報共有のために筑波・東京地区の共有ファイルサー

バを安定的に運用するとともに、相模原地区のファイルサーバの整備

を完了し、調布地区のファイルサーバ導入検討を実施した。  
 
（３）スペースデブリ対策の推進   
【中期計画】  

スペースデブリの地上観測を継続的に行い、デブリ分布状態の把握、大

型デブリ落下予測等を実施する。また、デブリ低減及び被害抑制に向けた

研究を実施する。さらに、ロケットによる人工衛星等の打上げや国際宇宙

ステーションの日本実験棟 (JEM)において、スペースデブリとなるものの
発生を合理的に可能な限り抑制するよう対策を講ずる。   

【年度計画】  
•  美星スペースガードセンター光学施設で観測されたデータ等を利用し、

静止軌道デブリの軌道決定及び精度評価を実施する。  
•  上齋原スペースガードセンターレーダ施設を利用したデブリ観測に必要

なスペースデブリ地上観測システムにより、低軌道デブリの観測を実施

し、観測データ及び軌道決定精度評価を行う。  
•  スペースデブリ低減及び被害抑制に向けた研究を行う。  
•  スペースデブリ発生防止標準を維持・運用するとともに、外部関係機関

と連携し、スペースデブリ対策推進に関する検討を行う。  
【年度実績】  
１） スペースデブリの地上観測  

美星スペースガードセンター光学施設による静止軌道帯スペースオ

ブジェクト観測データを用いて、253 個のスペースオブジェクトの識
別 (同定 )処理を行った。また、識別したスペースオブジェクトのうち

 41



 

108 個について軌道決定 (カタログ化 )を行い、静止軌道帯近傍のデータ
ベースを構築した。なお、平成 11 年度から観測したスペースオブジェ
クトの総数は 599 個となり、うち JAXA で独自に軌道決定値を有して
いるスペースオブジェクト数は 130 個となった (前年度までの実績は
27 個 )。  
上齋原スペースガードセンターレーダ施設による低軌道スペースオ

ブジェクトの観測データを用いて 178 個のスペースオブジェクトの軌
道決定 (カタログ化 )を行い、低軌道帯のデータベースを構築した。なお、
平成 15 年度から JAXA で独自に軌道決定値を有しているスペースオ
ブジェクト数は 200 個となった (前年度までの実績は 152 個 )。  
日本上空を通過する大型デブリ及び日本起源のデブリ (受託業務とし

て実施した USERSを含む )を対象に定期的に大気圏再突入予測解析を
行い、予測精度の評価を継続的に実施した。平成 18 年 3 月現在、日本
起源衛星の主な再突入予測結果は、次のとおり :  USERS(2007 年 4 月
頃 )、 ETS-7C(2017 年 6 月頃 )、 OICETS(2020 年 5 月頃 )、
INDEX(2020 年 12 月頃 )。  

M-V6 ロケット号機、8 号機、H-IIA ロケット 8 号機、9 号機の打上
げの際の国際宇宙ステーション (ISS)との接近解析を実施した。  

 
２） スペースデブリ低減及び被害抑制の研究  

デブリ低減及び被害抑制に向けた研究として、以下の成果を得た。  
ア） 観測・モデル化技術の研究  

デブリ観測技術開発として、小型光学観測施設の検出機器、及び

自動検出ソフトの開発を行い、静止軌道帯デブリの自動検出ソフト

の試作・評価を実施し、実用化の目処を得た。低軌道デブリに関し

ては、光度変化観測から姿勢運動解析するためのソフトを試作した。

デブリの今後の分布を予測する推移モデルの試作を開始した。  
 
イ） 防御技術の研究  

デブリ防御技術の確立のため、超高速射出装置の開発及び複合材

等の衝突実験・データベース化を実施した。これにより、世界的に

も例の少ない CFRP 板への衝突データを追加し、衝突エネルギー
と損傷面積の関連を明確にした。また、成型爆薬を用いた超高速射

出装置を概ね完成し、ガスガンと成型爆薬装置とで同一質量を射出

した場合の損傷の差異とその関係を明らかにすることができた。こ

れによりガスガンより高速の射出損傷結果をより正確に把握でき

る技術を獲得する目処が立った。  
 
ウ） 発生防止技術の研究  

衛星残滓のアクティブな回収・除去システム、ロケット上段の終

末処理システムの開発及び必要な技術の研究・開発を実施した。特

に、世界でも例のないデブリ捕獲ロボット用伸展ブームアーム方式、

導電性テザー用ブレーディングワイヤ方式を新規に開発するとと

もに、小型衛星型デブリ回収機システム構成を検討した。  
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３） スペースデブリ対策の推進  
OICETS、ALOS、MTSAT-２、ASTRO-EII、ASTRO-F について

安全審査の一環でスペースデブリ発生防止標準への対応状況について

確認した。  
スペースデブリ発生防止標準に関連して、溶融解析プログラムを使

って解析を行うための専門技能研修を実施した。  
スペースデブリ委員会を開催し、JAXA のデブリに関する取組みに

関して平成 17 年度の事業計画及び成果について、妥当であるとの評価
を受けた。  
第 23 回宇宙機関間スペースデブリ調整会議 (IADC)に参加し、各国

の宇宙機関と調整を行った。  
第 43 回国連宇宙空間平和利用委員会科学技術小委員会 (STSC)にお

いて、所要の技術的知見を提供し、国際的なスペースデブリ低減に関

する各国の技術的な合意に貢献した。  
 
２．宇宙開発利用による社会経済への貢献   
防災及び危機管理並びに継続的な地球環境観測などにより安全・安心な社

会の構築へ貢献を行う。また、経済活性化・産業競争力強化など国民生活の

質の向上の面からも社会に貢献する。   
 
（Ａ）安全・安心な社会の構築   
（１）情報収集衛星   
【中期計画】  

政府からの受託に基づき、情報収集衛星及びその地上設備の開発等を確

実に実施する。   
【年度計画】  

政府からの受託に基づき、情報収集衛星及びその地上設備の開発等を確

実に実施する。  
【年度実績】  
  政府からの受託に基づき、情報収集衛星及びその地上設備の開発等を確

実に実施した。  
 
（２）防災・危機管理   
【中期計画】  

災害状況の監視及び利用のための情報利用システム構築に貢献すること

を目的として、光や電波を用いて高空間分解能で地表面を詳細に観測する

高分解能センサ (PRISM:水平分解能  2 .5m で立体視可能、PALSAR:10m、
AVNIR-2:10m 等 )を搭載した陸域観測技術衛星 (ALOS)の開発・打上げ
及び運用を行う。併せて地上設備の開発及び運用を行う。打上げ後、ミッ

ション期間中 (打上げ後 3 年以上 )ALOS による大規模災害の観測を、
DRTS の衛星間通信機能を活用しつつ実施し、観測データを用いた利用研
究及び陸域・海洋の災害状況の把握に資するデータの提供を行う。また環

境観測技術衛星 (ADEOS-II)の観測データについても利用研究及びデータ
提供を行う。   
併せて、関係機関と協力し、地震や火山噴火等による被害の軽減等に対

して有効な観測を適正な頻度及び時期に行いうる次世代衛星観測システム
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の研究を行う。   
超高速インターネット衛星 (WINDS)を用いて地上のネットワーク網と

連携した防災情報の提供を行う利用実験を支援する。   
また、技術試験衛星Ⅷ型 (ETS-Ⅷ )打上げ後に位置情報を加えた救難情報

の発信・収集等の基本実験を実施する。   
【年度計画】  

ALOS の開発として射場整備作業を実施後、打上げを行う。  
ALOS の運用として、打上げ後の衛星の初期機能確認を行うと共に、

DRTS との衛星間通信を活用しつつ観測を実施し、大規模災害が発生した
場合の観測に備える。  
また、観測データを用いた利用研究及び災害状況の把握に資するデータ

の提供準備を実施するとともに、国際災害チャーターの要請に対応した運

用を行う。  
関係機関と協力し、地震や火山噴火等による被害の軽減等に対して有効

な観測を適正な頻度及び時期に行い得る次世代衛星観測システムの研究を

行う。  
WINDS を用いた防災・危機管理のための実験に向けて準備作業を実施

する。  
技術試験衛星Ⅷ型 (ETS-Ⅷ )を用いた防災・危機管理のための実験に向

けて準備作業を実施する。  
【年度実績】  
１） ALOS の開発  

•  衛星システムのプロトフライト試験 (PFT)終了後、赤外線天文衛星
(ASTRO-F)の不具合の水平展開として米国製トランジスタの交換、
及びミッションデータ異常不具合の対策としてデータ圧縮装置の改

修を行い、射場搬入後試験及び射場整備作業を完了した。  
 

•  地上設備 (追跡管制系及びミッション運用系 )のインテグレーション
及び試験を完了した。地上システム (ミッション運用系 )と外部機関
(データノード )とのインタフェース試験を実施した。  

 
２） ALOS の打上げ・運用  

平成 18 年 1 月 24 日に H-IIA ロケット 8 号機で打上げを実施し、
打上げ後初期機能確認作業を実施した。2 月に観測センサの初画像を取
得し公開した。また、DRTS との衛星間通信の初期機能確認として、
衛星間通信実証実験運用を実施した。  

 
３） 利用研究・データ提供  

•  ALOS データ利用研究として、解析アルゴリズムの開発及び公募選
定した国内外の研究者による共同研究 (約 130 件 )を継続実施した。
また、データノードとの MOU 締結のための準備を実施した (Geo 
science Australia は締結済み )。  

 
•  防災関係省庁からのニーズ等に関する意見を聞く省庁連絡会議等を

利用して、「だいち」等の衛星の防災利用に関する計画立案のための

準備を実施した。  
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•  「だいち」の初期機能確認中、レイテ島地すべりについて世界で最

も早く国際災害チャーターに、ALOS の光学センサ (AVINIR-2)及
び電波センサ (PALSAR)からの画像を提供することができ、フィリ
ピン政府の災害復旧活動に活用された。  

 
•  アジア太平洋地域宇宙機関会議 (APRSAF)の地球観測 WG での災

害分野での衛星利用について、平成 17 年 10 月に「アジア防災危機
管理システム」を提案し、第一段階である災害管理支援システム

「Sentinel-Asia(アジアの監視員 )」プロジェクトを構築するため
アジア 18 カ国による第 1 回共同プロジェクトチーム会合を開催し
た。  

 
•  アジア地域での利用促進セミナーにおいて防災危機管理を優先的に

実施し利用普及に努めるとともに、タイ・インドネシアで ALOS デ
ータを用いたパイロットプロジェクトの準備を実施した。  

 
４） 次世代衛星観測システムの研究  

•  内閣府、文部科学省が主催する省庁連絡会議が、平成 17 年度にお
いて 3 回開催され、JAXA は有識者として参加し、防災のための地
球観測衛星等に関するニーズの把握及びその実現性の検討に貢献し

た。  
 
•  関係機関と協力し、災害監視ミッションの研究では､ALOS 後継衛
星の仕様、技術課題・開発要素の概略検討を行った。静止地球観測

ミッションの研究では、クリティカルな技術課題の抽出を行い、実

現に向けた技術開発ステップを示した。  
 

５） WINDS 実験運用  
•  WINDS を用いた防災危機管理のための実験準備作業として、新潟
県長岡市の防災訓練に参加し、動画像転送と音声双方向通信実験を

実施し防災に役立つことを示した。  
 
•  平成 18 年度のパイロット実験 (Ka 帯プラットフォーム上での被災
情報収集アプリケーション実験 )について検討を実施した。  

 
６） ETS-VIII 実験運用  

•  ETS-VIII を用いた防災危機管理のための実験準備作業として、遭
難救援システム (超小型端末 )の設計を完了し、現在、試作機の製造
を実施している。  

•  今後の具体的なアプリケーションに利用ニーズを反映するために、

津波及び風水害による災害時における利用形態について自治体、防

災機関などを対象に調査した。その結果、災害時の被害状況把握、

大規模災害時のトリアージ (患者治療の優先順位付け )作業への利用
に対してのニーズが確認できた。  
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（３）資源管理   
【中期計画】  

農業、森林、水産、土地利用等の分野における、衛星データ利用及び地

図作成への貢献を行うことを目的として、ミッション期間中 (打上げ後 3
年以上 )ALOS による観測を実施し、観測データを用いた利用研究、地図
作成、土地利用及び植生分布等に資するデータの提供を行う。併せて

ADEOS-II の観測データについても利用研究及び植生分布、海面水温等の
データ提供を行い、関係省庁 (農林水産省、国土交通省等 )との連携の下、
これら衛星データの利用を推進する。   
また、関係機関と協力し、資源管理に対して有効な観測を適正な頻度及

び時期に行いうる次世代衛星観測システムの研究を行う。   
【年度計画】  

ALOS による観測を行い、観測データを用いた利用研究を実施し、地図
作成、土地利用及び植生分布等に資するデータ提供準備を行う。また、関

係省庁 (農林水産省、国土交通省等 )との連携の下、衛星データの利用を促
進する。  
環境観測技術衛星 (ADEOS-II)及び改良型高性能マイクロ波放射計

(AMSR-E)による観測データ等を用いた利用研究及び植生分布、海面水温
等のデータ提供を行う。  
関係機関と協力し、資源管理に対して有効な観測を適正な頻度及び時期

に行いうる次世代衛星観測システムの研究を行う。  
【年度実績】  
１） ALOS 利用研究・データ提供  

•  地上設備については、海外機関とのインタフェース試験を実施し、

打上げ後に初期機能確認を実施した。解析アルゴリズムの開発を継

続するとともに、校正検証準備作業を実施し観測データの提供準備

を実施した。  
•  関係省庁である農林水産省、国土交通省、環境省、海上保安庁等と

連携の下、衛星データの利用準備のための共同研究を推進するとと

もに、公募選定した国内外の研究者による ALOS のデータ利用研究
を実施した。  

 
 

P R I S Mが観測した富士山（2 0 0 6 / 2 / 4）

２）  ADEOS-II 利用研究・データ提供  
•  ADEOS-II、AMSR-E の利用研究として、アルゴリズム開発及び

校正検証を行い、植生分布、海面水温等の高次プロダクトの提供を

実施した。  
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•  GLI(Global Imager)250m データにより ,植生純一次生産量の年
間推定値が得られ、陸圏 PI(陸域の共同研究者 )による共同研究プロ
ダクトの成果として利用研究に貢献した。  

 
•  AMSR-E 観測データによる海面水温データを漁業情報サービスセ

ンター (JAFIC)に提供し、漁海況情報での利用を継続実施した。ま
た、地方水産試験場での利用も 17 件と広がった。(なお、海面水温
データは気象庁の数値予報においても利用が開始された。 )  

 
３）  次世代観測衛星システムの研究  

資源管理に対して有効な衛星システムの研究として、静止地球観測

ミッションの研究では、静止光学衛星システムの検討として、静止地

球観測衛星のセンサならびに衛星バスのシステムとしての成立性の検

討及びクリティカルな技術課題の抽出を行い、実現に向けた技術開発

ステップを示した。  
 
（４）地球環境   
（ａ）温室効果ガス把握への貢献   
【中期計画】  

京都議定書第 1 約束期間 (2008 年～2012 年 )における温室効果ガス削減
状況の検証等の行政への貢献を目的として、今後の温室効果ガスの全球規

模での亜大陸単位の濃度分布 (相対精度 1%程度 )の観測に備え、温室効果ガ
スの濃度分布測定センサ及び温室効果ガス観測技術衛星 (GOSAT)等の開
発を行う。  

【年度計画】   
GOSAT の開発として、衛星バスの  基本設計及び EM の製作試験を実施

すると共に、温室効果ガスの濃度分布測定センサの基本設計及び EM の製
作試験を実施し、PFM の製作に着手する。  
また、地上システムとして、追跡管制設備及び受信記録処理設備の設計

を実施する。  
【年度実績】  
１） GOSAT の開発  
ア） 衛星バスの基本設計及び EM 製作試験  

•  衛星バスの基本設計を実施した。7 月～12 月にかけて基本設計
審査を実施、詳細設計への移行が承認された。  

•  衛星バスのエンジニアリングモデル (EM)の製作試験を継続実
施した。  

•  センサの基本設計及び EM 製作試験  
•  センサの基本設計を実施した。基本設計審査を行い、詳細設計

へ移行した。  
•  センサの EM の製作試験を実施している。センサの中核部であ

るフーリエ干渉計機構部 EM 及び冷凍機 EM について単体試験

を終了し、所定の機能性能を満たしていることを確認した。  
•  センサ基本設計の結果、中期計画に掲げた「温室効果ガスの全

球規模での亜大陸単位 (数千 km 間隔 )の濃度分布 (相対精度 1%
程度 )の観測」の能力目標に対し、それを上回る約 200km 間隔
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での観測実現の目処を得た。  
•  観測センサ地上試験モデルを用い、国立環境研究所との共同で

地上観測実験及び飛行船搭載観測実験を実施し、CO 2等濃度の

導出に成功した。  
 
イ） PFM の製作に着手  

•  センサのプロトフライトモデル (PFM)製作に着手した。  
 
２）  GOSAT 地上設備の開発  

•  追跡管制設備については、衛星管制ソフトウェアの基本設計を実施

した。また、予備運用解析を実施した。  
•  受信記録処理設備については、データ受信記録設備、処理制御部の

基本設計を完了し、詳細設計に着手した。  
 
（ｂ）水循環変動把握への貢献   
【中期計画】  

水循環のメカニズム解明に貢献するデータを取得するとともに気象予報

精度の向上に資することを目的として、熱帯域を中心とする衛星観測シス

テムである熱帯降雨観測衛星 (TRMM)を継続して運用し降雨に関する観
測データを取得して、データを用いた研究及び利用者へのデータ提供を行

う。  
国際協力の下での今後の全球規模での降水観測計画 (GPM)の実現に備

え、降水推定精度の向上を目的として、降水の 3 次元構造及び粒径分布等
を 5km 四方の空間分解能で、0.2mm/h の感度で降水を観測できる二周波
降水レーダ (DPR)を開発する。   

【年度計画】  
NASA との連携により、熱帯降雨観測衛星 (TRMM)を継続して運用し降

雨に関する観測データを取得する。また、取得したデータを用いた利用研

究を実施し、利用者へのデータ提供を行う。  
全球降水観測計画 (GPM)の主衛星に搭載する二周波降水レーダ (DPR)

の予備設計および基本設計を実施し、EM の製作試験に着手する。また、

地上システムの設計を実施する。  
【年度実績】  
１） TRMM 利用研究、データ提供  

•  NASA との連携により TRMM を継続運用し、観測データを取得し
た。また、JAXA 開発による PR(降雨レーダー )は打上げ後 8 年を
経過してなお正常に観測を続けており、またセンサの状態も良好な

ことから NASA により平成 21 年までの運用が延長された。  
 
•  PR により取得済みの全データについて、平成 16 年度に改修した降
水量予測プログラム (予測精度が改修前より 20%改善 )を用いて継続
して再処理を行い、利用者へデータ提供した。  

 
•  実利用への貢献として、気象庁に TRMM データを提供し、数値予

報に継続して利用されている。また、 (社 )国際建設技術協会で開発
したグローバル･フラッド･アラート･システム  (GFAS)では入力と
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して TRMM データを利用しており、平成 18 年度中の公開を目指し
ている。   

 
•  利用研究として共同研究 25 件を実施するなど、降雨レーダ (PR)を
用いた台風位置同定の研究、PR を用いた長期間の降雨統計解析で

成果を上げた。  
 

２） GPM/DPR の開発  
•  二周波降水レーダ (DPR)の予備設計を完了し、予備設計確認会を実
施した。その結果、基本設計及び EM フェーズへの移行は妥当であ
ると判断された。  

•  基本設計及び EM 製作試験に着手した。  
•  2007 年度 NASA 大統領予算で示された GPM 計画の 2.5 年遅れの
前倒しを NASA に要請している。  

 
３） GPM/DPR 地上設備の開発  

•  処理設備、情報システムの概念設計を実施し、問題点、課題の抽出

ならびに要素技術の検討を実施した。  
•  DPR 処理アルゴリズムの開発 (降水推定精度向上手法の検討等 )に
向けた検討を実施した。  

•  GPM データの実利用を目指し、TRMM、AMSR-E のデータを利用
した洪水管理のための利用研究を土木研究所と共同で開始した。  

•  国際 GPM ワークショップなどを通じて、アジア諸国の GPM デー

タ利用ニーズを把握した。  
 
 
（ｃ）気候変動予測への貢献   
【中期計画】  

地球環境メカニズムの把握など世界的な気候変動研究、地球温暖化等の

グローバルな環境変動メカニズムの把握及び気象や漁業等の実利用の面へ

の貢献を目的として、全球規模での水・エネルギー循環の定量的な把握の

ための衛星観測システム運用として、ADEOS-II の運用を行い、GLI に
よる全球規模での観測データをミッション期間 3 年以上取得し、雲量・ク
ロロフィル量・植生分布・積雪分布等に関するデータを用いた研究及び利

用者へのデータ提供を行う。   
AMSR 及び AMSR-E による全球規模での観測データをミッション期間

3 年以上取得し、水蒸気量・降水量・海氷分布等に関するデータを用いた
研究及び利用者へのデータ提供を行う。   
併せて、気候変動予測について、継続的観測及びデータが不足している

物理量の観測を行うための衛星観測システムの研究を行う。   
なお、衛星観測システムの研究にあたっては行政ニーズと科学ニーズを

適切に集約して研究を進める。   
【年度計画】  

グローバルイメージャ (GLI)による全球規模での観測データにより、雲
量・クロロフィル量・植生分布・積雪分布等に関するデータを用いた利用

研究を実施し、利用者へのデータ提供を行う。  
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AMSR-E による全球規模での観測データを取得するとともに、高性能マ
イクロ波放射計 (AMSR)及び AMSR-E による水蒸気量・降水量・海氷分
布等に関するデータを用いた利用研究及び利用者へのデータ提供を行う。  
また、実利用を目指す関係機関に AMSR-E 観測データ及び ADEOS-II

代替データ等を提供し、衛星データの利用を推進する。  
気候変動予測について、継続的観測及びデータが不足している物理量の

観測を行うための衛星観測システムの研究を行う。  
【年度実績】  
１） GLI データの取得、利用研究、データ提供  

•  ADEOS-II で取得済みの GLI データによる大気中の煤の検出 (世界
初 )や全球規模の植生純一次生産量 (大気中の二酸化炭素を樹幹など
植生の内部に固定した重量  )の算定等の気候変動研究を共同研究者
と実施した。  

 
•  GLI 及び GLI 代替データの提供 (気象庁、海上保安庁及び漁業情報
サービスセンター等 )を実施した。  

 
２）  AMSR/AMSR-E データの取得、利用研究、データ提供  

•  NASA 衛星の AQUA に搭載されている AMSR-E は当初ミッショ
ン目標である 3 年間の定常運用を達成し、その後も全球観測を継続
している。  

 
•  特に、世界初となる広域・定量的な土壌水分のプロダクト化達成に

ついては、従来欠けていた陸・大気間のエネルギー交換を制御する

情報を提供することで、陸域気候システムの理解を進めるという科

学的な意義があった。  
 

•  平成 16年 11月に発生した 89GHz出力異常の原因究明を終了した。 
 

•  標準プロダクトのアルゴリズム更新により土壌水分など精度向上を

 
 

•  漁業情報サービスセンターでの AMSR-E 実利用が継続さ
れている。  

方水産試験場など 17 機関 (平成 17 年度末時点 )で利

 
３） 究  

•  国家基幹技術とされた「海洋地球観測探査システム」の一部として、

ーズについて、有識者会合、2 国

図りデータ提供の改善を図るとともにデータの利用研究を実施した。

気象庁、

また、海上保安庁で ADEOS-II 代替データ実利用が継続されてい
るとともに、地

用実証が行なわれている。  

 次世代衛星観測システムの研

衛星による気候変動分野の観測ニ

際機関との調整、宇宙開発委員会地球観測特別部会等を通じて、行

政ニーズ・科学ニーズの集約を行い、人為起源の環境影響把握を行

なう多波長放射計、水・エネルギー循環の定量的把握を行なうマイ

クロ波放射計、雲レーダ及び GOSAT 後継センサを重点化すると判
断した。  
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•  の長期継続観測ニーズに応え、ADEOS-II 後継ミッシ
ョン衛星・センサの開発計画を設定するとともに、センサの重要開発

 
•  

いては、ESA 及び NICT と連携し、JAXA の分担としてセンサ全

 
（ｄ）静

中期計画】  
GMS-5)の運用を行う。   

１

通省 /気象庁との協議を行い、以下の業務を実施した。  
星軌道位置 (東経 120 度）へ移動させ (4 月 27 日～

 気象

•  

なる問題が発

 
２） 

•  GMS-5 は、設計寿命を大幅に超過していたことから、平成 15 年 5
洋大気庁の静止気象衛星「GOES9 号」に運用を引き

 
•  月の衛星運用に

ついて報告書にまとめた。  
 
 

気候変動分野

要素の研究の実施、並びにブレッドボードモデル(BBM)試作に着手す
ることにより、「地球環境変動観測ミッション (GCOM)」について本
中期計画期間中のプロジェクト化に見通しをつけることができた。  

また、雲・放射ミッション (EarthCARE)搭載雲レーダの研究につ

体システム及び大型アンテナ部分の研究に着手し、宇宙開発委員会

による「研究」へのフェーズアップについて評価を受けることを、

平成１９年度夏までに判断することとした。  

止気象衛星５号（ＧＭＳ－５）  
【

気象庁と連携し、静止気象衛星 5 号 (
【年度計画】  

気象庁と連携し、静止気象衛星 5 号 (GMS-5)の運用を行う。  
【年度実績】  

） GMS-5 の運用  
国土交

•  GMS-5 を待機衛
5 月 19 日 )、定常段階を終了し、軌道上待機運用に移行した。
業務は、運輸多目的衛星新 1 号 (MTSAT-1R: 平成 17 年 2 月打上げ )
に引き継いだ (平成 17 年 6 月 28 日 )。  
GMS-5 の静止衛星軌道離脱及び停波運用を行い、打上げから約 10
年 4 か月の運用を終了した (7 月 21 日 )。  

•  全期間に渡り、GMS-5 の軌道上技術評価解析において全テレメト
リデータの評価及び解析を実施し、衛星運用上支障と

生していないことを確認した。   

その他  

月より米国海

継いだが、引き続き「GOES9 号」によ
り観測された画像等のデータ配信を行っ

た。また万一「GOES9 号」に不具合が
生じた場合のバックアップとして、軌道

上運用を継続した。  

打上げから約 10 年 4 か

GMS-5最後の映像 

平成17年6月24日14時24分 

提供：気象庁 
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（５）データ利用の拡大   
中期計画】  

たデータについて利用者の拡大を図り、更なる宇

拡大を目的として、地球観測データ取得・提供に係る施設、

設

進するとともに、ア

ジ

【

う。  

の行政機関等との連携・協力により、観測データの

用

S-P 等 )との協力による観測、データ
相

 

デ

【

テムの整備・運用  
及び EORC の地球観測データ保存提供システムの運用・更新

２） ブシステム構築への貢献  
宇宙開発委員会地球観測特別会合でのデータ利用・提供システムの

テムの構築に着手すると

と

３ 観測データ利用促進に係る共同事業  
• 宇宙開発委員会 地球観測特別会合報告書において、「ALOS 後継

ーズが確認された。

【

地球観測により取得し

宙開発利用の

備及び情報システムの整備・運用を行い、データアーカイブシステム構

築への貢献を行う。我が国及び関係国の行政機関等との連携・協力により、

観測データの利用促進に係る共同事業を実施する。   
また、国内外の関係機関、国際組織 (CEOS、IGOS-P 等 )との協力によ

る観測、データ相互利用、データ解析・利用研究を推

ア諸国のデータ利用者を対象に教育トレーニングやパイロットプロジェ

クトを実施する。   
以上により中期目標期間中に 20%以上のデータ利用量の拡大を図る。   

年度計画】  
地球観測データ取得・提供にかかる施設、設備及び情報システムの整

備・運営を行

データアーカイブシステム構築へ向けたシステム構想の検討を行う。  
我が国及び関係国 利

促進に係る共同事業を実施する。  
また、全球地球観測システム 10 年実施計画への貢献を目指し、国内外

の関係機関、国際組織 (CEOS、IGO
互利用、データ解析・利用研究を推進するとともに、アジア諸国のデー

タ利用者を対象に教育トレーニングやパイロットプロジェクトを実施する。

上記作業において、ALOS データの利用拡大を目指して、関係機関との
協定締結などのデータ提供準備を進めるともに、取得済みの ADEOS-II
ータの提供を継続する。  

年度実績】  
１） 施設・設備・情報シス

•  EOC
を実施した。  

•  11 月 1 日より一般研究者向けのオンラインデータ提供サービスを
拡充した。  

 
データアーカイ

報告を受け、災害分野での災害情報提供シス

もに、地球環境分野でのデータ統合解析システムについて文部科学

省と調整を行っている。  
 

） 国内外行政機関等との

 

及び GCOM」についての計画が反映された。  
•  総合科学技術会議の第 3 期科学技術基本計画の検討の中で、衛星利
用については環境分野及び社会基盤分野に計画ニ

(従来はフロンティア分野 )また、国家基幹技術として「海洋地球観
測探査システム」が選定された。  
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•  

タなどについて協力準備を

 
４） の協力による観測、データ相互利用、データ解析・

利用研究  

た、CEOS 等において上記の作業をサポートするよう意見

•  

ータ提供を行った。 (フィリピン レ

 
５） 促進  

•  アジア太平洋地域宇宙機関会議 (APRSAF)の地球観測ワーキング
衛星利用について、「アジア防災危機管理

•  

インドネシアで ALOS データを用いたパイロット

 
６） 

協定機関、ALOS 主提供業者等との利用条件の調整、契約等締結な
ータ提供準備を実施している。また産官学連携部と連携し、

A

 
（Ｂ）

１） 移動体通信   

の端末との通信に必要な技術の獲得を目的とし、技術試

ETS-Ⅷ )の開発・打上げ及び運用並びに実証実験を行い、大型
静

【

ロトフライト試験を実施する。また、運用及

必要となる地上設備について開発を継続する。  

ナ部分小型

モ

【

１

星システムプロトフライト試験を実施  

地方自治体との連携として、岩手県や北海道、高知県、佐賀県との

連携について検討し、岩手県の産廃モニ

行っている。  

国内外諸機関等と

•  地球観測サミット関連で ALOS/GOSAT などの JAXA 計画を反映
した。ま

のとりまとめを実施した。  
災害チャーターの運用として、実行計画の作成や訓練準備を行なう

とともに、JAXA から 1 件のデ
イテ島地すべり )  

アジア諸国への利用

グループで、災害分野での

システム」を提案し、アジア 18 か国によるプロジェクトチームが
結成された。  
アジア地域での教育トレーニングを 11 回開催し利用普及に努める
とともに、タイ・

プロジェクトの準備を行なった  

その他  

ど ALOS デ
LOS キャンペーンの支援企業･団体と協力したデータの活用を推進
する枠組みを作った。  

国民生活の質の向上   
（

【中期計画】  
手のひらサイズ

験衛星Ⅷ号 (
止衛星技術 (3 トン級 )、大型展開アンテナ技術 (外径寸法 19m×17m)、

移動体通信技術等の開発・実証を行う。また、開発成果の社会還元を目的

に利用実験を支援する。   
年度計画】  

ETS-Ⅷの衛星システムプ
び実証実験に

ETS-Ⅷに対する総点検を実施した結果を受け、信頼性の向上にかかる
所要の作業を行う。ETS-Ⅷ打上げに先立ち、大型展開アンテ
デルの軌道上展開試験を実施する。  
利用実験を支援するための準備を行う。  

年度実績】  
） ETS-VIII の開発  
ア） 衛
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平成 16 年度までに実施した熱真空試験等に引き続き、平成 17
の電気性能試験を完了

し

 
イ の開発継続  

•  追跡管制システムは、衛星管制系システムの計算機更新に伴う

レーション

 
•  システムの追加評価試験、運用性改

善に資する機能改修等を実施した。また、信頼性向上対策項目

 
•  慮して、運用手順等を運用文書に反映。

訓練・リハーサルの実施方針等を調整して、訓練教材、リハー

 
ウ） 性の向上にかかる所要の作

の実施  

上のための所要の作業を実施した。  
 

•  した。  
 

２）  要
•  衛星総点検の結果、信頼性向上策として実施が決定した大型アンテ

上展開試験 (LDREX-2)は、製造を完了し、

 
•  地上・航空機実験は順調に進めら

れており、シミュレーションモデルを確立することによって開発へ

 
３） 

•  利用実験ユーザのとりまとめ機関である ETS-VIII 利用実験実施協
用支援のための役割分担等を定めた協定を締結し

•  

タフェース確認試験を実施した。  
 
 

年度は、機械環境試験、及び機械環境試験後

、推進系等の機能試験を実施した。  

） 運用及び実証実験に必要となる地上設備

ソフトウェアの改修・機能付加を実施し、インテグ

試験を実施した。  

信頼性向上対策として地上

を見据えて運用手順の検討、訓練・リハーサル準備等の運用準

備作業を実施した。  

衛星の運用制約等を考

サルデータ等の準備を実施した。  

総点検を実施した結果を受け、信頼

業

•  熱真空下におけるアンテナの RF 耐電力試験による耐性確認等、
信頼性向

H-IIA ロケット再点検を実施し、反映項目を抽出

素技術の開発・実証  

ナ部分小型モデルの軌道

プロトフライト試験 (PFT)を開始するとともに、アリアンロケット
とのインタフェース確認作業 (機械的フィットチェック、電気的フィ
ットチェック )を完了した。なお、当初平成 17 年度内に打上がる予
定であったが、アリアンロケットの事情で打上げが、平成 18 年 7
月以降になる見込みである。  

LDREX-2 は遅れているものの、

の支障は無い。  

利用実験の支援  

議会との間で、運

た。  
可搬型通信実験端末を含めた衛星システムと実験ユーザのシステム

とのイン
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（２） 固定通信   
中期計画】  

範囲の超高速アクセス (家庭 :最大 155Mbps、企業等 :最大
可能とする技術を実用化するための実証実験を行うことを目

的

【

星の詳細設計等を実施するとともに、プロトフライトモデル

、衛星システムのインテグレーションに着手する。また、地

上

。  

【年

開発  
ステム開発試験 (熱構造モデルシステム熱真空試験 )を継続し、

た詳細設計を実施した。  

•  陽電池パドル熱真空環境で太陽電池セルがクラックを生じ

開始

•  

る所要の作業を実施した。  

検討を実施した。  

２） 

 継続して、地上実験システムを整備した。  
を開発した。  

 
３）

H-IIA ット (WINDS )打上げサービス契約を締結し、作業に

 
４ ・運用  

•  利用要素技術の確立、実験環境や実験手法の事前確認のため以下の

た。  

点接続用の e ラーニングアプリ

【

無線による広

1．2Gbps)を
とし、WINDS 衛星及び地上設備の開発、打上げ及び運用を行い、固定

超高速衛星通信技術、通信カバレッジ広域化に必要な技術の開発・実証を

行う。また、超高速通信ネットワークの検証を行うとともに、利用実験を

支援する。   
年度計画】  

WINDS 衛
製作を実施し

設備の整備及び追跡管制システムの開発を継続する。  
ADEOS-II 運用異常の原因究明状況等を踏まえた WINDS 点検の結果

を受け、WINDS の信頼性向上にかかる所要の作業を行う
利用要素技術の確立、実験環境や実験手法の事前確認のためにパイロッ

ト実験を行う。  
度実績】  
１） WINDS の

•  衛星シ

試験結果を踏まえ

•  詳細設計審査によりプロトフライトモデル (PFM)の設計を確認し
た。  

•  衛星システム PFM インテグレーション試験に着手した。  
なお、太

る不具合を発生したが、原因究明・検証試験を行い、再製作を

した。  
WINDS 自主点検 (平成 16 年度実施 )結果を受け、WINDS の信頼性
向上にかか

•  平成 18 年度のパイロット実験 (Ka 帯プラットフォーム上での被災
情報収集アプリケーション実験 )について

 
 WINDS の地上設備の開発  

•

•  継続して、追跡管制システム

 WINDS の打上げ・運用  
ロケ 用

着手した。  

） WINDS の実験

パイロット実験を実施し

•  長岡市防災訓練に参加し、動画像転送と音声双方向通信実験を実施

し防災に役立つことを示した。  
•  筑波大学、AIT(タイ )、MMU(マレーシア )の 3 大学を結んだ e ラー
ニングを実施し、新たに整備した多

 55



 

ケーションの有効性を確認した。  
NHK との共同研究でデジタルハイビジョンデータの蓄積映像伝送

実験を実施し、その有効性を確認した

•  

。  
 
（３） 光

中期計画】  
量の衛星データの伝送及び周波数資源の拡大を可能と

関する要素技術の獲得を目的とし、静止軌道 /低軌道衛星間の
捕

【

、射場作業を実施後、衛

行う。  

衛 星 間 通 信 実 験 と し て 、 OICETS 側 か ら 送

信

【

TS に係る開発完了審査 (その 2)を終了し、打ち上げ射場であ
いて他衛星打上げ等とのスケジュール

•  

 
２） 技術の実証  

•  ARTEMIS 衛星との光衛星間通信実験において、静止軌道 /低軌道衛
通信の要素技術を実証

•  

)に成功した。  

 

衛星間通信  
【

将来の高速・大容

する光通信に

捉、追尾及び指向技術等の光衛星間通信の要素技術を実証するため、光

衛星間通信実験衛星 (OICETS)を開発し、欧州宇宙機関 (ESA)の先端型デ
ータ中継技術衛星 (ARTEMIS)との光衛星間通信実験を OICETS 側から
送信 :50Mbps/受信 :2Mbps の双方向で行う。   
年度計画】  
光衛星間通信実験衛星 (OICETS)の開発として

星の打上げを

OICETS の打上げ後、欧州宇宙機関 (ESA)の先端型データ中継技術衛星
(ARTEMIS) と の 光

:50Mbps/受信 :2Mbps の双方向で行い、静止軌道 /低軌道衛星間の捕捉、
追尾及び指向技術等の光衛星間通信技術を実証する。  
年度実績】  
１） OICETS の開発及び打上げ  

•  OICE
るバイコヌール宇宙基地にお

調整及び技術調整を確実に実施し、衛星射場作業を進めた。  
平成 17 年 8 月 24 日午前 6 時 10 分 (日本時間 )に打上げ、「きらり」
の軌道投入に成功した。  

OICETS の実験、運用及び要素

星間の捕捉、追尾及び指向技術等の光衛星間

した。  
世界初の双方向光衛星間通信実験 (「きらり」側から送信 :50Mbps/
受信 :2Mbps

 

アルテミスとのデータ通信
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•  実験の結果、 に対し 10 - 9

を達成 )を有 ISとの実験が
予定していた

•  年度計画以 光地上局と

の間で光通 星と地上局の

双方向光通信

•  自由空間光 的な利用と光

通信回線の信  
 
（４） 測位   
【中期計画】  

国内測位ユー テグリティ等 )
の向

するこ

ステム

ま

や地上

【年度計

準

るとと 手す

る。設計検証システムの維持改修と設計検証システムを用いたシステム性

証を行う。  
利用した静止軌道上での高精度軌道決定や地上との間の時刻

管

【

試験モデルの製作と一部の機

験に着手した。  

干渉回避の技術調整を完了し、相互に干渉

、GPS 補完の目標仕様である近代化
相当のユーザ測位精度の実現性の目処を得た。  

 
２） 置 (HAC)等の実証  

て平

上シ 運用文書作成 )を実施し、HAC 実験地上

シ

検証

 
 

目標以上の良好な性能 (ビット誤り率 10 - 6

していることを確認すると共に、ARTEM
回数を上回り成功した。  

上の成果として、情報通信研究機構 (NICT)
信実験を行い、世界初の低高度地球周回衛

に成功した。  
通信システムにおける光エネルギーの効率

頼性向上の手法を開発し特許を申請した。

ザの利便性 (測位精度、利用可能時間率、イン
上を図るため、関係機関と協力し、民間主導の準天頂衛星計画に参加

とにより準天頂軌道を利用した GPS 補完技術と将来の測位衛星シ
の基盤技術の研究・開発を行う。   

た、これに先立ち ETS-Ⅷを用いて、静止軌道上での高精度軌道決定
との間の時刻管理等の実証を行う。   
画】  

天頂衛星を利用した高精度測位実験システムについての設計を継続す

もに、衛星搭載用機器の地上試験モデルの製作を行い試験に着

能解析・検

ETS-Ⅷを
理等の実証に向けた準備を行う。  

年度実績】  
１） 準天頂軌道を利用した GPS 補完技術と将来の測位衛星システムに
係る基盤技術の研究・開発  
•  平成 16 年度に引き続き、搭載機器及び地上実験システムのシステ
ム設計 (予備設計相当 )を完了し、地上
器の試

•  衛星測位信号の相互干渉等を評価するための「設計検証システム」

を整備し、準天頂衛星測位システム設計の妥当性の評価と検証を実

施した。  
•  その結果、GPS との相互
が無いことを確認した。  

•  ユーザ測位精度解析においても

GPS

  ETS-VIII 高精度時刻基準装
HAC (High Accuracy Clock:高精度時刻基準装置 )搭載機器につい
成 16 年度に引き続き維持設計 (システムプロトフライト試験、地
ステムとの適合性試験、

ステムについて保守及び校正・検証作業 (GPS 群による測位精度の
等 )を実施した。  
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３．国

宇宙基 基地のための協力に関するカナダ政府、

欧州宇

国政府の 、運用及び

用を行う。  
 
（１） 国

【中期

有

盤の

験棟 験装置の開発、並びに必要な運用利用システム

の整備を行い、打上げ、軌道上検証を行う。   
年度計画】  

開発・運用   
ａ）ＪＥＭの打上げ・初期運用   

発、打上げ、軌道上組立を確実に実施し、初期機能確認、軌

道

【

いて、与圧部（船内実験室）の射場での機能点検並びに ISS
軌

向けた準備を行う。  

、補給部与圧区、曝露部、補給部曝露区及びマニピュレータ

 
施  

で発生した不具合 (ISS 共通部品である配管継手の設計・製造

ム及び構成機器の詳細設計審査会を開催し、製造設計を確定

の製作試験を計画どおり実施した。  

際宇宙ステーション事業の推進による国際的地位の確保と持続的発展   
地協力協定 (民生用国際宇宙

宙機関の加盟国政府、日本国政府、ロシア連邦政府及びアメリカ合衆

間の協定 )に基づき常時有人の民生用国際宇宙基地の開発
利

際宇宙ステーション (ISS)計画   
計画】  
人宇宙技術をはじめとする広範な技術の高度化等の促進、経済社会基

拡充、新たな科学的知見の創造、国際協力の推進を目指して、日本実

(JEM)及び搭載する実

【

日本実験棟 (JEM)及び搭載する実験装置の開発、並びに運用利用システ
ムの整備を、安全性・信頼性向上及び品質保証活動の更なる強化を図りつ

つ実施し、有人宇宙技術をはじめとする広範な技術の高度化等を図る。  
 
（２）ＪＥＭの

（

【中期計画】  
JEM の開

上検証を安全かつ確実に実施する。   
また、定常運用段階における、利用要求への柔軟性及び運用効率の向上

を目指し、JEM の機能向上に関する研究を行う。   
年度計画】  

JEM につ
道上不具合の水平展開を実施する。マニピュレータ安全化システムの

PFM 製作試験等の開発及び衛星間通信システムの通信暗号化方式の高度

化作業を実施する。JEM 補給部与圧区及びマニピュレータの米国輸送に

【年度実績】  
１） 機能点検の実施  

与圧部

の機能点検作業等を計画どおり実施し、機能が健全に維持されている

ことを確認した。  

２） ISS の軌道上不具合の水平展開による対策の実
軌道上

不良、窓リーク事象 )についての詳細なリスク評価を行い、JEM への

水平展開を確実に実施した。  
 

３） マニピュレータ安全化システムのプロトフライトモデル (PFM)製
作試験の実施  
システ

するとともに PFM
 

 58



 

４

設計、製作を完了し、フライトソフトウェアを組

み込んでの評価試験を実施し、良好であることを確認した。  

５）

計画どおり実施した。  
 

 
（ｂ）初

【中期

•  JEM の軌道上組立、軌道上検証とその後の運用に備えて、JEM 運用の
維持、

運用

•  日 う。  
•  有人宇宙技術の修得を目指して、日本人宇宙飛行士を JEM 軌道上組立

な訓

•  宇 通システム運用

経費の我が国分担に相応する物資及び JEM 運用・利用に必要な物資の

載に向けた必要な準備を行う。また、必要な HTV 運用機及び打上げ用
行う。   

テム (ICS)間の適合性

•  宙飛行士を参加さ  

【年

１ の開発･整備  
運用システム開発完了審査会 (平成 17 年 3 月 )のフォローアッ

HTV 運用管制シス ムとのインタフェース付加、衛星

続した運用シ

テム

） 衛星間通信システムの通信暗号化方式の高度化作業の実施  
暗号モジュールの

 
 補給部与圧区及びマニピュレータの米国輸送に向けた準備の実施  
詳細な輸送計画の検討を行うとともに、現地調査及び NASA とのイ

ンタフェース等に関する調整を

６） JEM 利用・運用の能力を向上させるための調査検討を継続実施した。 

期運用準備   
計画】  

ための地上システムの開発・整備、運用計画・手順などの整備・

要員の訓練、補用品の調達等を行う。   
本人を含む ISS 宇宙飛行士に対して JEM の操作訓練等を行

検証及び様々な宇宙環境利用活動等へ参加させるとともに、これに必要

練、健康管理等を行う。   
宙ステーション補給機 (HTV)運用機により、ISS の共

輸送・補給を行うため、輸送計画について NASA と調整を行い、物資搭

ロケットの準備を

【年度計画】  
•  JEM 運用のための地上システムの開発・整備、運用計画・手順・訓練
教材などの整備・維持、運用要員の訓練、補用品の調達等を進める。ま

た、JEM 運用管制システムと衛星間通信シス 評価

試験を行う。  
•  日本人を含む ISS 宇宙飛行士に JEM システムを習熟させるため、JEM
与圧部軌道上組立の訓練手法を整備する。  
STS-114 ミッションに日本人宇 せる。

JEM 与圧部軌道上組立の訓練に日本人宇宙飛行士を参加させる。  
日本人宇宙飛行士に対して JEM 軌道上組立へ参加させるために必要な

訓練と健康管理を行う。  
度実績】  
） JEM 運用管制システム
• JEM 

プ作業として、NASA 側システムとのインタフェース確認試験等の
検証試験を実施し、良好であることを確認した。  

•  JEM 運用管制システムの機能付加として、遠隔モニタシステムの

設計検討、 テ

間通信システムセキュリティ強化対応に係る改修等を計画どおり実

施した。  
•  運用管制システムと運用手順検証･訓練システムを接

ミュレーション訓練を通じて要改善事項を識別・整理し、シス
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維持及び機能向上作業へ反映した。  
 

２） JEM 運用管制システムと衛星間通信システム間の適合性評価試験

ンパ

17 達成に影響はな

い

 
３） 

運 ついては ISS の軌道上の実運用などの最新状況を踏まえ
つ

部の

タ初 について重点的に整備をする

とともに、整備済み手順書の維持を含め、全体の約半数 (234 文書 )の文

 
４）

員養成訓練計画に基づき、JEM シミュレータを用いて運用を模

擬したシミュレーション訓練を開始した。NASA との共同シミュレ
練などを通じて要員の資質向上に

５

６） JEM 与圧部軌道上組立訓練手法の整備  

サ

ーサ 加等を通してインストラクタの育成を行った。  

７） 

 
が参 外活動を含む予定された全ての活動を完了し、所期の目

的を達成した。  

の実施  
NASA 側の作業遅延が生じたため、スケジュール及びコストへのイ
クトがないよう現試験計画の見直しを行い、試験実施時期を平成

年度から平成 18 年度へ移した。但し、中期計画の
。  

運用計画・手順書等の整備･維持  
用計画に

つ、維持・改訂作業を実施した。また、手順書については JEM 与圧
組立・起動段階における異常発生時の対応手順や、マニピュレー

期展開及び曝露部の組立・起動手順

書に対する整備・維持を行った。  

 運用要員の養成訓練教材の整備･維持及び運用要員養成訓練の実施  
•  運用要員の養成訓練教材については維持・改訂作業を計画どおり実

施した。  
•  要

ーション訓練も含めて 11 回の訓
努めた。  

 
） 初期運用等に必要な補用品の調達  

JEM 補用品整備計画に基づき、軌道上交換単位 (ORU)機器及び部品
の調達を行った。  

 

全体で 28 の訓練項目の内、今年度予定した 20 項目の訓練のリハー
ルを実施し、当該訓練手法の妥当性を確認した。また、訓練のリハ

ルへの参

 
STS-114 ミッションへの参加  
STS-114 ミッション (平成 17 年 7 月 26 日～8 月 9 日 )へ野口飛行士
加し、船

船外

 

 
活動する野口飛行士（ST S - 11 4）
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８） JEM 与圧部軌道上組立訓練への参加  
川･星出･山崎 )に対し、JEM

シ

 
９） JEM 軌道上組立ミ な訓練と健康

管理  
•  3 名の飛行士 (古川 ミッションスペシ

ャリスト (MS) 受け、JEM 組立

フライトに対応す

 
•  上記 3 名は、既認定の MS3 名 (土 ・若田・野口 とともに、NASA 

練、船外活動訓練等 )に引き

 

員についても計画に基づき養成を行い、健康管理運用体制の整備

を実施中である。  
 

管理運用計画に基づいて、6 名の日本人宇宙飛行士 (土井･若田･

取得した。  
 
（ｃ）

【中期計

JEM 、民間と協力しつつ

確実な管理手法を確立する。  
利

しつつ

る。   
定常運用段階に向けて、官民の役割分担を明確にし、官民協働体制の構

築と

【年度計

産業

の募集 民間活力の導入

のための検討を行う。  
係機関と調整を行った上で、事業者の募集に向けた

る。  
【年

にとどまらず、産業界 (日本経済団体連合会 )から推薦を受けた企業

 

日本人飛行士 6 名 (土井･若田･野口･古
ステム運用の技量向上のため JAXA 独自に JEM 強化訓練 (エアロッ

ク操作訓練･船内保管室訓練･ロボットアーム操作訓練など )を実施し
た。  

ッションに参加させるために必要

･星出･山崎 )が、2 月に NASA
候補者訓練を修了し、MS の認定を
る体制を強化した。  

井 )
MS 訓練 (スペースシャトルシステム訓
続き参加し、技量維持・向上を図っている。  

•  新たにフライトサージャン (FS)1 名を認定した。その他の健康管理
要

•  健康

野口･古川･星出･山崎 )に対し、FS 及び健康管理要員による面談･栄
養指導等定期的な健康管理を実施した。年次医学検査を実施し、6
名とも必要な国内･国際医学認定を継続

民間活力の導入   
画】  
運用業務については、初期運用段階を通じて

用サービス提供業務については、初期運用段階を通じて、民間と協力

JEM 及び実験機器等の利用に係る標準的な方法と手続きを確立す

段階的な民間活力の導入のための方策を具体化する。   
画】  
界等との調整を図りつつ、JEM 運用・利用等の業務を担う事業者

・選定方法及びその実施時期の考え方等、引き続き

検討結果に基づき関

作業を実施す

度実績】  
１） 民活導入のための検討  

民活導入を進めるにあたって具体化･明確化が必要な複数の課題に

ついて検討し、以下の検討結果を得た。なお、検討に当たっては、JAXA
内部

との率直･具体的な意見交換を行い、民活に係る JAXA の方針について
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広く民間に周知する方法についても意見交換を行った。  
•  募集･選定方法及び実施時期  

業

」を行うこととした。なお､意見招請及び事

実施時期を設定した。  

活準備段階と民活段階の技術要求水準について更に具体的に検

書案を作成した。  

の契約書案

を作成した。また、JEM 利用サービス提供業務における事業者の役

基づき、有償利用契約の契約書案を作成した。  

る考え方の検討及び民間企業との意見交換の結

果 に基づき、リスク分担表を作成した。  

•  

討として、効率化に伴う定量

分 及び民間の事業性に係る評価を実施した。  

•  

２） 業者の募集に向けた作業  
果に基づき、募集の際に JAXA から提示する文書につ

いて

の

 

民間からの意見の吸い上げと事 提案に向けた民間の検討促進を

図ることを目的として、募集に先立ち事業概要を公表して広く民間の

意見を求める「意見招請

業者募集を有効かつ円滑に行い JEM の運用･利用等の業務を確実に

開始できるように

 
•  民活導入の進め方  

ISS/JEM の運用利用が安定する等の条件が整うまでの「民活準備

段階」と、その後の「民活段階」の 2 段階に分けて実施することとし
ているが、この「民活準備段階」について、更に当該段階を年度毎の

事業進捗に合わせた契約ができるよう検討･整理した。  
 

•  業務分担  
JAXA と事業者との業務分担について内容の具体化を図るととも

に、民間企業との意見交換の結果等も取り入れつつ、業務分担表の完

成度を高めた。  
 

•  技術要求  
民

討･整理し、技術要求

 
•  契約のあり方 (契約条件の整理 )  
契約の包括化、複数年度に亘る事業実施の取決めに係わる考え方に

基づき、長期契約、委託契約、請負契約、技術移転契約等

割、責任等に

 
•  リスク分担  
リスク分担に係わ

等

 
民活の効果の分析  
民活により期待される効果に係わる検

析

 
民活による利用促進の方策  
民間の役割や、利用料金の設定に関する考え方について利用促進を

図るための具体案を検討した。  
 
事

上記の検討結

昨年度作成した文書の記述の詳細化を行うとともに、必要な文書

新規作成を行った。  
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（３） 開発   
【中期計

•  細 、全天 X 線監視装置
等の 外実験プラットフォームに搭載する実験装置を開発し、軌道上検

証

•  初期

【年度

•  流体 理実験装置等の JEM 船内実験室に搭載する実験装置や、全天 X 
フォームに搭載する実験装置を開発す

る。

室

に う。  
•  初期利用段階として選定され マの軌道上実験準備を行う。  

験室搭載実験装置開発、検証試験、維持  

実験装置、溶液結晶化観察装置、蛋白質結晶生

音試験な

体実験ラックとしての試験を実施した。  

２ 搭載実験装置開発  
ト実

全、宇宙飛行士による試験等を実施し、問題がないことを確

 

 
３）

•  

レータの整備、画像データ

処理部のシステム開発を実施した。  
整備、初期検証シナ

•  準備として、実験関連物品の打ち上げ計画及び軌道上保

 
４）

打 装置のシャトル搭

載のための柔結合解析等を実施した。  

ＪＥＭ搭載実験装置の

画】  
胞培養装置等の船内実験室に搭載する実験装置や

船

を行う。   
利用段階として選定されたテーマの軌道上実験を行う。   

計画】  
物

線監視装置等の船外実験プラット

また、JEM 船内実験室に搭載する実験装置については、船内実験
搭載のための検証試験及び維持を行う。また、打上げ及び軌道上検証

向けての準備作業を行

たテー

【年度実績】  
１） 船内実

•  細胞実験ラック、温度勾配炉ラックについては保全作業を実施し、

健全であることを確認した。  
•  流体物理 成装置、画

像取得処理装置の流体実験ラックへの組立、機能試験、騒

どの流

•  実験ラックへの組立･試験作業と並行した、流体物理実験装置のプ

ロトフライトモデル (PFM)の製作試験、及び画像取得処理装置 VTR
のハードディスク化作業を実施した。  

 
） 船外実験プラットフォーム

•  宇宙環境計測ミッション装置 /共通バス機器部について、フライ
機の保

認した。  
•  全天 X 線監視装置について、搭載センサ PFM 製作試験、及びシス
テム部 PFM 製作を実施した。

•  超伝導サブミリ波リム放射サウンダについて、搭載センサ PFM 製

作試験、システム部の詳細設計等を実施した。  

 実験運用に必要な地上システムの整備、運用の準備  
実験運用に必要な地上システムの整備として、地上管制用ソフトウ

エアデータの更新、訓練用教材･シミュ

•  実験運用準備として、運用管制データベースの

リオ及び手順書等運用文書の作成、NASA での要員訓練、運用管制
シミュレーションを実施した。  
保全・補給

管計画案の調整を行った。  

 打上げ及び軌道上検証に向けた準備  
上げ準備作業として、宇宙環境計測ミッション
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５）

•  

試験による装置とのインタフ

•  

る国際調整に向けた源泉資料を作

 
（４）宇宙環境利用の促進   
【中

搭載

術、 開発・蓄積するとともに、利用

の動向を踏まえ、ニーズの高い実験環境の提供に備える。また、軌道上実

験 施する。   
科

宇宙環

•  ISS ため、競争による優れた利用テーマの発掘

を

じて

実験 による実験提案の検証と、成果創出を図る。テーマの選

定、研究実施後の評価は外部有識者を中心とする委員会において行う。   
ため、JEM 利用に先立つ宇宙実験を実施し、

を実証する。   
•  

【

技

軌道上実験に係る運用技術

宙

•  

質結晶の生成実験及び 3 次元フォトニクス結晶の生成実験を

【

１

 初期利用段階として選定されたテーマの軌道上実験準備  
個別実験計画の維持改訂、及び個別実験用供試体 (試料サンプルやセ
ンサ等を組込した機材 )の開発、適合性
ェース等を確認した。  
ISS 組み立てスケジュールの見直しを受け、初期 3 年間の利用計画
の最適化、詳細な利用計画に関す

成した。  

期計画】  
実験装置の機能拡充や軌道上実験内容の具現化に必要な生物飼育技

物性データ等の基盤的技術・データを

に係る運用技術の蓄積のため、JEM 利用に先立つ宇宙実験を実
学利用、応用利用、一般利用及び宇宙利用技術開発等の分野における

境利用を以下の方策により促進する。   
/JEM 利用の促進を図る

目的とした公募による研究支援制度を整備・運用する。この制度を通

、ISS/JEM 軌道上実験へ繋がる研究活動の支援、短時間微小重力

機会の提供

•  宇宙環境利用を促進する

その有効性

上記利用及び実験の成果については、外部有識者による評価を行い、

ISS/JEM 利用に向けた有効分野・テーマを識別する。   
年度計画】  
搭載実験装置の機能拡充や軌道上実験内容の具現化に必要な放射線計測

術、物性データ等の基盤的技術・データを開発・蓄積するとともに、将

来の搭載実験装置に向けた検討を行う。また、

の蓄積のため、JEM 利用に先立つ宇宙実験を引き続き実施する。  
科学利用、応用利用、一般利用、宇宙利用技術開発等の分野における宇

環境利用を以下のとおり促進する。  
ISS/JEM 利用の促進を図るため、競争による優れた利用テーマの発掘
と宇宙実験への提案を目的とした公募による研究支援制度を運営する。

テーマの選定、研究実施後の評価は外部有識者を中心とする委員会にお

いて行う。  
•  応用利用を促進するため、大学を拠点とする産学官連携による利用推進

を行い、宇宙実験テーマの育成を進める。  
•  高品質蛋白

実施する。  
•  外部有識者による ISS/きぼう利用委員会等を運営し、JEM 中期段階の

利用計画策定方針の検討や実験成果の評価を行う。  
年度実績】  
） 放射線線量計測技術、物性データ等の基盤的技術･データの開発･蓄

積  

 64



 

•  放射線線量計測技術 :解析システムの高速化、ISS での宇宙放射線計
測実験、地上照射実験を通じた計測技術の検証、データの蓄積を実

施した。  
•  物性データ等の蓄積 :国際公募テーマの準備、外部への供用等を通じ

載実験装置候補について以下の調査･検討等を行い、開発着

する検討、利用ニ

調査した。  

。  

•  ラック :システム /インタフェース設計等の概念検討、利

•  。  

ア

平成 17年 4月に試料を地上に回収し、

について、平成 17 年 12 月に打ち上げ、ISS で

5 回実験までの成果として、208 種のタンパク質のうちの 106

切る高分解能の構造データが取得でき

、宇宙を利用した高品質なタンパク質

 
験準備、及び第 1 回実験の実施  

装置開発、実験準備

を

を開

ウ） ビスモジュール利用の実施  

平成

 
４） 公募 る研究支援制度の運営  

公

大を図

•  平成 17 年 8 月に第 8 回公募として 63 テーマを選定し、地上研究を

た、試料の熱物性値の測定、データの蓄積を実施した。  
 

２） 将来の搭載実験装置に向けた検討  
将来の搭

手に向けた課題を明確にした。  
•  水棲生物実験装置 :生物試料輸送容器･小型化に関
ーズを

•  静電浮遊炉 :技術検討、公募地上研究と連携した利用者開拓を実施し
た

•  高精細度テレビシステム :リアルタイムダウンリンク機器開発、利用
ニーズ調査等を実施した。  
多目的実験

用ニーズ調査を実施した。  
多目的型実験･観測プラットフォーム :概念検討を実施した

 
３） JEM 利用開始に先立つ宇宙実験  

） 第 6 回高品質蛋白質結晶生成実験の実施  
•  第 5回目の実験について、
解析を実施  

•  第 6 回目の実験
実験を開始  

•  第

種について単結晶が得られ、技術開発で搭載した 2 種類のタン
パク質については 1Åを
た。  

•  第 5 回までの実験により
結晶生成技術を概ね確立。  

イ） 3 次元フォトニック結晶生成実
3 次元フォトニック結晶生成実験に関して、
経て、平成 17 年 12 月にプログレスで打ち上げて第 1 回目実験
始した。  

 
その他露サー

微小粒子捕獲及び材料曝露実験に関して、最後の 3 基目の装置を
17 年 10 月にソユーズで地上回収し、飛行後解析を開始した。  

によ

募による地上研究支援を通じて、将来テーマの育成、利用者の拡

った。  

開始。  

 65



 

•  第

•  実施する第 9 回公募地上研究のテーマ募集の準備を
実施。  

５） 委

•  

による最終評価 (3 件 )及び中間評価 (18 件 )を実施した。最終評価の
テーマ候補として適当との評価を

止、4 件は計画見直しによる継続との評価を受けた。  

募 63 テーマの年次研究成果を取りまとめた。  

６） 

。  
新素材の創製研究領域 :名古屋工業大学  

 
７） 

国

用

いて 今

後の進め方に対する提言を受けた。今後、これらの提言を踏まえ、利

 
８） 

「 利用促進のための戦略及

び制 指し、次のような利用促

進

•

スーパーサイエンスハイスクール制度等への協力 9 件等、教育現場

選定に向けた準備作業を実施した。 
•  アジア･太平洋地域の利用促進として、第 12 回アジア･太平洋地域

会議 (APRSAF)での連携協力の呼びかけ、韓国等 4 か国の

 
 

7 回、第 8 回公募のテーマのうち、28 テーマへ航空機実験 19 サ
イクル、21 テーマへ落下塔実験 368 回の実験実施機会を提供。  
平成 18 年度に

 
員会によるテーマ選定･研究後の評価  

第 6 回、第 7 回公募の研究テーマを対象に公募地上研究推進委員会

対象テーマについては JEM 実験

得た。また、中間評価の対象テーマのうち、15 件について研究継続、
1 件は研究中

•  平成 18 年度の評価に備え、第 7 回公募 43 テーマの最終研究成果、
第 8 回公

 
大学を拠点とする産学官連携による応用利用促進  

•  下記の 2 つの応用利用研究拠点において、宇宙実験に向けた地上研
究を実施

タンパク質結晶生成研究領域 :大阪大学  
•  第 3 の拠点として、界面ダイナミクスの制御や新しい機能性材料の
創製を目指した研究領域を設定し、拠点の選定にむけた作業を実施。 

外部有識者による中期段階の利用計画の検討及び実験成果の評価  
際宇宙ステーション･きぼう利用推進委員会を 1 回開催し、初期利

計画の詳細検討状況報告、平成 22 年以降の初期利用に続く利用につ
の討議を行い、フライト実験に向けたプロセスの明確化など、

用プログラム構想をまとめる予定。  

その他  
教育･人文社会学分野の利用普及」、「民間

度」、「新たな利用推進方策の実現」を目

活動を推進した。  
 教育分野では、大学生を対象とした航空機無重力実験コンテスト、

との連携を構築。  
•  人文社会科学分野では、JEM 初期利用段階に向けた利用促進とし

て、12 件の研究協力等によるネットワークの構築、拡大を実施中。 
•  民間から提案された ISS 利用につながるテーマの実現に向けて、協
力・支援活動等 (5 件 )を実施するとともに、民間活力導入の一環と
しての民間利用サービス提供業者

宇宙機関

宇宙関連機関との意見交換会を実施した。  
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（５） セ

【中期計

JEM 一部として、NASA において ISS の中で重要な
実験施

発生装

ボック

上げ費

【年度計

JE
実験施

発生装 (CAM)及びライフサイ
エンスグローブボックス (LSG)の開発を行い、NASA が必要とする成果と
して、配電装置を除く国際宇宙ステーション共通品等の機器・部品を引き

１

力発生装置 (CR)の開発  

イフサイエンスグローブボックス (LSG)の開発  
設計を実施するとともに、フライト実機の組立を完了した。さ

、その主要部分を終了した。  
 
２） N

器 SA への引渡しを実施した。また、セントリフュージ開
発 技術成果を取り纏め、開発完了報

告会

 
４．宇宙

宇宙科学

他学術研 つ、旧 3 機関の人材・ノウハウ等も結集・融合し、
宇宙理・

宇宙科学

研究者個 果について

インターネット等を通じて、また併せて年 1 度刊行物により公表するととも
に、 外の研究者を評価委員とする外部

評価 (以
をすみ

ントリフュージの開発等   
画】  
打上げ費用代替の

設である生命科学実験施設 (セントリフュージ )について、人工重力
置 (CR)及び同搭載モジュール (CAM)、ライフサイエンスグローブ
ス (LSG)の開発を行い、NASA への引渡しを行う。また、JEM 打

用代替の一部として、H-IIA 標準型 1 機の打上げを実施する。   
画】  

M 打上げ費用代替の一部として、NASA において ISS の中で重要な
設である生命科学実験施設 (セントリフュージ )について、人工重力
置 (CR)、人工重力発生装置搭載モジュール

渡す。  
【年度実績】  

） セントリフュージの開発  
•  人工重力発生装置搭載モジュール (CAM)の開発  
検証計画の詳細検討等を含む維持設計を実施するとともに、フライ

ト実機主構造の主要な要素の製作を終え、最終的な溶接・組立作業に

着手した。  
•  人工重

NASA 安全設計審査 (フェーズ 0/1)、システム詳細設計 (詳細設計
審査期間中に中止決定 )、及びロータ制御モデルによる試作試験は開
発中止時点までに 50%完了した。  
フライト実機の部品を製作、組立に着手し、シュラウド /ロータ構

造等が完成した。  
•  ラ

維持

らにシステム試験を実施し

ASA への開発成果の引き渡し  
NASA との合意に基づき、セントリフュージの調達及び開発した機
・部品の NA
の中止に伴い、これまで蓄積した

を実施し、開発の完了を確認した。  

科学研究   
研究実施・振興の中核機関として、研究者の自主性の尊重、その

究の特性に鑑みつ

工学研究及びこれに関連する業務を実施する。   
研究の成果については学術研究及び大学共同利用の特質を考慮し、

人の成果と大学共同利用システムによるプロジェクト成

宇宙科学研究成果全体を対象に、国内

後、外部評価と呼ぶ )を中期目標期間中に 1 度実施し、その評価結果
やかに公表する。また、宇宙科学プロジェクトについては全国の宇宙
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科学研

と呼ぶ 公表する。   

性を尊重した独創性の高い宇宙科学研究

究者の代表からなる委員会を組織し、年 1 度の評価 (以後、委員会評価
)を実施して、その評価結果をすみやかに

 
（Ａ）研究者の自主   
（

先端的な宇宙探査の確実な実施と宇宙開発の新しい芽を見いだすことを

報及びシステ

宙工学研究と、深宇宙探査ミッション機会等を活用した宇宙飛翔体に関

研究を実施し、その成果を活かした新たな研究分野の創出を

目

【

性を尊重した宇宙科学研究を行う。  
•  

ラズマ研究分野  
•  

•  

 

の自主性に基づき研究を行い、約 1,300
900 件の論文発表を実施した。これら

の学術賞を受賞した。  
実施した研究は以下のとおり。  

 
分野  
態の物質に関する物理学の観測的・理論

の推進に役立つ宇宙 X 線・ガンマ線観

１）研究系組織を基本とした宇宙理・工学の学理及びその応用に関する研

究  
【中期計画】  

宇宙の進化、太陽系起源・惑星の進化、我々の存在環境、極限状態の物

理の理解を目指して、内外の宇宙科学研究プロジェクトによる観測データ

を活かしたスペースからの宇宙物理学・天文学研究、太陽系科学研究など

の宇宙科学研究を行うとともに、その成果をもとに新たなる研究分野の創

出を目指した宇宙科学研究を行う。   
新材料創製等を目指す物質科学、生物発生過程への重力の影響等を研究

する生命科学などを中心に宇宙環境の特質を活かした宇宙科学研究を実施

する。   

目指し、宇宙輸送、宇宙航行、宇宙機構、宇宙探査、宇宙情

ムなど宇宙科学に関わる幅広い分野の将来宇宙工学技術の向上を目指した

宇

わる宇宙工学

指した宇宙科学研究を行う。   
本項により実施する自由な発想に基づいた宇宙科学研究については、外

部評価による評価を行う。   
年度計画】  
以下の研究分野について研究者の自主

高エネルギー天文学研究分野  
•  赤外・サブミリ波天文学研究分野  
•  宇宙プ

固体惑星科学研究分野  
•  宇宙科学共通基礎研究分野  
•  宇宙航行システム研究分野  
•  宇宙輸送工学研究分野  
•  宇宙構造・材料工学研究分野  
•  宇宙探査工学研究分野  
宇宙情報・エネルギー工学研究分野  

•  宇宙環境利用科学研究分野

【年度実績】  
１） 自主性を尊重した宇宙科学研究  

各研究分野において研究者

件の国内･外での研究発表及び約

の研究成果により 12 件
なお、各研究分野で

•  高エネルギー天文学研究

宇宙の構造形成や極限状

的研究及びそれらの学術研究
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測装置の基礎開発研究等を実施した。  
 

研究分野  
・銀河団の形成及び星・惑星の生成と進化に関わる観測的・

究の推進に役立つ宇宙赤外線観測

 

における大気･

プラズマの生成･特性に関する観測的･理論的研究並びにそれらの学

装置、大気･プラズマ撮像観測装置

等

 

月の形成･進化過程、原始太陽系の形成及び起源を探る観測的･理論

役立つ月･惑星の探査に必要

な

 

太陽表面爆発現象や地球・惑星大気の大気運動等に関する観測

学術研究の推進に役立つ太陽や惑星の

表

 

プロジェクト研究の効果的推進

手法の探求と試行に関わる工学研究及びそれらの工学研究と密接に

トのための開発研究等を実施した。  
 

諸問題、化学推進、電気推

進等の推進系の諸問題等の工学研究及びそれらの工学研究と密接に

ための開発研究等を実施した。  
 

などを含む宇宙機

構工学、それらの諸材料に関わる材料工学等の基礎的、応用的工学研

関係する宇宙科学プロジェクトの

た

 

宇宙探査に関わる電気･電子工学及び計測･制御工学の研究並びに

係する宇宙科学プロジェクトのための

開

 

宇宙探査に関わる情報伝達･処理、エネルギー源に関する工学研究

•  赤外・サブミリ波天文学

銀河

理論的研究並びにそれらの学術研

装置の基礎開発研究を実施した。  

•  宇宙プラズマ研究分野  
地球及び惑星の大気、電離圏、磁気圏、太陽圏空間

術研究に役立つ大気･プラズマ観測

の基礎開発研究等を実施した。  

•  固体惑星科学研究分野  

的研究並びにそれらの学術研究の推進に

技術課題の基礎的研究等を実施した。  

•  宇宙科学共通基礎研究分野  

的・理論的研究及びそれらの

面現象観測装置の基礎開発研究等を実施した。  

•  宇宙航行システム研究分野  
宇宙活動における新分野の開拓と

関係する宇宙科学プロジェク

•  宇宙輸送工学研究分野  
宇宙輸送に関わる空気力学･気体力学的

関係する宇宙科学プロジェクトの

•  宇宙構造・材料工学研究分野  
宇宙飛翔体の構造に関わる構造工学、展開構造物

究及びそれらの工学研究と密接に

めの開発研究等を実施した。  

•  宇宙探査工学研究分野  

それらの工学研究と密接に関

発研究等を実施した。  

•  宇宙情報･エネルギー工学研究分野  
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及びそれらの工学研究と密接に関係する宇宙科学プロジェクトのた

め

 

野における微少重力等の宇宙環境の

物質を利用することが有効な学術的諸問題に関する学術研究及びそ

する宇宙科学プロジェクトのための開

発

 
２） の準備  

研究者個人の成果と大学共同利用システムによるプロジェクト成果

を 究本部内研究者の平成 17 年
度研

を

大学、東京大学が参加している Swift
衛星によって発見されたガンマ線バーストから得られたデータを基に

論 Nature 誌」に掲載された (2005 年
10 月

 
（Ｂ）

の開発研究等を実施した。  

•  宇宙環境利用科学研究分野  
物質科学、生命科学等の研究分

れらの学術研究と密接に関係

研究等を実施した。  

 研究成果を公表するため

まとめ、各研究系等を通じて宇宙科学研

究成果の提出作業、とりまとめ作業を行い、研究成果公表の準備

実施した。  
その他、宇宙科学研究本部、埼玉

文を発表し、世界的な科学雑誌「

)。  

衛星等の飛翔体を用いた宇宙科学プロジェクトの推進   
運用中の飛翔体を用いた（１） 宇宙科学研究プロジェクトの推進   

中期計画】  
を解明することを目指して、科学

衛星「

測な

地

けぼ 、極域磁気圏の粒子・磁場等の直接観測を行う。   
活動

を運

火

ぞみ を行う。   
サンプルリターンに代表される惑星探査技術の実証を目指して、工学実

会

実施し、その評価結果をすみやかに公表する。   
【年

•  

•  

 

査機プロジェクトの進行状況について、全国の宇

宙

17 年度にお

【

地球磁気圏尾部の構造とダイナミクス

ジオテイル」を運用し、地球近傍の磁気圏尾部のプラズマの直接計

どを行い、海外の関連観測と連携して、国際共同観測の責務を果たす。   
球磁気圏におけるプラズマ現象の解明などを目指して、科学衛星「あ

の」を運用し

銀河核のジェット現象の解明などを目指して、科学衛星「はるか」

用し、超高空間分解能電波観測を行う。   
星近傍からの火星上層大気の観測などを目的として、宇宙探査機「の

」の運用

験探査機「はやぶさ」を運用し、飛翔データを取得する。   
運用中の科学衛星・探査機プロジェクトの進行状況については、委員

評価を年 1 度
度計画】  

以下の飛翔体の運用を行う。  
•  科学衛星「ジオテイル」  
科学衛星「あけぼの」  

•  科学衛星「はるか」  
工学実験探査機「はやぶさ」  

火星探査に関する国際協力を継続する。  
運用中の科学衛星・探

科学研究者の代表からなる委員会による評価 (以下、委員会評価と呼ぶ )
を実施し、平成 16 年度の評価結果を公表するとともに、平成
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け

【

イル  

協力関係の下に NASA 深宇宙ネットワーク
24 時間連続観測データの受信、国内局 (内之浦宇
田宇宙空間観測所 )において衛星運用・追跡完成、

成 17 年度の DSN 局での受信パス数は
1,165 パス (1,262 時間 )であった。  

観測  
Goddard Space Flight Center)とデータ交

換

じめ、NASA WIND, POLAR, 
ACE 衛星などと共に国際共同観測計画を展開し、磁気嵐や尾部に

ン現象などについて共同研究を進めた。  
 
エ

て毎回の宇宙理学委員会に報告するとともに、上

記の実施結果の年度評価を受けた。また、その評価結果は宇宙科学

覧にて公表予定である。  
 
２） 

ア）

て

スウェーデン宇宙公社と協力し、オーロラに特に関連した極域に

取得を実

施

気圏の粒子・磁場等の直接観測  
ータの一部は、DARTS データベースによって

国

る評価結果を早期に公表するための準備を行う。  
年度実績】  
１） ジオテ

ア） ジオテイルの運用  
米国 NASA との

(DSN)局における
宙空間観測所、臼

データ取得を実施した。平

 
イ） プラズマの直接観測  

衛星に搭載されている観測機は順調であり、地球磁気圏において

磁場、電場、波動、プラズマ粒子、高エネルギー粒子の直接観測を

継続中である。  
 
ウ） 国際共同

米国 NASA/GSFC(
を行い、日米双方で取得されたデータを共有した。  
平成 17 年度に取得、較正された新規データについては作業が進

行中であり、NASA/GSFC にて国際標準フォーマット (CDF 方式 )
に変換され、平成 18年 6月頃までにデータ公開される予定である。  
欧州 ESA の Cluster-II 衛星をは

おける磁気リコネクショ

） 委員会評価の実施及びその評価結果のすみやかな公表  
進行状況につい

研究本部の年次要

あけぼの  
 あけぼのの運用  
科学衛星「あけぼの」は、内之浦宇宙空間観測所にて運用・追跡・

データ取得を実施している。また、平成 18 年 1 月から 3 月にかけ
、南極昭和基地上空において、データレコーダにプラズマ波動デ

ータを記録し、内之浦宇宙空間観測所にて再生するキャンペーン観

測を実施した。  

おけるデータを取得する目的で、エスレンジ局でのデータ

した。取得したデータは CD-ROM により保存して宇宙科学研究
本部に送付し、SIRIUS(テレメトリデータのデータベース )に格納
した。  

 
イ） 極域磁

「あけぼの」のデ

内外の研究者に提供されている。平成 17 年度には、主に以下の

 71



 

ような科学的成果が得られた。  
•  東北大学を中心とする研究グループにより、オーロラ粒子加速
に関連する沿磁力線電流と電磁流体波の関連について新しい知

見が得られた (平成 16 年度からの継続 )。  
•

 
ウ） 委員会評価の実施及びその評価結果のすみやかな公表  

に報告するとともに、上

記

 
３） は

ア） 

平 タの解析、科学デー

タ

衛

難と

し、 に亘る衛星の運用を

終了し、平成 18 年 3 月 31 日にプロジェクト終了とした。  
)を世界

最

のチーム栄誉賞を受賞した。本チ

賞は 2001 年に創設され、
野で科学者、工

学

に

測所

(S

 
イ

学委員会に報告するとともに、上

その評価結果は宇宙科学

である。  
 
４） 

ア の継続  
織を基本とした宇宙理工学の学

 名古屋大学を中心とする研究グループにより、磁気嵐時、及び
回復期における内部磁気圏の相対論的電子の解析が行われ、

CRESS 衛星との同時観測データとの比較により、放射線帯の時
間的発展について新しい知見が得られた。  

進行状況について毎回の宇宙理学委員会

の実施結果の年度評価を受けた。また、その評価結果は宇宙科学

研究本部の年次要覧にて公表予定である。  

るか  
はるかの運用  
成 16 年度に引き続き、国際サーベイデー

のアーカイブ作業を実施した。  
星の姿勢制御を立て直すべくモニタを実施してきたが、回復困

の認識に至り、宇宙開発委員会にこれまでの成果と状況を説明

了承のもと平成 17 年 11 月に 8 年 9 か月

また、「はるか」を中心にスペース VLBI(超長基線干渉計
初に実現した国際 VSOP チームはこれまでの成果が称えられ、

IAA(International Academy 
of  Astronautics)より 2005 年度

ーム栄誉

宇宙航空関係の分

者、マネージャ達が一体となっ

て輝かしい成果をあげたチーム

授与されている。  
これまで、ロシアのミール宇宙

ステーションチーム (2001 年 )、
米国スペースシャトルチーム (2002 年 )、  太陽・太陽圏観

OHO)チーム (2003 年 )、とハッブル宇宙望遠鏡チーム (2004 年 )
といった錚々たるチームが受賞している。  

） 委員会評価の実施及びその評価

進行状況について毎回の宇宙理

記の実施結果の年度評価を受けた。また、

研究本部の年次要覧にて公表予定

のぞみ  
） 火星探査に伴う国際協力

結果のすみやかな公表  

中期計画 II .4.(A)(1)「研究系組
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理及びその応用に関する研究」の一環と位置づけて実施しており、

データ解析、マーズイクスプレス (MEX)関連会議への研究者の派
遣をとおして協力を実施した。  
また、日本人研究者用に ASPERA-3(MEX搭載粒子検出器 )のデ

キャンパ

ス

 
果のすみやかな公表  

 
５） は

ア

技術の実証を目的に、小惑星イトカワを目指し

て

を経て順調に飛行を続け、

世界初の光学複合航法によりイトカワヘの接近を行い、平成 17 年
9 月イトカワに到着し、様々な科学観測を実施した。  

ての第 1
回

2
回目の着陸と試料採取を実施した。25 日午後 10 時頃 (日本時間 )に

㎞より降下を開始し、26 日午前 7 時頃にイトカワヘの着
上昇は順調に行われ、電池

の

 
イ

けた。また、その評

価

 
 

ータ解析用のデータベースサーバ (ミラーサーバ )を相模原
内に設置した。  
さらに、 ASPERA-3 による発見について、米国の科学誌

「Science」の論文として発表した。  
 

イ） 委員会評価の実施及びその評価結

国際協力の進行状況について毎回の宇宙理学委員会に報告をす

ると共に、上記の実施結果の年度評価を受ける予定。また、その

評価結果は宇宙科学研究本部の年次要覧にて公表予定である。  

やぶさ  
） はやぶさの運用・飛翔データの取得  
先進的な惑星探査

いた第 20 号科学衛星「はやぶさ」は、平成 15 年 5 月打上げ以
来、平成 16年 5月の地球スウィングバイ

「はやぶさ」の平成 17 年 11 月 19 日から 20 日にかけ
目イトカワ着陸と資料採取の試みでは、ターゲットマーカのイト

カワ投下と着陸には成功したが試料採取には至らなかった。この経

験を反映した措置を施したのち、同月 25 日から 26 日にかけて第

高度約 1
陸に成功した。その後のイトカワからの

出カ、探査機の姿勢等全て正常であった。  
今回の飛行により、無人のロボット探査という点において、自律

的な航法と誘導による画期的に新しい惑星探査の我が国独自の手

法を実証できたと言え、今後の国内外の深宇宙探査及び宇宙開発全

体に、貢献した。  
イトカワからの高度約 5 ㎞に達したところで「はやぶさ」の上昇

を停止する作業を行ったところ、何らかの要因により姿勢に乱れが

生じたため、セーフホールドモードに移行し、現在その復旧にあた

っている。  

） 委員会評価の実施及びその評価結果のすみやかな公表  
進行状況について毎回の宇宙理学委員会、宇宙工学委員会に報告

するとともに、上記の実施結果の年度評価を受

結果は宇宙科学研究本部の年次要覧にて公表予定である。  
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小惑星「イトカワ」に写る「はやぶ

さ」の影と、表面にある88万人の署

名入りターゲットマーカ(○内) 

(11 月 26 日午前 6時 24 分、高度約

250mから撮影) 

 

 

 

 
（２）開発中・開発承認済の宇宙科学研 の推進

【中期計画】  
銀河の形成と進化の解明などを目指 て、従来に比し数倍高い感度と解

像度でサーベイ観測が可能な宇宙赤外線 科学衛星

ASTRO-F の飛翔モデル開発を行う。打上げ後 線源探査観

測を進め、その結果を赤外線源カタログとして

月の起源の解明を目指して、ペネトレー い手段を使っ

て月面に地震計、熱流量計などの科学観測機器 造を

探る宇宙探査機 LUNAR-A の飛翔モデルの開   
月の起源と進化の解明を目指して、 の元素 /組成、地形や表面付近の

地下構造、磁気異常、重力場などの月全域にわたる観測と将来の月探査基

発し、観測

 

  

線望遠

鏡

解明することを目的として、金星大気を 3 次元的に把握す
る

MMO)の開
発

【

ターゲットマーカ 

 

究プロジェクト   

し

望遠鏡を搭載する

は、全天の赤外

公開する。   
タと呼ばれる新し

を設置し、月の内部構

発と観測を行う。

表面

盤技術の実証を実施する月探査機 SELENE の飛翔モデルを開
運用を行う。

動的な視点から宇宙の構造形成やブラックホール周辺現象の理解を目指

して、世界最高 (「あすか」衛星の 10 倍以上 )の超高分解能 X 線分光と高
感度広帯域 X線分光を実現する科学衛星 ASTRO-EⅡの飛翔モデルの開発
を行う。打上げ後は、国際公募観測等による観測を進める。

太陽コロナとその活動現象の起源の解明を目指して、世界で初めて、太

陽磁場の最小構成要素である磁気チューブを空間的に分解可能な可視光磁

場望遠鏡、「ようこう」衛星に比べて 3 倍の空間分解能を有する X
などを搭載する科学衛星 SOLAR-B の飛翔モデルの開発を行う。打上げ

後は、国際協力パートナーとともに観測を進める。   
惑星大気が惑星の自転の数十倍で回転する不思議な現象など金星の大気

現象の全体像を

ための多波長にわたる観測装置と金星探査に必要な探査機のシステム開

発を行う。   
水星の起源と進化、磁場の成因、磁気圏にわたる全貌解明を目指して、

ベッピコロンボ (Bepi-Colombo)計画の水星磁気圏周回衛星 (
とベッピコロンボ探査機に搭載される観測装置の開発を行う。   

年度計画】  
以下の宇宙科学研究プロジェクトを推進する。  

 74



 

•  科学衛星「ASTRO-F」の飛翔モデルの開発及び打上げ  
•  科学衛星「LUNAR-A」の飛翔モデルの維持  
なお、ペネトレータ開発上の課題に対する検討を行い計画の見直しを行

う。  
•  月探査機「SELENE」の飛翔モデルの開発  
•  科学衛星「ASTRO-EⅡ」の打上げ及び軌道上運用  
•  

MO)の
ルの開発  

年度の評価結果を公表す

評価結果を

【年

ASTRO-F 
及び打上げ  

し、衛星開発を

に打上げを実施し、初期

を用いた太陽同期軌道

 

実施した。また打上げに先立ち、観

を決定した。  

表  

２） LUNAR-A 
上課題の検討･計画見直し

科

ルの製作を実施した。  

 

ル

科学衛星「SOLAR-B」の飛翔モデルの開発  
•  科学衛星「PLANET-C」のプロトモデルの開発  
•  ベッピコロンボ (Bepi-Colombo)計画の水星磁気圏周回衛星 (M
プロトモデ

開発中の研究プロジェクトについて、平成 16
るとともに、平成 17 年度における委員会評価を実施し、その
早期に公表するための準備を行う。  
度実績】  
１） 
ア） 科学衛星 ASTRO-F 飛翔モデルの開発

平成 17 年 12 月に飛翔モデルの総合試験を終了
完了した。その後、平成 18 年 2 月 22 日
運用として、姿勢制御系の確立、衛星推進系

への投入、赤外線観測装置の健全性チェックを計画どおり実施した。

 
イ） 赤外線源カタログ製作に向けた準備  

欧州、韓国の共同研究者とともに、速やかなデータ処理を目指し

て、処理ソフトウェアの開発を

測計画

 
ウ） 委員会評価の実施及びその評価結果のすみやかな公

進行状況について毎回の宇宙理学委員会に報告するとともに、上

記の実施結果の年度評価を受けた。また、その評価結果は、宇宙科

学研究本部の年次要覧にて公表予定である。  
 
 
ア） 飛翔モデルの維持、ペネトレータ開発

学衛星 LUNAR-A 飛翔モデルを保管・維持するとともに、ペネ
トレータ開発上の課題に対する検討・開発の見直しを行い、対策

を講じた貫入試験モデ

 
イ） 委員会評価の実施及びその評価結果のすみやかな公表  

平成 16 年度の評価結果を公表するとともに、宇宙開発委員会に
おいて審議の結果、当面ペネトレータ技術の完成を図ることとし、

その旨公表した。  

３） SELENE 
ア） SELENE 飛翔モデルの開発  

月探査機 SELENE の飛翔モデルのシステムプロトフライトモデ
試験として、初期電気性能試験、電磁適合性試験を実施し、所望
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の 地上系設備の単体試

験を実施し、各設備単体が所望の機能性能を満足することを確認し

 

支援に関するインタフェース調整を実施し

た。  

のすみやかな公表  

 
４） O-EII 
ア）

運用として、太陽電池パドル展開、X 線望遠鏡光学ベンチ展
開、近地点上昇、姿勢制御系の立ち上げ、観測系の立ち上げを実施

極低温と

7e

を衛星内に設置した

ことにより、排気されたヘリウムが真空断熱容器内に還流し、容器

化したことが原因であ とがわかっ

ギ

11 月から平成
18

 
イ）

 
５） 
ア

機能性能を満足することを確認した。また、

た。  
ロケットに関しては、初期飛行解析及び機体製作を実施している。

また、運用計画の検討、準備に着手するとともに、米国 NASA
と深宇宙ネットワーク

 
イ） 委員会評価の実施及びその評価結果

進行状況について毎回の宇宙理学委員会に報告するとともに、上

記の実施結果の年度評価を受けた。また、その評価結果は、宇宙科

学研究本部の年次要覧にて公表予定である。  

ASTR
 科学衛星 ASTRO-EII の打上げ及び軌道上運用  
射場移動前最終試験、質量特性試験、フライトオペを行い平成

17 年 7 月 10 日に打上げ (M-V6 号機 )、所定の軌道に投入された。 
初期

した。この間、精密 X 線分光器 (XRS)は所定の 60mK の
V のエネルギー分解能を軌道上で達成したが、平成 17 年 8 月 8

日に液体ヘリウムを喪失し観測機能を停止した。  
その後の原因究明において、ヘリウム排気弁

内のヘリウムの真空度が悪 るこ

た。  
一方、残る X 線 CCD カメラと硬 X 線検出器については立ち上げ

を無事に終了し、低バックグラウンドによる高感度と優れたエネル

ー分解能が確認された。9 月以降は、広帯域 X 線分光観測を主体
とする試験観測を実施し、観測装置の軌道上校正を進めた。  

XRS の不具合を受けて、すでに選定されていた第一回国際公募
観測提案を取りやめることとし、新たな広帯域 X 線分光観測を主体
とする国際公募観測の準備を実施した。平成 17 年
年 3 月までに、観測提案受付、試験観測データの一部公開、ピ

アレビューによる観測天体の決定を実施した。平成 18 年 4 月 1 日
より国際公募観測を開始する。  

 委員会評価の実施及びその評価結果のすみやかな公表  
進行状況について毎回の宇宙理学委員会に報告するとともに、上

記の実施結果の年度評価を受けた。また、その評価結果は宇宙科学

研究本部の年次要覧にて公表予定である。  

SOLAR-B 
） 科学衛星 SOLAR-B の開発  
衛星飛翔モデル、及び搭載各機器の製作を完了し、衛星のインテ

グレーション及び各種機能・性能の評価を実施する総合試験を開
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始しており、平成 18 年度夏期打上げのスケジュールを維持してい
る。また、M-V7 号機の製作を計画どおり実施している。  

イ）

の評価結果は宇宙科学

究本部の年次要覧にて公表予定である。  
 
６）
ア）

い金星

周回軌道では熱入力が大きく、赤外線による観測を行う探査機

の工夫に

ｂ）サブシステムの仕様検討及びインタフェースの調整  
さ」など既存の科学衛星の設計をベースに、新たに

い、衛星システム

。  
 
ｃ

詳細化を実施した。  

イ）

進行

記の

研究  
 

７） ベ )  
ア） 水

探

ェー

系・ 及び一部の試作を開始

した。  

イ）

探査機 (MPO)の観測機
器開発チームの中で、日本側からの参加がある観測機器のプロトモ

。  

 
 委員会評価の実施及びその評価結果のすみやかな公表  
進行状況について毎回の宇宙理学委員会に報告するとともに、上

記の実施結果の年度評価を受けた。また、そ

研

 PLANET-C 
 科学衛星 PLANET-C プロトモデルの開発  
ａ）探査機システムの構造・熱設計  

M-V ロケットで打上げ可能な重量 480kg の金星探査機の構
造・熱設計を平成 16 年度に引き続き実施した。太陽に近

にとって厳しい環境であるが、電力消費の低減や排熱

より実現の見通しを得た。また、重量軽減のために衛星の小型

化を検討した。  
 

「はやぶ

金星探査機に合わせた仕様検討や軽量化を行

とのインタフェース調整を実施した

）観測装置の構造・熱設計  
金星の大気を多波長にわたって観測する 5 台のカメラの詳細

設計を行い、試作機での性能確認を開始した。また、画像デー

タ処理装置の仕様を確定し、テレメトリ・コマンドインターフ

ェースについても

 
 委員会評価の実施及びその評価結果のすみやかな公表  

状況について毎回の宇宙理学委員会に報告するとともに、上

実施結果の年度評価を受けた。また、その評価結果は宇宙科学

本部の年次要覧にて公表予定である。

ッピコロンボ (Bepi-Colombo
星磁気圏周回衛星 (MMO)のプロトモデルの開発  
査機予備設計開始を受け、欧州宇宙機関担当部分とのインタフ

スを含む衛星システム及び、構造系・熱制御系・電源系・通信

推進系・データ処理系の詳細検討、設計

 
 搭載観測装置の開発  
平成 16 年度秋に国際公募によって決定された MMO の観測機器

開発チーム、及び同様に決定された水星表面

デル設計・試作・試験等を実施した
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ウ）

の年次要覧にて公表予定である。  
 

（３） 開始する宇宙科学研究プロジェクトの推進

（小型衛星

【中期計

前記

星・探 その開発を開始する。   
委員会による評価にしたがって、小規模な衛星ミッションによる機動性

を活 テーマ選

定し、プ

開発

ては、 すみやかに公表する。  
【年度計画  

作業を実施する。  

」

が

型科学衛星・探査機

計

曝露部利用計画の 3 つのカテゴリそれぞれについて、宇宙理
学

れる。  

（４

【

などの研究を行う。   

【年

中期目標期間後の新たな科学衛星・探査機等の企画･立案にむけた、

術、科

の飛翔体搭載用観測装置とその周辺技術、宇宙科学観測に適

し

 委員会評価の実施及びその評価結果のすみやかな公表  
進行状況について毎回の宇宙理学委員会に報告するとともに、上

記の実施結果の年度評価を受けた。また、その評価結果は宇宙科学

研究本部

本中期目標期間内に開発を

による宇宙科学の推進を含む）   
画】  
委員会評価の場で 2008 年以降に打上げを目指す中・大型科学衛
査機計画を、1 年に 1 機程度を選定し、

かしたタイムリーな宇宙科学研究を中期目標期間中に 1～2
ロトモデル及び飛翔モデルの開発を行う。   

中、及び中期目標期間内に開発を開始する研究プロジェクトについ

委員会評価を年 1 度実施し、その評価結果を
】

前記委員会において 2010 年以降に打上げを目指す中・大型科学衛星・
探査機計画の選定方針の検討を行い、選定

【年度実績】  
第 25 号科学衛星候補として、宇宙理学委員会と宇宙工学委員会より電

波天文衛星「VSOP-2」と工学実証探査機「ソーラーセイル・ミッション
推薦された。これを受け拡大企画調整会議にてさらに審議を進め、

「VSOP-2」を第 25 号科学衛星候補に選定した。選定結果は宇宙科学運
営協議会で承認された。併せて、さらに後続の中･大

画の選定方針の検討を継続している。  
また、小規模ミッションの開始に向けて、小型衛星計画、外国の計画へ

の参加、ISS
委員会･宇宙工学委員会において、検討作業の進め方の議論を継続した。 
なお、これらの結果は宇宙科学研究本部の年次要覧に掲載さ

 
）さらに将来の宇宙科学研究プロジェクトに向けた先端的研究   

中期計画】  
本中期目標期間後の新たな科学衛星・探査機等の企画・立案に向けた、

月惑星探査技術、深宇宙探査技術、宇宙航行技術、先進的探査機技術、科

学観測のための飛翔体搭載用観測装置とその周辺技術、宇宙科学観測に適

した宇宙輸送技術、プロジェクト運用技術

研究提案を全国研究者の代表からなる委員会において審議・選定する。

選定された研究については、委員会評価を年 1 度実施し、その評価結果を
すみやかに公表する。   
度計画】  
本

月惑星探査技術、深宇宙探査技術、宇宙航行技術、先進的探査機技

学観測のため

た宇宙輸送技術、プロジェクト運用技術などの研究を戦略的に行う。  
また、先端的工学機器の軌道上実証及びオーロラ観測を目的としてピギ
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ーバック衛星「INDEX」を打ち上げる。  
年度実績】  【

１

将来の中・大型科学衛星・探査機計画を検討し

宇宙理学委員会では毎年、これらWGからの検討作業提案を募

らの提案を募集し、評価小委

ける選定結果に基づいて、搭載機器基礎開発実験費の配分を

を

採

を得た。  

 
天文衛星 WG、次期赤外線天文衛星 WG、  

WG、  

 
２

時間平成 17 年 8 月 24 日
に OICETS(きらり )のピギーバックとして打ち上げられた。  

れ、その後

の運

民生用 ン電池、薄膜

反射器 ョ

常に

 
その評価結果のすみやかな公表  

） 中期目標期間後の新たな科学衛星・探査機技術等の戦略的研究  
宇宙理学委員会の下に、8 つのWG ※1を組織している。いずれも全国

の研究者で構成され、

ている。

集し、評価小委員会において評価選定して戦略的開発研究費を配分し

(平成 17 年度においては、第 25 号科学衛星に向けて提案の再検討をす
ることになった次期X線天文衛星WG、VSOP-IIWGに対して、別枠の
配分を実施 )、研究を実施した。それぞれの成果は次年度の提案と共に
評価小委員会で評価される。  
また、全国の小規模の研究グループか

員会にお

実施した。平成 17 年度には 48 件の応募があり、審査の結果、14 件
択した。  
宇宙工学委員会の下に、3 つのWG ※2を組織している。いずれもプロ

ジェクト化に向けた研究を実施している。宇宙工学委員会は、これら

WGからの提案及び先進的理工学分野における提案を募集し、評価結果
に基づいて戦略的開発研究費を配分し、研究を実施した。  
また、ソーラセイル計画については、第 25 号衛星提案としての妥当

性を評価するための評価委員会が設けられ、宇宙工学委員会として推

薦に値する計画であるとの結論

これらの研究活動成果については、平成 17 年度末に行われた宇宙工
学委員会で報告を受け、評価を実施した。  

※1.次期 X 線
次期月探査計画検討 WG、次期磁気圏衛星 WG、VSOP-II WG、  
JTPF(太陽系外地球型惑星探査ミッション )WG、  
JASMINE(赤外線位置天文観測衛星 )  WG、小天体探査 WG 

※2.ソーラセイル実験探査機 WG、完全再使用観測ロケット
月惑星表面探査技術 WG 

） INDEX の打ち上げ  
INDEX 衛星計画は衛星制御機器の統合化、電源系の高効率化等の技

術を軌道上で実証することを目的とし、日本

INDEX 衛星は「れいめい (黎明 ) /REIMEI」と名付けら
用で、工学ミッションとして 70kg 衛星の定常的 3 軸姿勢制御、
プロセッサによる統合化衛星制御、リチウムイオ

による太陽集光パドルの軌道上動作確認を実施、科学ミッシ

ンとしてオーロラ微細構造の観測を実施した。ミッションはすべて正

実施された。  

３） 委員会評価の実施及び

宇宙理学委員会・宇宙工学委員会の下に組織されている WG の研究
成果は平成 18年 1月に行われた宇宙科学シンポジウムにおいて公表さ
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れた。それらについてはプロシーディングスとして刊行するとともに、

そ

 
（５）

【中期

I
ェク ットフォーム搭載の研究プロジェクトを推進する。

また 全国研究者の代表からなる委員会による評価 (委員会評価 )に基づき、
物 験の候補と

なる課

価を

【年度

I は、

実験装置開発に着手する。全天 X 線監視装置研究等船外実験プラットフォ
発を進める。宇宙環境

会の下に研究班 WG を組織し、将来の ISS 等の宇宙環境を
利

【

２

線監視装置 (MAXI) 
了、センサ部の主要コ

テナエンジニアリングモデルの形状測定、極低温冷

却部プロトフライトモデルの製作試験、SIS(超伝導 )ミクサや冷却
機コンポーネ

 
３ 宙実験の候補となる課題の選定、育成  

、将来の宇宙実験の候補となる課題育

成の

築 ( ると共に、

研

 
４） 

宇

れぞれの WG のホームページにて公表する準備を進めている。  

国際宇宙ステーションにおける宇宙科学研究   
計画】  

SS 搭載実験候補として選定された船内実験室における宇宙実験プロジ
ト、船外実験プラ

、

質科学、生命科学、基礎科学等の分野において将来の宇宙実

題を選定、育成する。これらの課題については、年 1 度の委員会評
実施し、評価結果をすみやかに公表する。   
計画】  

SS 搭載実験候補として選定された流体不安定性研究プロジェクト

ーム搭載の研究プロジェクトについてはシステム開

利用科学委員

用する宇宙実験をめざした研究課題の育成を行う。  
年度実績】  
１） 船内実験室における宇宙実験プロジェクト  

流体物理実験装置 (FPEF)を利用した実験供試体の開発に着手し、基
本設計を実施した。基本設計審査会 (PDR)を受審し、詳細設計への移
行が了承された。  
 
） 船外実験プラットフォーム搭載の研究プロジェクト  
船外実験プラットフォーム搭載の研究プロジェクトについては、以

下のシステム開発を実施した。また、搭載センサのフライト品の製作

及び地上運用システムの開発を進めると共に、打上げに向けたインタ

フェース技術調整を実施した。  
•  全天 X
センサ部及びシステム部の詳細設計審査を完

ンポ -ネント等のプロトフライトモデルの製作に着手。  
•  超伝導サブミリ波リム放射サウンダ (SMILES) 
サブミリ波アン

HEMT(高電子移動度トランジスタ )アンプ等の受信
ントの製作試験、音響工学型電波分光計フライトモデルの製作等を

実施。  

） 委員会評価に基づく将来の宇

宇宙環境利用科学委員会では

ため、物質科学、生命科学、及び基礎科学分野の研究班 WG を構
延人数で約 600名を超える研究者が研究班WGに参加 )す
究計画作成に向けた支援を実施した。  

委員会評価の実施及びその評価結果のすみやかな公表  
宙環境利用科学委員会評価を平成 18 年 4 月 7 日に開催の予定。  
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（６）小 等を用いた観測研究・実験工学研究   
中期計画】  

を活か

上げ

併せ

ステ 学研究を行う。   
研究項目ごとに、委員会評価を年 1 度実施し、その評価結果をすみやか

に

【年度計

複数衛星によるアレイアンテナの構成実験を目的として観測ロケット

度打上げを目指し、観測ロケットの製作に着手する。  

期に公表

す

【

、観測ロケット等による観測研究の実施  

号機を打ち上げた。ロケットの飛翔及び搭載され

験装

翔体に関する実験的工学研究の実施  
2機の気球飛翔性

能

 
イ

い 2.8μm
厚のフィルムを用いた容積 60,000m 3の飛翔試験として実施した

の見直しを行い、平成

飛翔性能試験はスーパープレッシャー気球開発
3の成層圏環境下における耐圧試験を実

型飛翔体

【

衛星や探査機に比べて機動的で迅速な飛翔実験機会の提供ができる長所

して、大気球、観測ロケット等小型飛翔体等による年数回程度の打

機会を用いて、大気物理、地球物理、天文学などの観測研究を行い、

て飛翔手段の洗練及び飛翔機会を利用した機器の性能実証や飛翔体シ

ム研究などの宇宙飛翔体に関する実験的工

公表する。   
画】  

S-310 を打ち上げる。  
平成 18 年
大気球を用いて、地球物理、宇宙線、天文学などの観測研究を行うとと

もに、飛翔手段の洗練及び飛翔機会を利用した機器の性能実証や飛翔体シ

ステムの研究などの宇宙飛翔体に関する実験的工学研究を行う。  
平成 16 年度の研究項目について、委員会評価での評価結果を公表する

と共に、平成 17 年度の委員会評価を実施し、その評価結果を早
るための準備を行う。  

年度実績】  
１） 大気球

複数衛星によるアレイアンテナの構成実験を目的として平成 18 年 1
月 22 日に S-310-36
た機器の動作が全て順調に行われた。ロケットから分離された実

置部は、高度 117km で親機・子機の分離及びそれに続く網展開の動作
を開始し、親機と子機 3 基によるアクティブ･フェイズド・アレイ・ア
ンテナ実験を実施した。  
平成 18 年度打上げを目指し、電離圏中の高温度層生成メカニズムの

解明を目的とした観測ロケットの設計・製作に着手した。  
 

２）  宇宙飛
三陸大気球観測所において 5機の観測･工学実験と
試験を実施した。  
ア） 科学観測及び工学実験  

科学観測及び工学実験として行った 5機の実験では、硬 X線観測、
微生物採集、大気重力波及び成層圏オゾン観測、夜光並びに VLF
電波の観測、さらにソーラセイル展開試験で良好なデータを得た。 

） 気球飛翔性能試験  
2 機の気球飛翔性能試験のうち 1 機は、世界で最も薄

が高度 4.8kmで降下した。その後品質管理
18 年度に再試験を実施する予定である。  
もう一方の気球

の一環として、容積 560m
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施

用により実現に向けた良好なデータを得た。また、スーパープレッ

モデルを製作し、地上耐圧性能実証試験を実

施

 
３） 委

進

専門

また

る。

 
（７）宇

【中期計

•  計画

ての タを、プロジェクトからの移管後 1 か月以内に国
際標準データ形式にて公開する。これを実現するためのデータベース・

等に関わる

工学

テ

•  新

ア ス /月程度 -計画期間終了時に倍増の予想 )の増加に対応できる高
速ネットワーク基盤を、国内外の学術情報ネットワーク網と連動して強

ータの利用性を向上させ、利用者のデータ解析研究を支援す

•  

める。また、科学観測データと理論・シミュレ

【年

•  

DISON の安定した運用を行う。また、海外の科学衛星の公

•  

•  引き続き、研究者向けデータ解析計算機サーバの解析環

し、今後の製造技術の確立につながる貴重なデータを得た。日伯

共同気球実験は、10m級の大構造物で総浮力 2 トンの気球を安全・
確実に放球する方法として開発したセミダイナミック放球法の適

シャー気球のスケール

し、成層圏での実用耐圧の 3 倍までの圧力における形状の妥当性
を確認した。また、実用耐圧の 10 倍に相当する耐圧強度を持つこ
とも実証した。  

員会評価の実施及びその評価結果のすみやかな公表  
行状況について毎回の宇宙理学委員会、宇宙工学委員会、大気球

委員会に報告するとともに、上記の実施結果の年度評価を受けた。

、この評価結果は宇宙科学研究本部の年次要覧にて公表予定であ

 

宙科学データの整備   
画】  
期間中、新規に打ち上げられる科学衛星を含め、公開許可の出た全

科学衛星観測デー

システムを開発し、維持・運用を行う。また、科学衛星運用

情報のデータも含め最新の情報化技術を用いてデータベース・シス

ムの合理化を図る。   
規科学衛星運用に伴うデータ量 (数 GB/日程度 )及び利用者 (現在 1 万
クセ

化する。   
•  宇宙科学デ

ることを目的に、利用者と協力してデータ解析システムに関わる研究と

その開発を行う。また、国内外の関連諸機関と連携して、分散処理技術

によって関連データベース間の相互処理を実現するための研究とその開

発を進める。   
大学共同利用の高速計算機センターを整備・運用し、全国の宇宙科学研

究者の利便性の向上に努

ーションとを積極的に連携させる技術に関わる研究を行う。   
度計画】  
科学衛星アーカイブデータベース公開用 DARTSシステム及び工学デー
タベース E
開データのミラーリングを強化し、利用者の利便性を向上させる。  
宇宙科学研究用ネットワークを維持し、ネットワーク・セキュリティを

保持しながら安定した運用を行う。また、ネットワーク・セキュリティ

に留意しながら利用者の利便性の向上をはかる。  
平成 16 年度に
境の整備を行い、機構内外の研究者の利用に供する。Super-SINET で
接続された大学研究室との間でデータ解析環境を共有するための技術研

究を行う。  
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•  スーパーコンピュータ・システムを大学共同利用の宇宙科学シミュレー

【年

１

準備を完了した。  

２ 観測データ公開のためのデータベース・システムの開発、

えて、γ線バース

星 Swift のデータミラーを開始した。  

３）

スを共通化する枠組み

を

備

移行を開始し

た。  

４ トワーク基盤の強化  

た、ネットワークを

したデータ解析環境の共有を開始するなど、利用者の利便性の向上

 
５

６  関連データベース間の相互処理に関する研究・開発  
構外の大学などとの間でデータ解析

環

 

７ の整備・運用、データと理論シミュレーション

の連携技術に関わる研究  
ータ・システ

ム

ける宇宙科学研究に供した。平成

7 年度は 41 件の共同研究課題が採択された。  
ュータ・シス

テ

ション計算機として運用し、サービスを提供する。  
度実績】  
） 科学衛星観測データの公開  
科学衛星アーカイブデータベース公開用 DARTS システム及び工学

データベース EDISON を安定して運用した。  
また、ASTRO-EII(すざく )衛星のデータ公開の
さらに、新規データセットとして GEOTAIL の電場データ、

INDEX(れいめい )のオーロラ動画の提供を開始した。  
 
） 科学衛星

維持・運用  
従来の海外の科学衛星データのミラーリングに加

ト探査衛

 
 科学衛星運用等に関わるデータベース・システムの合理化  
複数の科学衛星データベースのインタフェー

開発し、ASTRO-F(あかり )、SOLAR-B の新規衛星データベース (準
中 )に適用した。また、合理的に多くの衛星データベースを扱えるよ

う、これまでのデータベースの新規インタフェースへの

 
） 高速ネッ

ネットワーク・セキュリティに留意しながら、宇宙科学研究用ネッ

トワークを維持し、安定した運用を実施した。ま

介

を実施した。  

） 宇宙科学データの解析システムに関わる研究・開発  
研究者向けデータ解析計算機サーバの解析環境の整備を実施し、機

構内外の研究者の利用に供した。  
 
）

Super-SINET で接続された機
境を共有するための技術研究を実施し、広域ネットワークを越えた

共有ファイルシステムの性能や利用法についての評価実験を実施した。

 
） 高速計算機センター

宇宙科学研究の共通基盤設備としてスーパーコンピュ

を大学共同利用の宇宙科学シミュレーション計算機として運用し、

共同研究により全国の大学などにお

1
共有ファイルシステム評価によって、スーパーコンピ

ムから科学衛星データへの直接的なアクセスの可能性を検討した。

また、衛星データ解析サーバに対するジョブ投入システムの導入によ
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るデータ解析処理に対するバッチ処理や、並列計算環境の導入検討を

実施した。  
 
５．社 学技術の研究開発   
航空分

国民生

を進め

すな の航空機開発に

協力しつ

行政ニ

する研

日本の

 
Ａ）社会的要請への対応   

【

型航空機の研究開発に共同研究で参加するとともに、積極的に

い、部分構造モデルでの技

術実証を行う。   
研究開発を行い、実機スケールでの技術実証を

設計技術の研究開発を行い、風洞試験による実証を行う。   
•  

【

•  

た、大型設備供用を進め、技術協力強化を図

•  高圧空気製造圧縮機の増設を完了し、遷音速風洞測定

•  機高性能化技術として、低コスト複合材製造技術、高効率非破

【年

応型高性能小型航空機の研究開発への協力  

実施していた研究開発項目を開発機に適用し、より国際競争力の

会的要請に応える航空科

野において今後ますます増大・多様化する社会的要請に応えるため、

活、産業界等からのニーズを十分に踏まえた航空科学技術の研究開発

る。   
わち航空産業の国際競争力の強化のため、我が国独自

つ、その展開に必要となる先行技術の研究開発を行う。また運航・

ーズに応える研究開発、国及び国民の安全確保、生活の質の向上に資

究開発、さらに将来に革新をもたらす次世代を切り拓く研究開発等を、

航空科学技術の中核機関として進める。   

（

（１）国産旅客機高性能化技術の研究開発   
中期計画】  
民間航空機開発事業の進展及び国際競争力強化に資するため、環境適応

型高性能小

技術協力、大型設備供用等を進める。   
また、市場競争力を獲得する国産旅客機高性能化技術として以下の課題

を含め、産業界の要請に柔軟に応える研究開発を実施するとともに、それ

に必要な設備整備を行う。   
•  低コスト複合材構造 /製造技術の研究開発を行

•  高効率非破壊検査技術の

行う。   
•  高揚力装置

胴体 /座席統合衝撃解析技術の研究開発を行い、事故時の衝撃を低減する
安全性向上座席の提案を行う。   

年度計画】  
環境適応型高性能小型航空機の研究開発を実施する民間企業との共同研

究を継続して、設計データおよび試験解析技術等の提供を進め、機体開

発に全面的に協力する。ま

る。  
遷 /超音速風洞用の
部カートを増設する。また、複合材多数本試験設備を整備する。  
国産旅客

壊検査技術、高揚力装置最適設計技術、客室安全技術等の先行的研究を

実施する。さらに、後継機の概念設計を進める。  
度実績】  
１） 環境適

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 (NEDO)の研究
開発計画の見直しにより、機体規模が 30～50 席から 70～90 席へ変更
され、開発期間も 4 年延長された。そのため、これまで JAXA が先行
的に

ある機体とするために研究開発計画の見直しを行った。  
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研究開発の実施主体である三菱重工業 (株 ) (MHI)と以下の 8 件の共

同研究内容の調整を

産旅客機合同技術ステアリングチーム」を MHI と共同で設置

•

•

探査計測､空間速度場計測等の計測技術等を獲得した｡  
 
２）

造圧縮機の増設を完了した。また、遷

音

し

 
３） 術研究開発  

(VaRTM:真空圧樹脂含浸形成法 )プロセスを

国産

機の運用に必須であり、運航会社からの要望の強い複合材修理後の

ータは航空機製造メーカからは通常公開さ

•  運航会社からの依頼もあり、JAXA の開発したパルスサーモグラフ
射し、その熱伝導現象を追跡・解

 
•  

にし

かつ構造重量も最小になるような設計に用いられる )に拡張した。こ

同研究を実施し、スケールモデル胴体落下試験のデータ提供や高揚力

装置の失速特性を高精度で予測可能な計算機コードを提供するなど、

機体基本設計活動に貢献した。また、これらの共

行う「国

した。  
 高揚力装置レイノルズ依存性、高揚力装置解析の信頼性向上  

•   航空機の騒音低減化技術開発  
•   摩擦抗力低減化技術の開発  
•   国産旅客機開発への表面圧力場計測技術 /空間速度場計測技術適用  
•   機体・エンジン空力干渉試験・解析技術の開発  

  非平面翼フラッタ解析プログラムの整備  
•   客室安全構造の研究  
•   操縦システムの研究  
さらに、大型設備供用・技術協力として、2mx2m 低速風洞において

高揚力装置半裁標準模型の風洞試験を実施し､来年度の開発試験に必

要な音源

 関連試験設備整備実施  
遷 /超音速風洞用の高圧空気製
速風洞測定部カートを増設し、複合材多数本試験設備の整備を継続

た。  

 国産旅客機高性能化技

•  低コスト複合材製造法

安定化させるために、2m 級 VaRTM の部分構造の製造を行い、こ

れまで問題であった樹脂未含浸部等への対策を立てることができた。

この成果を基に 6m 級実大構造の試作評価を実施した。また、

強度評価 (このようなデ
れておらず、非常に貴重なデータ )について、修理条件を変えた強度
試験 (模擬試験片試験 )を実施し、データを蓄積・公開した。  

 

ィ (被検査物の表面にレーザ光を照
析することにより、材料内部の異常を発見する方法・装置 )による実
機複合材部品の非破壊検査を実施し、実機ハニカム構造とその修理

部への有用性を確認した。また、塗装の表面状態が一様でない場合

の対策 (赤外線放射率向上方法 )を提案した。  

 高揚力装置の最適化設計について、アルゴリズムの改良により、計
算量を従来手法の数%に低減し、多目的設計探査法 (最大最小にした
い着目量が複数ある場合の最適化手法であり、空気抵抗を最小

れを高揚力装置の配置設計に適用し揚力特性を改善できることを示

した。  
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•  

の不時着時の

速度域をカバーする高速変形特性データを取得した。  
 

•  

員会を発足させ、今後の旅客機概念検討や必要な要素技術

の課題抽出等を実施できる体制を整えた。  
 
（２）ク

【中期計

民間 ため、環境

適応型小型航空機用エンジンの研究開発に共同研究で参加するとともに、

積極

また

国際環

柔軟に

う。   
•  計算 燃焼器開発を行い、地

上試験による要素実証を行う。   
(二酸化炭素 )排出低減 (高効率化 )

開発を行い、地上試験による要素実証を行う。   
•  

究開発を行い、実機スケ

【

実施して、エンジンを構成する要素開発および解析技術向上の研究

•  し、環状燃焼器試験設備整備に着手す

•  良、ファン

軽量・耐熱の先進複

【年

応型小型航空機用エンジンの研究開発へ協力  

安全性向上のため、エアバッグを利用した座席開発計画を策定した。

また、胴体 /座席統合衝撃解析に必要な材料高速変形特性データベー
スの拡充の一環として、アルミ合金について、航空機

 後継機に関しては、市場、社会、乗客、エアラインニーズ調査デー
タベースの分析から「人に優しい高効率リージョナルジェット」の

概念の検討を行い、独自の 150 席クラス広胴機体の概念を提示して、
成立性及び性能を検討した。また、外部有識者による国産旅客機概

念検討委

リーンエンジン技術の研究開発   
画】  
のエンジン開発事業の進展及び国際競争力強化に資する

的に技術協力、大型設備供用等を進める。   
クリーンエンジン技術の研究開発として今後 10 年間に予想される
境基準の強化に対応するため、以下の課題を含め、産業界の要請に

応える研究開発を実施するとともに、それに必要な設備の整備を行

流体力学 (CFD)による要素設計・評価試験、

•  NO X (窒素酸化物 )排出低減技術、CO 2

技術の研究

先進耐熱金属等の材料適用技術及び評価技術の研究開発を行い、エンジ

ン開発に利用可能な強度評価データを取得する。   
•  騒音低減化技術、システム制御技術について研

ールでの技術実証を行う。   
年度計画】  
•  環境適応型小型航空機用エンジンの研究開発を実施する企業との共同研

究を

を実施する。また、エンジン試験設備供用を進め、技術協力強化を図る。  
高温高圧燃焼試験設備整備を完了

る。  
先進的なエンジン環境技術に関して、屋外騒音評価手法の改

騒音予測 CFD(Computational Fluid Dynamics)の高精度化、低 NOx
燃料ノズル開発、高負荷ターボ要素 CFD の開発、
合材料強度データの取得等を実施する。  
度実績】  
１） 環境適

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 (NEDO)による
環境適応型小型航空機用エンジンの研究開発 (エコエンジンプロジェク
ト )参加企業と以下の共同研究を実施し、JAXA 技術の実機開発への適
用を行った。  
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•  タービン静翼のさまざまな基本冷却構造について、高温側表面温度

検討した。結果は外部抵抗の

適用された。  
を設計・製作

を設計した。  

、高圧燃料噴霧試験装

 
２）

エ

きる

に着

 
３） 

•  

で流れが旋回・発達する様子が明らかになり、火炎

の形成位置の予測等が可能となった。  
 

•

標 100)､燃焼効率 99%を達成した｡低 NOx 性能も、国
際民間航空機関 (ICAO)の定める現状の排出制限値 (CAEP4)に対し

における同制限の -80%達成に

 
•  

能を評価し、所定の動翼性能を

 
•  

iC 繊維強化型

を赤外線サーモカメラで計測する評価試験を実施し、CFD による連
成解析高精度化の検証データを取得した。  

•   エコエンジンのナセル (保護カバー )について 3 種類の騒音低減ノズ
ルの CFD 解析を実施し、性能を比較
評価に

•   燃焼器円環の 3/16 を構成するマルチセクター燃焼器
し、実温・実圧での燃焼試験を実施した結果、燃焼器上流部の流れ

が一様な状態で、エコエンジンの NOx・HC・CO 低減目標を達成
した。これらの成果を基に JAXA 主導で共同開発中のエコエンジン
用環状燃焼器

さらに、エコエンジン開発において、効率的な設計計算が行えるよ

う技術協力を行った。また、各社が開発した燃焼器バーナー部の確

認試験に高温高圧燃焼試験設備を供したほか

置、旋回流れ場試験装置など大学等、外部との共同研究において供

用を進めた。  

 関連試験設備整備  
コエンジンプロジェクト燃焼器の性能評価を実環境下にて実施で

高温高圧燃焼試験設備の整備を完了し、環状燃焼器試験設備整備

手した。  

先進的なエンジン環境技術  
燃焼器円環の 1/16 を分割するセクター燃焼器の燃料ノズルに取り
付けられた 3 重スワーラ (燃料ノズル周囲の空気に旋回を与える羽
根が 3 重になっている )からの空気の流れを CFD 解析した。これに
より、燃焼器中

  新しいコンセプトの燃料ノズルを開発し、低・中負荷条件における
燃焼効率の評価試験と改良を実施した。その結果、着火性能では空

燃比 145(目

-85%を達成し､目標とする高負荷時
目処がついた。  

 平成 16 年度に基本設計した単
段ファンの CFD 非定常解析を
実施し、設計点における空力性

確認するとともに、CFD 解析法
の高精度化を実施した。  

 先進耐熱複合材料の回転部材
(タービン )への適用性の検討と
して SiC/SiC(S
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SiC 複合材 )材料のディスク及び
した。また、エンジン運転条件を模

験と評価方法を確立するため、Ni
次元的温度・応力場における組織

した。さらに、運航会社と共同で、

の構築を目指して、高圧タービン

と使用履歴調査を実施した。  

による騒音低減効果を測定する予

模擬模型に付加した飛行試験を実

を改良するため自走式騒音計測シ

音声信号の伝送など基本的性能を

 
•  

けるエンジン性能を算出し、予め制御シ

ステムに組み込まれた性能モデルとの差を検知する技術 )において

 
（３）運

【中期計

航空

発とし

る。   
•  ヒ

•  航空

用航

【年度計

•  CRM
つい 施する。  

•  長距離型全光ファイバ型ライダ装置を開発する。また、MTSAT に対応
め、衛星利用航法誘導システムの飛行実証

に、次世代運航システムの調査研究及び技術実証機の開発検

【

CRM スキルの計測指標・計測方法評価  

、海上自衛

要性分析、及び航空局飛行検

航会社を含めた運用試験を

ブリスク (ブレード一体型ディス
ク )を用いて回転強度特性を取得
擬した高熱応力下の材料劣化試

基単結晶材料供試体を製作し、二

変化、酸化特性の評価試験を開始

エンジン部品不具合データベース

部品の概観・内部損傷検査

 
•  実エンジンを用いたタブミキサー

備試験、及び騒音抑制装置を飛行

施した。また、屋外騒音評価手法

ステムを試作・試験し、収録した

確認した。さらに、ファン近傍の騒音源の計算を実施して圧力変動

を捉える事に成功し、ファンダクトの CFD 解析、及びエンジン外
部での音響解析を加えることによる騒音予測評価を可能とした。  

 エンジン性能最適制御の実証に必要なエンジン性能オンライン同
定 (エンジンを制御する際、データを取得すると同時に取得したデー
タから、その運転状態にお

使用するシミュレーションモデルを実機のエンジンデータを用いる

ことにより高精度化した。  

航安全技術の研究開発   
画】  
輸送の安全性の向上並びに航空需要の増大に対応する技術の研究開

て以下の課題を含め、社会の要請に柔軟に応える研究開発を実施す

ューマンエラー防止技術の研究開発を行い、運用試験に着手する。   
機搭載型乱気流検出装置、全天候・高精度運航を目的とした衛星利

法誘導システムの研究開発を行い、飛行実証を行う。   
画】  
(Crew Resource Management)スキルの計測指標・計測方法に
て、運航者を含めた評価を実

したインテグリティ向上を進

を行う。更

討を行う。  
年度実績】  
１） 

JAXA が開発した CRM スキル計測指標・計測方法について、複数

の評価者による評価実験を実施した結果、62.9%のスキル項目につい
て評価者の意見が一致し、その妥当性を確認できた。また

隊航空部隊へのアンケート調査による必

査部門への CRM 導入訓練並びにアンケート調査による訓練効果分析

を実施した。これにより最終目標である運
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実施する目処がたった。またワークロード推算プログラムの開発が国

産旅客機開発に利用可能なレベルに到達した。  

） 長距離型
 
２ 全光ファイバ型ライダ装置を開発  

年度に設計した全光ファイバ型としては世界最高の出力を

。引き続き、性能評価のた

め

 
３

的衛星 (MTSAT)用衛
星航法補強システム (MSAS)への対応により MSAS-GAIA(MSAS を

グリティを向上すると

と

て GPS の自律型故障検知方式の調
査を行い高信頼アルゴリズムの検討を実施した。  

 
４）

（４）

中期計画】  
質の向上に資する技術及び自然災害の発生や

拡大の

の研

する

•  ヘ

低

•  気

環

 

平成 16
持つ 3nm 級風計測ライダの試作を完了した
の地上試験を開始し、近距離目標測定により、基本性能 (SN 比、距

離測定 )が概ね設計どおりに得られていることを確認した。また、運航
会社から提供されたフライトデータ (飛行経路上の風速分布、垂直加速
度等 )の解析結果から、乱気流の危険評価指数の提案と乱気流モデルに
よる風速場同定手法を構築した。  

） 衛星利用航法誘導システムの飛行実証  
平成 17年 10月に試験運用を開始した運輸多目

用いた GPS/INS 複合航法装置 )の精度・インテ
もに、飛行中に姿勢情報が失われても復帰させるインフライト・ア

ライメント機能を開発し飛行実証を実施した。これにより、高精度運

航を目的とした衛星利用航法システム実現の目処がたった。また、

Micro-GAIA(マイクロマシン技術を使用した超小型 GPS/INS 複合航
法装置 )の試作 2 号機を開発し、平成 16 年度に試作した 1 号機にくら
べ精度を約 2 倍に向上した (超小型 GPS/INS 複合航法装置として現時
点で世界最高レベルの精度 )。加え

 次世代運航システム  
適応型経路による誘導システム (NOCTARN)の全体システムの飛行

実証を完了した。これは、地上局に依存しない分散型高密度運航の世

界で始めての飛行実証であり、成果を国際民間航空機関 (ICAO)の航空
通信パネルへ報告し、国際基準の策定に技術的に貢献することができ

た。また、高精度航法システム、次世代コックピットシステム、単独

パイロットによる安全運航を実現する先進制御システム等を搭載した

次世代運航システム (DREAMS)の技術実証機の開発検討として母機
となる機種を選定した。  
 
環境保全・航空利用技術の研究開発   

【

国民の安全・健康や生活の

防止に貢献する技術など、航空利用の拡大・多様化に対応する技術

究開発として以下を含め、社会の要請に柔軟に応える研究開発を実施

。   
リコプタの利用を拡大する、全天候飛行技術の研究開発及び飛行実証、

騒音化技術の研究開発及びシステム実証を行う。   
象等の観測 /監視に貢献する航空機利用技術の研究開発を行う。この一
として、無人機技術の研究開発を行い、飛行実証を行う。   
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【年度計画】  
l ight Rules=計器飛行方式 )・

技術開発を進める。  
•  

小型無人機を用いて、梅雨時期における気象観測実験を行う。ま

【年

ため、日

本で唯一飛行評価が可能な機関として、実験用ヘリコプタに対応受信

し、飛行評価を行った。その結果、全地域で非精密進入の精

果が得られた。これらの結果は、精度

 

の試

試験による機能試験を実施し、所定の性能を満足することを

の

試

と

気象観測データを

取

 
５） 事故調査等への協力   

【中

公的

積極

 

•  ヘリコプタに適した IFR(Instrument F
安全運航の

ヘリコプタの騒音低減用アクティブ・デバイス (AD)の空力設計および
風洞試験による評価を行うとともに、AD に適用する制御則の性能向上

化を図り、風洞試験 /シミュレーション試験で評価する。  
•  多目的

た、多目的小型無人機の機能拡張及び信頼性向上の研究を行う。  
度実績】  
１） ヘリコプタの利用を拡大する全天候飛行技術に関する研究開発  

運輸多目的衛星航法補強システム (MSAS)の精度を評価する

機を搭載

度要件 (水平 556m)は満足したが、一部地域では精密進入の精度要件
(水平 40m)を大きく逸脱した結
向上のための技術開発、精度に見合った運行方式策定等に資する基礎

データとなった。  

２） ヘリコプタの低騒音化技術に関する研究開発  
アクティブ・デバイスのひとつである実大アクティブフラップ

作と風洞

実証した。また、ロータ設計のための解析を行うとともに、世界初

みとして、アクティブフラップを動作させた場合の全機回りの騒音

解析シミュレーションを CFD コードと構造コードを練成させて実施

し、6dB の騒音低減効果があることを確認した。  
さらに、ブレード圧力モニタリングによる、BVI 騒音 (ブレード翼端

渦とブレードが干渉して発生する騒音 )検出方式を付加した騒音低減用
制御則を構築し、風洞試験による評価を実施して良好な収束性を実証

した。  
 
３） 多目的小型無人機  

梅雨前線観測等で要求される飛行パターンや誘導則 /飛行中断機能な
どを機能追加し、簡単かつ確実に飛行経路などを設定できるようにす

るとともに、計算シミュレーションで飛行前に設定データの妥当性を

確認可能にした。  
多目的小型無人機の飛行実証 して、気象研究所からの委託に応じ、

梅雨時期に 2 週間の気象観測実験を行ない、所期の
得、同研究所に提供した。また、海上技術安全研究所との共同研究

において、無人機にカメラを搭載し、画像のリアルタイム伝送に成功

した。  

（

期計画】  
な機関の依頼等により、航空機の事故等に関し調査・解析・検討を

的に行う。   
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【年度

公的

を積

【年度

国

空機 転翼航空機の事故について、解析等を実施し事故原因の究明に

協力した。  
型航空機事故 ) :   1 件、3 名  

など調査協力 (回転翼航空機事故 ) :  2 件、のべ 6 名  

見分の立会い及び原因調査を実施し、報告書を

提出 (1 名 )。  
の依頼により、回転翼航空機の事故について、追い風の影響

等

 
盤技術の研究開発   

【中

先進設計技術の研究開発を進め、再使用型宇宙輸送システム

を 実証を行う

対 程度行う。

これ

ト

的 開を図る。   
【年度

て事前評価を受け、

その評価結果に沿った計画案を取りまとめるとともに、その計画案に沿っ

検討を行い、研究機システムの要求仕様

。  
【年

定されていた飛行実験が平成 17 年 10 月に
れた。  

要が生じた。  
め、JAXA 独自に大学、産業界及び官庁からの広範な有識者

ム技術委員会 )による評価
を

めた。  

計画】  
な機関の依頼等に応じて、航空機の事故等に関し調査・解析・検討

極的に行う。  
実績】  
土交通省 航空・鉄道事故調査委員会より 3 件の依頼があり、大型航
及び回

•  専門委員としての協力 (大
•  解析要請

福岡県県警の依頼により、不具合を発生した大型航空機エンジンの分

解検査時に実施する実況

山形県警

の調査を実施し、事故原因の究明に協力 (2 名 )。  

（Ｂ）先行的基

期計画】  
我が国が得意とする計算流体力学 (CFD)の活用により、所要性能を短期

間で実現する

含む民間航空機を対象として、先進設計技術を適用して飛行

象機体及び技術課題、並びに飛行実証システムの検討を 2 年間
らの検討結果について、産業界への効果、社会への貢献度合い、コス

等の観点から外部評価を行って実験機開発への移行を判断し、当該先行

基盤技術の展

計画】  
平成 16 年度に策定した飛行実証研究計画案につい

た飛行実証研究機システムの技術

を明確化する

度実績】  
１） 事前評価の実施及び計画案のとりまとめ  

平成 16 年度に策定した  「静粛高速研究機の開発・飛行実験計画」
案の航空科学技術委員会による事前評価を実施する予定であったが、

以下の理由により、平成 18 年度に延期された。  
•  事前評価は小型超音速実験機の事後評価に引き続き実施する予定で

あったが、年度当初に予

延期さ

•  年度当初には想定されていなかった「航空科学技術に関する研究開

発の推進方策」の見直し検討が航空科学技術委員会において行なわ

れることになり、事前評価を実施するにあたり新推進方策の内容を

踏まえる必

このた

により構成される外部委員会 (航空プログラ
実施した。その指摘内容に基づき課題を抽出し、ソニックブーム強

度半減、エンジン騒音半減、高度システム統合技術の飛行実証を柱と

した「静粛超音速研究機」研究開発計画を取りまと
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２） 

上 超音速研究機」研究開発計画に基づき、研究機の機

体

成立

 
３） 開発  

•

•   低ソニックブーム・低抵抗設計技術の研究として、機首形状の工夫
手法を上

た。  
•  騒音遮蔽設計技術の研究として、超音速機のジェット騒音に関して、

初期検討をするため、簡略化した

 
 

（Ｃ）次

【中期計

航

将来実

ともに

い設計

•  成層 ・回収の

運

圏滞

を行 。   
•  次世代超音速機技術については、ロケット実験機の飛行実験を行い、そ

の成果を踏まえつつ次世代超音速機技術の重要技術について要素技術研

おける独自技術の蓄積を図る。   
離離着陸機 (V/STOL 機 )等のこれまでにない未来型航空機の

【

•  技術研究を

飛行実証研究機システムの技術検討と要求仕様の明確化  
記 1)の「静粛

規模及び搭載エンジンの設定、0 次概念形状設計を実施し、システム
性等の技術検討を行い、要求仕様を明確化した。  

先進設計技術に関する研究

 コンピュータ設計システムの高度化の研究として、空力最適設計に

おける形状自由度の拡張と設計プロセスの自動化のため、CAD ベ

ー ス の 自 動 パ ネ ル 法 解 析 プ ロ グ ラ ム CAPAS(CAD-based 
Automatic Panel Analysis System)を開発し、飛行実証計画案に
沿った研究機形状設計に活用した。  

に加え、機体後端の形状の工夫によるソニックブーム低減

記 1)の「静粛超音速研究機」0 次概念形状に適用した機体形状を設
計した。また、ソニックブーム計測システムを構築し、小型超音速

実験機の飛行実験に参画しソニックブームを計測し

翼・胴による遮蔽効果と低減化の

2 次元問題で V 尾翼による遮蔽効果を確認した。  

世代航空技術の研究開発   
画】  

空機の能力、環境負荷の低減、安全性に関する大幅な向上を目指し、

現が期待されている新型航空機の重要要素技術の研究開発を行うと

、情報・ナノテクノロジー等の他分野技術を活用したこれまでにな

手法の研究を行う。以下の課題を実施する。   
圏プラットフォーム飛行船に必要な飛行制御技術及び離陸

用技術を、定点滞空試験機の飛行試験を通じて確立する。また、成層

空飛行試験と定点滞空飛行試験の成果を踏まえ、技術試験機の検討

う。さらに、電源等の要素技術研究を継続して行う

究を継続して行い、この分野に

•  垂直・短距

概念検討・主要技術課題の抽出を行うとともに、各構成要素技術の研究

を行い、技術実証の提案を行う。また、研究の実施にあたっては特許取

得等の戦略的な知的財産の確保・蓄積に努める。   
年度計画】  
•  成層圏プラットフォーム飛行船技術について、技術実証機のキー技術で

ある再生型燃料電池等の要素技術研究を継続する。成層圏プラットフォ

ームプロジェクトの事後評価に対応する。  
次世代超音速技術について、空力、複合材、推進などの要素

推進する。また、ロケット実験機および関連地上設備の改修を完了し、

飛行実験を実施する。  
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•  ン要素

【年

プラットフォーム飛行船技術の研究開発  

報告した。その結果、「40m

した再生型燃料電池等の要素的な研究開発に十

証機の飛行運用・地上運用について、定点滞空飛行試験の結

削減につながる格

納

能試験を実施し、問題がないことを確認した。  
 
２）

空気抵抗低減設計の効果の確認､無人超音速

て達成した。 
会の事後評価でも、「小型超音速実験 (無推力 )

に

V/STOL 機技術については、クラスターファン VTOL 機エンジ
技術及び機体運動・姿勢制御技術の研究を進める。また、環境トップラ

ンナー航空機について、脱化石燃料化技術、可変翼構造技術などの要素

技術研究を進める。また、特許データベースを拡充し運用を行う。  
度実績】  
１） 成層圏

成層圏プラットフォームプロジェクトの事後評価と位置づけられた、

総務省及び文部科学省による「成層圏プラットフォーム研究開発に関

する懇談会」に技術開発成果をとりまとめ

級飛行船での成層圏滞空飛行、及び 60m 級飛行船による高度 4km で
の定点滞空飛行に世界で初めて成功するなど優れた成果を上げた。今

後、成層圏環境を考慮

分な資源配分を行うなどの注力をすることが重要である」と評価を受

け、今後はキー技術である再生型燃料電池等の研究を継続することと

なった。  
 
技術実

果も踏まえた検討を実施し、地上ハンドリング要員

庫搬出・搬入作業方法を考案した。また、技術実証機の全機構造検

討により、大型軟式構造による成立性に目処をつけた。さらに、飛行

シミュレーション環境を整備し、成層圏高度における旋回性の検討な

ど、技術実証機の先行的シミュレーションを実施した。  
再生型燃料電池と太陽電池、電源制御装置を組み合わせた統合再生

型電源システムを試作・試験し、制御装置の機能を含む統合電源系全

体の動作及び制御装置の妥当性を確認した。また、再生型燃料電池に

ついては、飛行船搭載環境での運用を模擬するために、傾斜・揺動環

境下での性

 次世代超音速機技術の研究開発  
ア） 飛行実験の実施  

小型超音速実験機 (ロケット実験機 )を改修
し確認試験を完了した後、平成 17 年 10 月
10 日、豪州・ウーメラ実験場にて飛行実験
を実施した。実験機は正常に飛行・着地し、

予定した全データを取得し、航空科学技術委

員会で設定されたエクストラサクセス (機上
データの回収 )を達成した。取得データを解
析評価することにより、この飛行実験の目的

である CFD 逆問題設計手法の妥当性の検証､

システムの妥当性実証、をすべ

航空科学技術委員

係わる研究開発は、概ね適切に行われた」との評価を得ており、

本研究開発で得られた成果については、「次世代超音速機の開発に

おける CFD 空力設計手法の有効性の認識に貢献したといえる。ま
た、将来的に可能性のある国際共同開発を想定した場合、わが国の
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主体的参加を可能とする戦略的な技術ステッ

と評価された。  
また、平成 14 年度の第 1 回飛行実験の失敗の

管理、メーカ対応等随所に生かし、技術のみな

進手法においても着実な改善を実施できた。  

プ

教訓を体制、技術

らずプロジェクト推

 
イ

験で確認するととも

巡航条件において約

題設計法による高レ

耐熱三次元複合材料の成形が完了し、力学特性の

また、可変部の駆動

機構を設計製作し機能を確認した。  
 
３） 未

ク

フトフ

ファン

翼列斜

らに、 模型実験とシミュレーションにより、リアク

ショ

脱化 電動航空機の成立可能性を検討し、ペイロ

ード

仕様を

動によ シミュレーションにより

妥当性を検証した。また、可変翼構造技術の研究の一環として、可と

ともに駆動機構の提案と機能の検証を実

施

   
６．基

我が の

確実化・

による

強化を

 
（Ａ）

（１）

【中期

我が

と位置づけられる」

） 要素技術研究  
要素技術研究として下記を実施した。  

•  低ソニックブーム機首形状の効果を風洞試

に、最適ワープ翼設計法を改善し、超音速

6%の抵抗低減効果を得た。また、CFD 逆問
イノルズ数型自然層流翼を試設計し、代表断面において効果を

確認した。  
•  ポリイミド系

評価を実施した。  
•  低騒音可変排気ノズル試験を実施し、エンジン高空性能試験設

備による通風試験で流量特性を取得した。

来型航空機技術の研究  
ラスターファン VTOL 機については、平成 16 年度に試作したリ
ァンの CFD 解析結果を基に設計変更を行い、効率向上型リフト
を試作し、性能試験を開始した。また、前年度に製作した二重

流型圧縮機に適合するタービンを設計し、製作を開始した。さ

電動ファン VTOL
ンジェットとルーバーによる新しい姿勢制御手法を確立した。  
石燃料航空機として

:70kg(無人 )、巡航速度 :70-100km/h、飛行時間 :60 分という目標
決定した。関連して、電動航空機の低騒音化技術として車輪駆

る低騒音・短距離離陸技術を提案し、

う翼構造の性能改善を図ると

した。  
未来型航空機に関連した特許データベースの拡充・運用を行うとと

もに、複合材関連とアビオニクス関連の特許の統計解析を実施した。  

礎的・先端的技術の強化   
国の宇宙開発の自律性の確保、宇宙航空分野の基盤強化による開発

効率化、並びに次期及び将来のプロジェクトを先導する技術の獲得

開発利用の継続的な発展に資するため、以下の基礎的・先端的技術の

推進する。   

宇宙開発における重要な機器等の研究開発   
機器・部品の開発   
計画】  
国の宇宙開発の自律性を確保するため、以下に示す重要な機器・部
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品の

工衛星及び宇宙輸送系システムの性能向上、デザインの決定に大きく

なる機器・部品   

 
年度計画】  

工衛星及び宇宙輸送シス

向上に大きく影響する誘導制御系機器及びその構

速 MPU、次世代半導体メモリ装置、高精度ファイバージャイ
ロ

【

• ンジニアリングモデル

イロについては、低温においても正常に動作するようにオイルを

•

• ロプロセッサ )は世界最高速の衛星搭

 
•  計測装置については、GOSAT 用の EM の製造を完了するとと
もに、フランス国立宇宙研究センター (CNES)の JASON-2 衛星搭載用

 
•  

ト SRAM(データの転送
速度が速いリフレッシュ不要なメモリ )、太陽電池セル、電源システム

 
•  

制御符号の研究を実施し、新規に開発した高効

率誤り制御符号の実証の目処が立った。  
 

•  

るサイクル寿命評価で 5 年相当以上は世
界初の成果である。  

研究開発を実施する。   
•  人

影響する姿勢制御系等キーと

•  品質保証のため国内に技術を維持・蓄積する必要がある機構系等機器・

部品   
•  日本の得意な技術分野であり、国際競争力を確保できる可能性がある電

源等機器・部品

【

わが国の宇宙活動の自律性を確保するため、人

テムの性能向上・信頼性

成部品等 (高
、次世代 GPS 受信機など )の重点的な研究を行う。  

年度実績】  
以下の研究を重点的に実施した。  
 高精度ファイバージャイロ慣性基準装置のエ

(EM)検討モデルの改修及び改修後の評価試験を実施した。また、機械
式ジャ

改良したモデルの連続回転試験による特性評価を実施し、健全性を確認

した。  
 

 小型高機能 GPS 受信機の軌道マニューバに対応した航法ソフトウェア
の検証を行うためシミュレータ試験を実施した。従来の航法ソフトウェ

アでは加速度計情報無しでは大きな航法誤差を生じていたが、GPS の
みで航法精度が維持できることを実証した。  

 
 200MIPS 級 64bitMPU(マイク
載用プロセッサとして認定試験を終了し、JAXA の科学衛星、地球観測
衛星等具体的な衛星プロジェクトでの利用の検討が進み、海外からの問

い合わせも始まった。  

宇宙環境

装置の詳細設計を実施した。  

DC/DC コンバータ、FPGA、パワーMOSFET(大電力のスイッチング
用に設計されたトランジスタの一種 )、バース

等について、計画どおり設計・試験等を実施した。  

半導体メモリ装置の不揮発性 (電源を切っても記録情報が維持される )
レコーダにおいて、誤り

リチウムイオン電池の宇宙機への適用に向けた認定作業と併せ、寿命評

価試験を継続した。実時間によ
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•  

た。  

（２

【中期

開 る。   
軌道上実証の効率化を図るため、民間等との協力を進める。その一環と

し

情報

【年度

民間等と協力し、小型衛星を利用した独立行政法人情報通信研究機構の

数

要な

う。

年度実績】  
ブサット後期利用実験など軌道上実証の推進  

ロラブサット後期利用実験として、大阪府立大学が製作した

マイクロラブサット 1

軌道上実証を行うための小型実証衛星 1 号機 (SDS-1)の標準

  マイクロラブサット 2 号機における超小型スラスタバルブエンジニ
グモデルの設計・製作を完了した。また、推進系サブシステ

 
２

施し、FM 構体の設計データの取得に貢献した。 
 
３） 

独 機構が計画している小型衛星に搭載する

宇

 
（Ｂ）

【中期計

軌道 ー技術、月・惑星探査技

術等の主要要素技術について、地上試験における技術の確実化を目指して

試 する。   
【年度計

軌

薄膜多接合太陽電池セルの表面支持型及び裏面支持型の加工プロセス

要素技術を確立した。また、逆方向エピ成長 2 接合セル (高出力化及び
低コスト化が可能な構造のセル )にて効率 22.7%を得

 
） 軌道上実証   
計画】  
発の確実化に向けて軌道上実証を推進す

て、小型衛星を利用した通信・放送機構 (平成 16 年度から独立行政法人
通信研究機構 )の数 Gbps 級光衛星間通信実験との協力を推進する。   
計画】  

Gbps 級光衛星間通信実験との協力など、宇宙用機器の軌道上実証に必
事項の検討を実施する。また、マイクロラブサット後期利用実験を行

 
【

１） マイクロラ

マイク

東大阪衛星 1 号機のスピン軸制御シーケンスを
号機で試験し、健全性を確認した。また、宇宙用機器の軌道上実証に

向け下記を実施した。  
•  大・中型衛星の信頼性・機能・性能向上を目的として、各種機器・

部品の

的なバス部を構築した。  
•   小型衛星用要素試作においては小型衛星用 GPS 受信機のフライト
モデル (FM)が完成した。  

•

アリン

ム評価モデルの設計・製作を実施した。  

） 民間等との協力の推進  
民間等との協力として、東大阪衛星 1 号機の振動試験、音響試験及

び熱平衡試験の支援を実

小型衛星を利用した独立行政法人情報通信研究機構の実験への協力  
立行政法人情報通信研究

宙環境計測装置の詳細設計を実施し、設計 /解析データを取得した。  

将来の宇宙開発に向けた先行的研究   
画】  
間航行技術、ロボット作業技術、エネルギ

作・評価等の研究開発を推進

画】  
道間航行技術、ロボット作業技術、エネルギー技術、月・惑星探査技
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術等の主要要素技術について、地上試験による技術の確実化を目指して試

作

【年度実

１

次世代イオンエンジンの主陰極の長時間作動試験 (作動条件 :推力
以上 )を開始した。予備試験

,050 時間の作動を行い、引き続き本試験を実施した (平成 18

 

のロボットアームでペイロードをハンドリングして曝露部に

のモックアップを設計した。  

を 20
度に見直す必要があることが分かった。また、軟着陸機の障害物回避

ンソフトウェアを改修し、誘導制御則

を

 
Ｃ）先端的・萌芽的研究   

【中

宇宙

て選

知見

性を

画を

【年度

先

の創

て、 する。  
年度実績】  

着実な実施  
研究課題を総合技術研究本部内公募により実施した。  

・評価等の研究開発を推進する。  
績】  

） 軌道間輸送技術の研究開発  

150mN 相当、目標作動時間 :10,000 時間
として 1
年 3 月 31 日現在 605 時間作動 )。  

２） ロボット作業技術の研究開発  
JEM

結合する際の結合準備完了指示 (Ready to Latch)を判断するバックア
ップ運用として、サイドビューカメラを用いた計測方法及びその実現

性を検討し、地上で検証するため

 
３） エネルギー技術の研究開発  

マイクロ波方式宇宙太陽発電システム (SSPS)及びレーザ方式 SSPS
のシステム検討を実施し、課題の抽出を行った。また、マイクロ波地

上エネルギー伝送実験装置の設計及びレーザ地上エネルギー伝送実験

装置の設計を実施した。  
 
４） 月・惑星探査技術の研究開発  

軟着陸機の転倒可能性を、着陸地点の斜面角度と着陸時の水平速度

残をパラメータにシミュレーションで評価した。その結果 、

SELENE-B で仮設定した着陸パラメ -タ (斜面角度 30 度、水平速度残
1m/s)においては安全な着陸は確保できず、着陸地点の最大傾斜

制御について、シミュレーショ

見直した。月ロボットの研究では車輪とクローラの単輪走行試験に

より、定量的比較を実施し、滑り率及び電力量共に斜面でクローラが

有利であることを確認した。  

（

期計画】  
航空科学技術の研究動向及び潜在的社会ニーズを見据えたものとし

定された先端・萌芽的な課題について研究開発を行う。成果は新たな

の創出の有無、フィージビリティ評価・検証技術レベルとしての妥当

評価軸とした研究評価を行う。評価結果をもとに次年度以降の研究計

見直す。   
計画】  
端・萌芽的研究を着実に実施し、得られた成果について、新たな知見

出の有無、フィージビリティ評価などを評価軸とした研究評価を行っ

次年度以降の研究計画に反映

【

１） 先端・萌芽的研究の

以下の
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ア） 継続課題 (平成 16 年度採択、平成 17 年度終了 )   
•  流体の特異現象の数理的解明手法に関する研究と局所エロージ

ョン現象への応用  
• エンジン出口圧力調節弁付きパルスデトネーションエンジンの研究 
•  炭素繊維強化炭素基複合材の気体透過性及び透過防止技術に関

る研究  

ーダに関する研究  
ッチングによるニッケル基耐熱合金の溝加工技術に関する研究  

タの研究  
 

 
ウ）

•  ル高機能化の研究  
を目指した研究  

する研究  
解析技術に

• ースSQP※2法を用いた極超音速機の構造最適化に関する研究 
関する研究  

※1:  Pressure Sensit ive  Paint  (感圧塗料による表面圧力場計測 )  
次計画法 )  

ティング )  

度採択 1
件 )に
に果 どの成果を挙げた。平成 17 年
度に いる。  
特

を発

良する 開発した事、従来の数値解析レベルを打破し高

レイ

も発 る。  
 
２） 成果

新規

•  終了 9 課題に対して平成 18 年 3 月に評価を行った。その結果、全

価

す

•  次世代型PSP ※1計測技術の開発  
•  固体ロケットノズルの熱機械的損耗に関する研究  
•  宇宙機用ブラックボックスレコ

•  エ

•  形状記憶ポリマアクチュエー

イ） 継続課題 (平成 17 年度採択、平成 17 年度終了 )  
•  水電解・燃料電池統合型酸素濃縮装置に関する研究  

 新規課題 (平成 17 年度採択、平成 18 年度終了見込み )  
•  液体ロケットエンジン用ピントル噴射器の高性能化に関する研究  
軽量構体パネ

•  乱気流シミュレーション技術の確立

•  高品質・高信頼性耐熱新規ポリイミド複合材料に関

•  乱流騒音解析等の将来的課題に対応した次世代数値

関する研究  
スパ

•  次世代HPC ※3システムの計算要素技術に
 

※2:  Sequential  Quadratic  Programming (逐次二
※3:  High Performance Computing (高性能コンピュー

 
平成 17 年度終了 9 課題 (平成 16 年度採択 8 件、平成 17 年
おいては、大学との連携も順調に進み、新規の要請や未知の課題

敢に挑戦し、特許を 5 件出願するな
採択された課題は、更に新規性の高い課題に取り組んで

に新たに創出した知見として、高速度応答感圧塗料への新たな道

見した事、耐熱性と機械的特性に優れ複合材の成形性を大幅に改

画期的な樹脂を

ノルズ数領域において前縁剥離を伴うような翼周りの騒音解析へ

展が期待できる数値解析手法を開発した事などが挙げられ

の研究評価  
課題及び継続課題に対する評価を以下のとおり実施した。  

体的に十分な成果を上げていること、また、新しい分野への挑戦も

意義あるものであったと評価された。  
•  継続 7 課題に対して平成 18 年 3 月に中間評価を行った。その結果、
中間評価の時点で世界的水準の成果を上げている課題もあると評

された。  
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３

の

課題についても、引き続き進めることとした。  
課題については、新規分野の創出をめざし、挑戦

貢献

•  方針の下で課題募集を平

 
（Ｄ）共

（１

（ａ）先

【中期

航

を支援 環境の研究開

発を

フトウ

究を行

衛星 頼性を目指し、確度の高い設計を可能とする

技術

を可能 理的な分散の下でも情報共有を可能

とするシステムの構築を行う。  

上流設計を迅速に行うことを支援するシステムの製作・試験、コ

環境構築のための技術試行などの次世代開発支援システム

けた試行・評価を行う。  

【

の設計を支援する情報システム開発  

語をベースとしたシステム記述言語を用いて宇宙用電子機

を整備した。  
 

16 年度に引き続き、コンピュータをネットワークでつない
る手法により次期地球観測衛

） 評価結果を次年度以降の研究計画に反映  
上記評価の結果を、次年度の研究計画に、以下のとおり反映するこ

ととした。  
•   基本方針を今後も継続する。また、継続課題については、いずれ

•   平成 18 年度採択
的で先取的な課題を採択することとし、長期ビジョンの実現に

する分野や環境、安全、ナノテクなどの新分野を積極的に取り入れ

る方針とした。  
新規課題の 7～9 件程度採択に向け、上記
成 18 年 3～4 月に行った。  

通基盤技術   
）IT  

端 IT  
計画】  
空機・宇宙機等の大規模システムの設計、運用・プロジェクト管理等

する情報システムとコラボレーション環境などの情報

行うとともに、シミュレーション技術、エンジニアリング技術及びソ

ェア開発プロセスの改善などのソフトウェア信頼性向上に関する研

う。   
設計期間の半減、高信

の確立、衛星開発に関する技術情報、管理情報の一貫性を持った管理

とする情報システムの構築、地

【年度計画】   
衛星の

ラボレーション

の実用化に向

また、ソフトウェア開発プロセス改善などの要素技術開発を行う。さら

に、衛星の異常監視・診断技術などの要素技術研究を行う。  
年度実績】  
１） 次世代開発支援システムの研究開発  
ア） 衛星

地球周回衛星対応のための機能付加として設計解析ツールとこ

れを結ぶ統合基盤の製作・試験は完了した。インテグレーション試

験については操作訓練用モデルを製作し、試験に必要なデータ等の

準備まで実施した。  
C 言

器の上流設計を支援するシステム (ELEGANT)のプロトタイプ版
の製作・試験を完了するとともに、現在宇宙用に使用されているプ

ロセッサ (TX49)用のライブラリ

イ） コラボレーション環境の研究  
平成

だシステムを活用して数人で設計す
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星等の概念検討を実施し、有効性の検討を行った。  

けにパソコンレベルで自動的に話者を特定し

映

 
２） 

ア

平成 15 年度から実施した問題点の分析・検討を基に、衛星メー
もに、ソフトウェア開発の具体的

な

 
イ）

「衛星帯電解

析ソフトウェアの開発」など 7 件の要素技術研究を実施した。内 2
件の応募から選定されたものである。  

 
（ｂ）情報

【中期計

航空

合した ーションシステムを開発し運用する。 さらに大型計算
機 や ネ ッ ト ワ ー ク を 有 効 に 活 用 し た 仮 想 研 究 所 (ITBL:IT-Based 
Labo リケーションソフトウェアとして外部からの

利用技術

データ

【年度計

航空機

発を継

ロケッ

大学、航空機メーカ等との間で、ITBL(IT-Based Laboratory)を維持

１

を受賞 (平成 18 年 4 月 7 日 )した。  

 

平成 16 年度に引き続き、音声・映像・データを共有し、遠隔会
議を効果的に進めるために、パソコンをベースとした会議システム

を情報化促進会議、情報システム部内会議等で活用し、評価を行っ

た。また、遠隔会議向

像として抽出する技術についての検討を行った。  

要素技術の研究及び開発  
） 要素技術開発  

カの開発プロセスを改善するとと

作業手順をまとめたプロセス標準案 (衛星搭載用ソフトウェア )を
作成した。  

 要素技術の研究  
高信頼性ソフトウェア検証環境の構築及び開発環境の検討を実

施し、平成 16 年度にまとめた「高信頼性機能仕様」をベースに高
信頼性 OS を製作した。  
衛星開発及び運用に関する情報技術の研究として、

件は社内公募を行い、11

技術を活用した数値シミュレーションシステムの研究開発   
画】  
機・宇宙機の設計に必要な構造、推進、化学反応等を空気力学と統

数値シミュレ

ratory)におけるアプ
を確立する。また数値シミュレータの能力向上と有効利用により、

の生産性を向上させる。   
画】  
・宇宙機の設計に必要な多分野統合シミュレーション等の研究開

続する。空力・熱・構造・推進等のシミュレーションの統合による

ト打上げ及びヘリコプタ騒音解析等のソフト整備を進める。  

し、実運用の環境整備に着手する。  
【年度実績】  

） 多分野統合シミュレーション等の研究開発  
•  平行平板間乱流熱伝達の直接数値シミュレーション (DNS)を世界
最大規模で実施し、圧力場の DNS データ解析を中心に実施した。
また、並行して、各種乱流統計量に対するスケーリング則の検討、

階層的乱流構造の生成メカニズムの検討を行った。本研究は、平成

17 年度日本機械学会奨励賞
 

•  超臨界状態を仮定した液体酸素 -液体水素燃焼のシミュレーションを
行った結果、燃焼試験で得られた可視化結果と同様の結果が得られた。

 100



 

 

、有限要素法や CFD(計算流体力学 )
て音響解析したところ、排煙口における共鳴が低周波音源と

塔の遮蔽効果、あるい

 
•  

ー

バ飛行を解析できる CFD コードを世界で始めて開発した。  
 
２） 

実運用で課題となる組織 (大学、航空機メーカ等 )毎の独自の管理体制
を

し環

業所

(5.
隔フ

 
３） データ生産性向上  

サー

おけ

（２

【中期計

先

の提

に対

【年度

先 を目指した標準試験法

の提案を行うとともに、先進複合材データベースの産学官ユーザに対する

公 航空宇宙分野に適用する方法のハンドブック化

し出版

の先

の研

年度実績】  
標準試験法を提案  

(Carbon Fiber Reinforced Plastics)有孔圧縮試験法の JIS

協会に提出した。さらに、CFRP 衝撃後
法の ISO 化活動として､ ASTM(American Society for 

•   H-IIA ロケットの打上げについてロケット、発射台、フレームデフ
レクタ (排煙口 )等をモデル化し
を用い

なっていることを初めて見出した。射点整備

は排煙口からの音の干渉を考えると、8 秒後にフェアリングで強い
音波を受ける可能性があることを示した。  

 ヘリコプタ騒音解析については、CFD の外部境界に流入する速度の
変化を正確に考慮できるよう拡張することで、ヘリコプタのマヌ

ITBL 実運用の環境整備に着手  

維持した状態での個別対応設定を可能とするため、認証機能を実装

境整備を進めた。また、海外の機関との ITBL 構築を想定し、事
内のみならず、日米間での高速ネットワークでの測定実験の実施

4Gbps)及び実アプリケーション (ヘリコプタ 3 次元可視化 )での遠
ァイルシステムの利用実験を実施した。  

データ生産性向上のため、高 CPU 稼働率 (90～95%)の達成、ウェブ
ビスの充実による利用環境の継続的向上、計画停止以外の休日に

る運用等を実現した。  
 

） 複合材技術の高度化   
画】  

進複合材の強度特性試験法について、国内外の標準機関に標準試験法

案を行うとともに、強度特性のデータベース化を図り、産学官ユーザ

してデータを公開する。   
計画】  
進複合材の強度特性試験法について、JIS/ISO

開および、先進複合材を

する。また、ナノテク応用複合材・宇宙用複合材の信頼性向上など

端的研究を実施するとともに、局所エロージョンに抵抗性のある材料

究に着手する。  
【

１） JIS/ISO を目指した
CFRP

草案起草を完了し日本規格協会に提出した (JIS 制定待ち ) ｡また､
CFRP 及び CMC(Ceramic Matrix Composites)の有孔引張り試験法
JIS 原案を作成し、日本規格
圧縮試験

Testing and Materials)との調整を実施した。  
有孔引張り、有孔圧縮、衝撃損傷後圧縮試験時挙動等の数値予測を
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実施し、関連研究が、平成 16 年度日本航空宇宙学会論文賞を受賞した
(平成 17 年 4 月 4 日受賞 )。また、層間剥離進展解析に必要な試験デー
タを取得、層間剥離を含む逐次破壊挙動を数値解析し、その結果が試

験結果とよく一致することを確認した。関連研究が平成 17 年度日本航
会論文賞を受賞した (平成 18年 1月内定。同年 4月 4日受賞 )。  

 
２）

 
３

イミド複合材料 )の評価を実施し、250℃以上の温度域・高負荷で使
あることを実証した。ま

抜本的な改善とを両立した新規ポリイミ

炭化ケイ素繊維を用いた高感度ひずみ検

 
•  

 
•  

P の層間強化技
術に不可欠な RTM 成形 (繊維のみで形を作り樹脂を後から流し込

 
•  

験を実施した。さらに、大型 X 線 CT
によるノズルエロージョン状況を計測した。関連研究が「3D-C/C

空宇宙学

 データベースの公開及びハンドブック化  
登録総ユーザ数 1,000 名超、年間使用ユーザ数 325 名超という我国

唯一の先進複合材データベースとして成長した。本年度は、約 1,000
点の追加データ取得と分析、及び 2 回のデータベースバージョンアッ
プを行うとともに、構造解析ソフトウェア会社に対してデータベース

の商用利用許諾を行った。  
「先進複合材料工学」 (培風館 )を出版するとともに、「先進複合材料

ハンドブック (仮称 )」作成に向けた執筆活動を推進した。  

） 耐熱・ナノ複合材の研究  
•  NEDO 基盤技術研究開発促進事業 (平成 14～16 年度 )において民間
企業と共同で開発したポリイミド樹脂を適用した耐熱 CFRP(ポリ

用可能な世界唯一のポリイミド複合材料で

た、この耐熱 CFRP を適用した曲面形状複合材部品の試作を行い、
実用化の問題のないことを確認した。これに加え、新たに JAXA 独
自の技術によるポリイミド樹脂開発を進め、本年度当初の目標耐熱

温度 250℃を大きく上まわる 300℃以上の耐熱性と、複合材料とし
ての強度特性及び成形性の

ド樹脂の開発に成功した。この樹脂は上記 NEDO 事業での成果を

上まわるものであり、関連特許 2 件を出願した。  
 

•  ナノ機能表面層を形成した

出複合材料に関する論文「炭化珪素繊維 /エポキシ複合材料の電気抵
抗変化によるひずみモニタリング」が、日本複合材料学会論文賞を

受賞 (平成 17 年 5 月 )した。  

 カップスタック型カーボンナノファイバー (CNF)分散エポキシ樹
脂を適用した CFRP プリプレグを開発し、CFRP の評価を行った。
その結果、圧縮強度の大幅な向上が確認された。  

 固体ロケットノズル用 CFRP として新規にフェノール系樹脂の試
作と評価を行い、既存樹脂で問題となる成形温度での重量減少を低

く抑えることに成功した。これより、ノズル用 CFR

む成型法 )への新規樹脂適用に目処をつけた。  

 固体ロケットノズルスロート用 3D-C/C 材の 2,000℃強度試験法を
確立し、本材料の強度保証試
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複合材のせん断特性及び繊維束界面特性の評価」(日本機械学会械材
料・材料加工部門賞に内定 (平成 18 年 11 月受賞予定 )した。  

 
３） 風洞技術の標準化・高度化   

【中期

産学

るため

い試験

続姿勢 上・高効率化に必要

な技術の開発・実用化を目指す。   
【年度

品質

のため

する。

化研究 テム

の運用等を実施する。また、連続姿勢変化同期データ取得技術の改良を行

１

２

Paper Award を受賞 (平成 17 年 10 月 )した。さらに、自己反射補
を確立し、複雑実機形状における計測精度の向上を図った。  

•

た。  

た。円柱

 
•  

力音源を可視化し、翼後縁における騒音発生機構の解明に寄与する

（

計画】  
官ユーザのニーズに基づき、実機空力特性の高精度推定を容易にす

壁干渉推定技術の確立を行うとともに、空間速度場計測技術等新し

・計測技術を開発・導入する。またデータ生産性の向上に資する連

変化同期データ取得方式等、風洞設備の能力向

計画】  
マネジメントシステム (QMS)の運用を継続する。また、風洞高度化
に遷音速風洞における壁干渉推定法確立を目指した風洞試験を実施

さらに、新しい試験・計測技術として、空間速度場計測技術の実用

、低速風洞における表面圧力場計測技術の外部ユーザ提供シス

う。  
【年度実績】  

） 壁干渉推定技術の確立  
遷音速風洞の壁干渉誤差の修正法として、カート部多孔壁の壁特性

を定義するパラメータ (リストリクションパラメータ )を決定、その値を
使用して風洞壁干渉量を計算し、壁干渉補正量計算プログラムの有効

性を確認できた。  
 

） 空間速度場計測技術等新しい試験・計測技術の開発・導入  
•  環境適応型高性能小型航空機の低速風洞試験において、表面圧力場

計測 (PSP)技術の外部ユーザ提供システムの運用を行い上記航空機
の研究開発を実施する民間企業に試験データを提供した。また、関

連研究が The Measurement Science and Technology Best 

正技術

 
  可搬型空間速度場計測 (PIV)システム技術の確認試験を遷音速風洞
で実施した。昨年度整備した可搬型 PIV システムの一つである高解
像度 PIV システムの使用により、より密度の高い空間速度場データ
の取得に成功し

 
•   磁力支持風洞において世界で初めて実用 PIV 計測を実施し
後流計測を行った結果、既知の鈍頭物体の抵抗係数の信頼性に関し

て再確認する必要が見出され、関連研究が日本風工学会論文賞を受

賞 (平成 17 年 5 月 30 日 )した。  

 低速風洞にマイクロフォンアレイを設置し音源を計測するシステ
ムを構築し翼模型を用いた試験を実施した。その結果、定性的な空

データ取得に成功した。  
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３） 

連 タ技術の改良については、確認風洞試験の結

果を反映して、ソフトウェアの改修と圧力計測系の設計を行った。  

更新

風洞

価し 、更なる改善の方向を認識した。

また、風洞は外部ニーズも含めて 26 件の受託をし、外部資金の獲得に
も

 
７．大学

【中期計

先端的宇宙ミッション遂行現場である利点を活かし、宇宙科学に関する

研

係・協

とと 教

育を行

学院

る大

【年度

•  総

科 博士課程教育を行う。  
•  東京大学大学院理学系・工学系研究科との協力による大学院教育を行う。 

研究員、連携大学院、その他大学の要請に応じた宇宙・航

ける大学院教育への協力を行う。  
【年

学系研究科との協力による大学院教育  
学大学院理学系研究科及び工学系研究科の 124 名の大学院生

ステム本部、総合技術研

宇宙利用推進本部及び宇宙科学研究本部において連携大学院

生に対し実

施

 
８．人

【中期計画】  

風洞設備の能力向上・高効率化に必要な技術に関する開発、実用化  
続姿勢変化同期デー

QMS については、風洞技術開発センター内会議、データ処理装置の
などを通じて各風洞間の試験技術の標準化に引き続き取り組んだ。

ユーザ対象のアンケートにより、多くのユーザが本 QMS を高く評
ていることを確認すると同時に

貢献した。  

院教育   
画】  

究  ・教育を担当する組織内において、総合研究大学院大学との緊密な連
力による大学院教育として宇宙科学専攻を置き博士課程教育を行う

もに、東京大学大学院理学系・工学系研究科との協力による大学院

う。また、旧機関の保持していた特別共同利用研究員制度、連携大

制度などを利用し、その他大学の要請に応じた宇宙・航空分野におけ

学院教育への協力を行う。   
計画】  
合研究大学院大学との緊密な連係・協力による大学院教育として宇宙

学専攻を置き

•  特別共同利用

空分野にお

度実績】  
１） 総合研究大学院大学と連携・協力による博士課程教育  

総合研究大学院大学との緊密な連携・協力により、宇宙科学専攻の

博士課程教育を計 26 名の大学院生に対し引き続き実施した。このうち
7 名が宇宙科学専攻として初めて学位を取得した。  
 

２） 東京大学大学院理学系・工

東京大

に対し教育・研究指導等を実施した。  
 

３） 大学の要請に応じた大学院教育  
宇宙科学研究本部において特別共同利用研究員 71 名を受け入れ教

育・研究指導を実施した。また、宇宙基幹シ

究本部、

協定に基づき、教育・研究指導等を 11 大学 32 名の大学院
した。  

材の育成及び交流   

次世代の研究開発を担う人材の育成を目指すため、独立行政法人日本学
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術振興

度を 人程度 (旧 3 機関実績 :平成 14
年 8 約 70 名 )の若手研究者を受け入れ、育成を行う。   

、研修生の受入れなど、各種の枠

組みを

との

関と

14
【年度

次世代の研究開発を担う人材の育成を目指すため日本学術振興会特別研

受け入れ、人材を育成する制度を継続・発展させ

て、年間 80 人程度の若手研究者を受け入れ、育成を行う。  

【年

(95 名 ) (カッコ内は平成 16 年度実績 )  
XA 制度による受入  

 
XA 制度による受入者の学会等における発表状況及び特許出

に増加しており、次世代の研究開発を担う人材の育成

 
２） 人

前年度に引き続き 150 名を超える交流を実施し、産学官の適切かつ
効

研

:  35 名 (34 名 )  
名 )  

９．産業界

（１） 産

【中期計

宇宙開 国の経

会特別研究員等の外部の若手研究者を受け入れ、人材を育成する制

継続・発展させることによって、年 80
月現在

また、客員研究員、任期付職員の任用

活用して内外の大学 (国際宇宙大学 (ISU)等 )、関係機関、産業界等
研究交流を拡大することとし、平成 19 年度までに、大学共同利用機
して行うものを除いた人材交流の規模を年 150 人 (旧 3 機関実績 :平成
年 8 月現在 145 人 )とする。   
計画】  

究員等、外部の研究者を

ることによっ

また、客員研究員、任期付職員の任用、研修生の受入れなど、各種の枠

組みを活用して内外の大学、関係機関、産業界等との研究交流を拡大する

こととし、大学共同利用機関として行うものを除いた人材交流の規模を年

間 150 人とする。  
度実績】  
１） 人材育成  

前年度に引き続き 90 名を超える若手研究員を、任期付き研究員とし
て受入れることにより、人材育成、研究交流を弾力的に推進した。  
若手研究員の受入者数 :  91 名
ア） JA

宇宙航空プロジェクト研究員 :  53 名 (50 名 )  
 

イ） 外部研究員の受入 :  38 名 (45 名 )  
•  日本学術振興会特別研究員 :  12 名 (11 名 )  
•  日本学術振興会フェロー :  4 名 (  5 名 )  
•  共同研究を行う若手研究員等 :  22 名 (29 名 )  

JA
願数は、着実

に貢献している。  
•  論文発表数 :  海外 130 件 (33 件 )、国内 185 件 (112 件 )  
•  特許出願数 :  10 件 (8 件 )  

材交流  

率的な連携を推進した。  
究交流者数 :  157 名 (163 名 )  
•  研究機関及び民間企業への職員の派遣

•  大学、研究機関などからの受入 :  122 名 (129
 

、関係機関及び大学との連携・協力の推進   
学官による研究開発の実施   
画】  
発利用の拡大、航空産業技術基盤の強化等を通じて、我が
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済活性化 、産学官連携の中核となる組織を設け

るとともに、連携により行う研究開発業務の拠点を設ける。また、研究開

発 ては以下の例をはじめとして産学官連携により効果的・

効率的

関係 の検討を実施する。   
•  H-Ⅱ 産業界との共同開発   
•  温室効 用機関と

の連携

•  準天頂衛星の搭載機会を活用した高精度測位実験システムの開発   

部において、連携により行う研究開発業務の拠点の設置準備

と

【

17 年 7 月 )を開催した。衛星の競争力強化策、新たな
計 4

界と連携・協力した ALOS(だいち )ミッションキャンペー

普及啓発活動として承認され、ALOS 打上げ
ト機体壁面にも、シンボルマークとして「エコマーク」の掲

の理解増進・普及啓発活動を実施した。具体的

を国産ポータルサイト「goo」内に開設
し

 
イ）

 
２） 

中 る宇宙開発利用の機運が高まっている関西地区に、

主に関

関西

州地

 
 

に貢献することを目指して

の実施にあたっ

に実施する。通信・放送分野等の新たな研究にあたっては利用者や

機関と協力してミッション

A ロケットの能力向上における
果ガス観測技術衛星 (GOSAT)プロジェクトにおける利
・協力   

•  国産航空機、エンジンの開発における連携・協力   
【年度計画】  

産学官連携

既存拠点の運営を行う。  
年度実績】  
１） 産学官連携部による施策の推進 (I .2. (1)項関連 )  

産学官による研究開発の実施、宇宙への参加を容易にする仕組みの

運営、技術移転及び大型試験施設設備の活用促進を計画に基づき、以

下のとおり実施した。  
ア） 産学官連携会議の運営  

産業界と宇宙開発利用に係る将来の目標を共有するため、産業連

携会議 (平成
衛星利用方策等について産業界と意見交換 (平成 17 年 9 月より
回 )を行った。  
産業

ンを実施した。このキャンペーンは、 (財 )日本環境協会が推進して
いる環境保全に関する

ロケッ

出を行った。  
環境経営に取り組む企業やロケット打上げ、日本の宇宙開発を応

援する企業・団体の関係者と連携・協力して、宇宙開発を通じた地

球環境への貢献など

には、オフィシャルサイト

た。カシオ計算機との協力でカウントダウンディスプレイを種子

島宇宙センターに設置するなど民間企業との新たな協力関係を構

築した。  

 年間 400 件以上の共同研究の実施  
数値目標の年間 400 件に対して、438 件の共同研究を実施した。 

連携により行う研究開発業務拠点の設置準備及び既存拠点の運営  
小企業群によ

西地域の中小企業等の宇宙開発活動を支援する目的で設置した

サテライトオフィスの運営を行った。浜松地区、諏訪地区、北九

区など新たな地域等と技術交流を実施した。  
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（２） 宇

【中期計

我が国経済の活性化等を目指して、宇宙開発利用の拡大、宇宙発の新産

業創 。   
•  積極的

利用分野に精通した人材の招へいや、地域拠点の整備を行うなど、利用

仕組

•  中

用

•  新 関を中心に大学・研

究機関・産業界がチームを作って活動する。   
•  中小型衛星やピギーバック衛星を活 て容易かつ迅速に宇宙実証を行

企業をはじめとして、産業界が保有する技術を活

関を中心に大学・研

かつ迅速に宇宙実証を行

【年

点の運営及びコーディネータの配置  

め、延べ 186 件の対応

 

共同研究を実施した。民間資金の導入を目的

トと民間投資家 (約 30 名登録 )との交 場を提供する新たな

など、制度内容の充実

を

ョン提

供の足掛りを作ることができた。  

宙への参加を容易にする仕組み   
画】  

造に向けた仕組みを、次のとおり構築する

に産業界、関係機関が有するニーズの収集活動を行うほか、各種

ニーズを収集し外部の者と協力して宇宙・航空利用の拡大を図っていく

みを整備する。   
小企業、ベンチャー企業をはじめとして、産業界が保有する技術を活

して宇宙応用化等を目指す制度等を構築する。   
しい発想で新たな宇宙利用を開拓するため、新機

用し

える仕組みを整備する。   
【年度計画】  

我が国経済の活性化等を目指して、宇宙開発利用の拡大、宇宙発の新産

業創造に向けた仕組みを、次のとおり構築する。  
•  関西地区の地域拠点として、関西サテライトオフィスを運営する。また、

コーディネータの活用や地域での活動への協力など、宇宙航空の利用の

拡大を図るための仕組みを整備する。  
中小企業、ベンチャー•  

用して宇宙応用化等を目指す制度を運営する。  
新しい発想で新たな宇宙利用を開拓するため、新機•  

究機関・産業界がチームを作って活動するための仕組みを運営する。  
中小型衛星やピギーバック衛星を活用して容易•  

える仕組みを整備する。  
度実績】  
１） 地域拠

関西サテライトオフィスでは、専門コーディネータ 2 名を配置し、
地域の中小企業や大学などの相談、取材等を含

を行った。東大阪宇宙開発協同組合が検討している小型人工衛星の開

発に対して、技術移転の枠組みを構築し、技術支援を行った。  

２） 宇宙応用化等を目指す制度の運営及び新たな発想により宇宙利用を

開拓する仕組みの運営  
宇宙オープンラボ制度は、シンポジウムや地域のセミナーなどの普

及活動を積極的に実施した結果、Web登録者が約 550名 (前年度比 20%
増 )となった。特定のビジネスを追求する 96 ユニットを運営し、この
中から採択された 23 件の
にユニッ 流の

サービスを立ち上げ、交流会を初めて開催する

図った。  
これにより、以下のとおり、将来の民間ビジネスへの布石を打った。

また、宇宙応用化に向け各本部がプロジェクトとして採用する一歩手

前まで基礎研究が着実に進み、民生技術による技術ソリューシ
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•  衛星データを利用した水稲被害算定モデル、災害監視・分析モデル

等と実地調査とのデータ比較・確認を行うことにより、利用省庁・

小型衛星の打上げ・軌道上実証の実施により、低コスト・

 

開催した。非宇宙分野の企業関係者

を

ス番

あっ

の中

ト

提言

 
３）

の

JAXA 外の小型衛星の迅速かつ容易な打上げ機会の提供に向けた検

討

 
（３）

【中期

機構

を民

専門

(旧 約 90 件 /年 )とするとともに、特許内容を
データベースとして公開し、保有技術の説明会などを実施することにより

特

大 験施設設備、風洞試験施設設備等について、民間企業等によ

る利用

備供

約 4 る。   
年度計画】  

出願件数を年間 110 件以上
に、特許内容のデータベースの公開、保有技術の説明会の実

施

自治体も期待する程度の将来ビジネスにつながるデータを取得  
•  国際宇宙ステーション内に搭載した高精細カメラを利用した宇宙映

像専門ベンチャーが起業し、初めての宇宙 CM の撮影・放映を実現  
•   耐放射線、耐熱に優れた窒化ガリウム材料による宇宙電子・光デバ
イス開発に向け、世界最高水準のデータを取得  

•  世界最薄の膜厚フィルムの開発に成功し、プロジェクトへ研究移管  
•  1kg 級超
迅速な宇宙実証・利用プロセスを確立  

宇宙ビジネスへの関心を喚起し、一層の参加を促すため、産学官連

携シンポジウム (平成 18 年 1 月 )を
含む約 650 名 (初参加者が半数以上 )が参加した。テレビ東京ビジネ
組特集など 47 媒体で報道され、広告費換算で約 3.8 億円の効果が
た。  

宇宙利用活性化に向けた官民関係の再構築と JAXA の役割について
長期的な戦略について、有識者による研究会を運営し、官民パー

ナーシップの新しい在り方、民の宇宙事業への支援策などについて

をとりまとめた。  

 中小型衛星やピギーバック衛星を活用した宇宙実証を行える仕組み

整備  

を継続的に実施し、打上げ機会の提供に関する具体的な手続きなど

の検討を行った。  

 技術移転及び大型試験施設設備の活用   
計画】  
の研究開発成果の民間移転を促進するために、機構の研究開発成果

間企業が有効に活用するための共同研究等の制度の拡充を行う。また、

家を活用して特許等を発掘し出願件数を平成 19 年度までに年 120 件
3 機関実績 :過去 5 年間の平均

許等の活用の機会を増大する。   
型環境試

を拡大するため、利用者への情報提供、利便性の向上を行い施設設

用件数を平成 19 年度までに年 50 件 (旧 3 機関実績 :過去 5 年間の平均
0 件 /年 )まで増加す

【

専門家を活用して特許等を発掘し、特許等の

とするととも

などにより、特許等の活用の機会を増大する。また、機構の知的財産を

活用した事業化に必要な追加研究を産業界等と共同で行う。  
また、大型環境試験施設設備、風洞試験施設設備等について、民間企業

等による利用を拡大するため、利用者への情報提供、利便性の向上を行い
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施設設備供用件数を年間 50 件以上とする。  
年度実績】  【

１

区において開催した。知的財産に関するセ

開催して職員の知的財産に関する意識変革・知識習得を図っ

 

暮らしのなかの宇宙  SPIN OFF」、「暮らし
レビ、

ラ

 
３ 用した事業化に必要な追加研究の産業界等との

共同実施  

進 を運営し、9 件のテーマについて企業と共同で研究を実施した。
特 と

積極的に機構成

利用許諾件数は

断熱材技術を用

を集めた他、ス

教材として採用

用いた商品が徐々に浸透し始めている。  

施設設備の民間利用を促進するため、供用制度について利

用

オフィスに整備した熱真空チャンバを平成 18 年度
か

 

） 専門家の活用等による特許等の出願の促進  
3 人の特許コーディネータ及び外部技術移転機関、顧問弁理士等の専

門家を活用して知的財産の創造促進・活用促進・管理に関するセミナ

ーを筑波・調布・相模原地

ミナーを

た。筑波・調布・相模原地区で顧問弁理士による特許相談日を開催し

て適切な権利化に努めた。  
これらの結果、特許等の出願件数は年度目標の 110 件に対して 113

件となった。  

２） 特許内容の DB 化、保有技術の説明会等による特許等の活用機会の
増大  
冊子「

の中にいきる日本の宇宙技術」を発行した。テ

ジオ、新聞等各種媒体で報道 (計 10 件程度 )される
など、スピンオフの普及啓蒙に貢献した。各地域の商

工会議所等との連携の下で講演活動を行い、日本の宇

宙技術の他産業での利用可能性に関する啓蒙、機構の

成果活用促進への取り組みを紹介し、特許等の活用機

会の増大を図った。  

） 機構の知的財産を活

機構の知的財産を利用して事業化を図る企業を支援する成果活用促

制度

許コーディネータや外部技術移転機関等を活用し

JAXA シーズをマッチングさせた事業提案を行う等、

果の活用促進に努めた。これらの活動の結果、新規の

41 件となった。  
平成 16 年度に利用許諾したロケットフェアリング

いた建築用断熱材が順調に売上を伸ばし、業界で注目

ターリングエンジン教材用キットが高校の物理授業の

される等、機構技術を

、企業ニーズ

４） 大型環境試験施設設備、風洞試験施設設備等の民間利用  
大型試験

者向け HP の改善、民間の国産旅客機開発に向け遷・超音速風洞の
利用効率向上を図るため、高圧空気製造圧縮機を 2 倍程度に増設する
等、利用者の利便性向上に努めるとともに、外部向けセミナー等での

制度紹介を実施して、新規利用者開拓に努めた。この結果、供用件数

は年度目標の 50 件を上回る 67 件となった。  
関西サテライト

ら供用するための環境整備を行った。  
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５

ら継続

的に計測を実施していた「産業・経済的側面」及び「技術的側面」に

側面」に

お

 
（４）

【中期

全 有機的かつ多様な形で

の共同 宇

ミッ 体等による小規模ミッショ

ン、宇宙環境を利用した科学研究、将来の宇宙科学ミッションのための観

測 研究を推進する。   
【年度計

全

の共

ミッ

ン、 ンのための観

測技術等の基礎研究を推進する。  

学評議会、運営協議会の開催  

 
同利用システムによる研究の推進  

グループへ経費の支援を実施した。  
討段階では、それぞれの計画に参加する全国の研究者のワー

全国の研究者のプロジェクトチーム活動

を れ 施設・設備を、全国の

研 に基づ

いて運営していく委員会 外部研究者からなる

宇宙理学委員会を年 4 回、宇宙工学委員会を年 3 回及び宇宙環境利用
。  

 
10．成
【中期

機構

業務 研

） その他  
宇宙開発利用がもたらす社会・経済波及効果のうち、以前か

加え、今回、初めて、これまで計測が困難とされた「社会的

いて国民が享受する便益について貨幣価値化し、定量的尺度で示す

調査・分析を実施し、波及効果分析の体系化を図った。  

 大学共同利用システム   
計画】  
国の大学や研究機関に所属する関連研究者との

活動を行う研究体制を組織して、科学衛星・探査機による 宙科学

ション、大気球・観測ロケット、小型飛翔

技術等の基礎

画】  
国の大学や研究機関に所属する関連研究者との有機的かつ多様な形で

同活動を行う研究体制を組織して、科学衛星・探査機による宇宙科学

ション、大気球・観測ロケット、小型飛翔体等による小規模ミッショ

宇宙環境を利用した科学研究、将来の宇宙科学ミッショ

【年度実績】  
１） 宇宙科

以下のとおり開催した。  
•  宇宙科学評議会  :  平成 17 年 4 月、7 月  
•  宇宙科学運営協議会 :  平成 17 年 4 月、6 月、9 月、12 月、  

平成 18 年 3 月  

２） 大学共

開発中のプロジェクトを確実に実行し、プロジェクト間に重要事項

を調整するため、各プロジェクトの代表からなる宇宙科学プログラム

会議を概ね毎月 1 回開催した。  
また、衛星等の飛翔体を用いた宇宙科学プロジェクトに対し、基礎

技術開発では、全国の研究者の

計画検

キンググループ活動を支援した。  
計画開発・運用段階では、

支援した。また、そ らの活動を行うための

究者の共同利用に供した。それらの活動を全国の研究者の声

として、約半数の委員が

科学委員会を、それぞれ年 2 回程度開催した

果の普及・活用及び理解増進   
計画】  
の事業の成果や知的財産を広く普及しその活用を図るため、機構の

の成果を学会発表、発表会の開催等の手段により公表する。また、
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究・技

年度 ベースとして整備し公開する。   
機構

より

する

活用

•  ホ

月 旧 3 機関実績 :平成 15
年 8 月現在同規模 )以上を確保する。   

ホームページに掲載するとともに、

より国民に最新の情報を届けるメールサービスを実施する。

は

ぐ

う。   

•  

•  

【年

確保し国民の理解を増進するとともに、宇宙活動に対

活

•  質及び量 (23,000 ページ程度 )を維持し月間アクセス数

するとともに、

 
事業などについて、ネットワークを活用して国民の参画意識

 

育

術報告、研究・技術速報等を毎年 100 報以上 (旧 3 機関実績 :平成 14
約 80 報 )刊行するとともにデータ
の行う事業の状況や成果を正確にかつ分かりやすく伝達することに

業務の透明性を確保し国民の理解を増進するとともに、宇宙活動に対

国民の参画を得るための窓口として、特にインターネットを積極的に

する。   
ームページの質及び量 (23,000 ページ程度 :旧 3 機関実績 :平成 15 年 8
現在同規模 )を維持し月間アクセス数 400 万件 (

•  最新情報をいち早くニュースとして

E メールに
さらに、ホームページ読者との双方向性を意識した理解増進活動を行う。  

•  人工衛星などの愛称をインターネットを通じて募集するなど、ネットワ

ークを活用して国民の参画意識を高める活動を実施する。   
人類の未知への挑戦と知的資産拡大への取組みについて正しい認識を

くむため、教育現場等へ年 200 件 (旧 3 機関実績 :平成 14 年度 184 件 )
以上の講師を派遣し、次世代を担う青少年への教育支援活動を行う。また、

以下の例をはじめとする、青少年等を対象とした各種の体験・参加型のプ

ログラムを行

•  小中学生向けの基礎的な学習や実験 (コズミックカレッジ等 )、高校生や
大学生向けの現場体験 (サイエンスキャンプ等 )といった、年代別の体験
型プログラム   

•  教育者を対象とする理解増進プログラム   
宇宙科学の最先端を担う科学者による講演 (宇宙学校 )   
国際宇宙ステーションとの交信等を利用した教育、スペースシャトルや

国際宇宙ステーション搭載実験機会の利用といった参加型プログラム   
度計画】  
機構の事業の成果や知的財産を広く普及しその活用を図るため、機構の

業務の成果を学会発表、発表会の開催等の手段により公表する。  
また、研究・技術報告、研究・技術速報等を年間 100 報以上刊行する。 
機構の行う事業の状況や成果を正確にかつ分かりやすく伝達することに

より業務の透明性を

する国民の参画を得るための窓口として、特にインターネットを積極的に

用する。  
ホームページの

400 万件以上を確保する。  
•  最新情報をいち早くニュースとしてホームページに掲載

E メールにより国民に最新の情報を届けるメールサービスを実施する。
さらに、ホームページ読者との双方向性を意識した理解増進活動を行う。

•  機構の行う

を高める活動を実施する。  

人類の未知への挑戦と知的資産拡大への取り組みについて正しい認識を

むため、教育現場等へ年間 200 件以上の講師を派遣し、次世代を担う青
少年への教育支援活動を行う。また、以下の例をはじめとする青少年等を

対象とした各種の体験・参加型プログラムを行う。  
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•  小中学生向けの基礎的な学習や実験 (コズミックカレッジ等 )、高校生や

•  

•  

 
以 以下の活動を行う。  
•  平成 16 年度に策定した JAXA 長期ビジョンについて積極的に活動を展

と、ペンシルロケッ

•  る理解を広めるため、新たな広報媒体の利用を検討する。 
が望まれているところであり、

らの活動の一層

年度実績】  

た。71 件 (内主催 53 件 )件のシンポジウム等を開催し成果の普

 

万件以上の確保  
ページのページ数の推移は、以下のとおりである。  

 6 月  7 月  8 月  9 月  

大学生向けの現場体験 (サイエンスキャンプ等 )といった、年代別の体験
型プログラム  

•  教育者を対象とする理解増進プログラム  
宇宙科学の最先端を担う科学者による講演 (宇宙学校 )  
国際宇宙ステーションとの交信等を利用した参加型プログラム  

上に加え、平成 17 年度は、

開する。  
•  平成 17 年度は、STS-114(野口ミッション )、H-IIA ロケットの打上げ
等、各プロジェクトにおける大きなイベントが予定されていること、愛

知万博、IAC 等の世界的な行事が国内開催されるこ
ト 50 周年に当たること等、大きな広報効果が期待される機会を捉え、
積極的に広報活動を展開する。  
宇宙航空に対す

•  青少年向けの各種の体験学習の一層の拡充

これに対応すべく、宇宙教育センターを立ち上げ、これ

の充実を図る。  
【

１） 成果の発表  
学会等への発表及び論文誌・雑誌等へ 3,188(昨年度 3,655)件の投

稿を行っ

及・活用に努めた。  
JAXA 技術報告書等の出版内容を提供するホームページを運用し、

月平均 800 件以上の利用があり、成果等の普及に貢献した。  
JAXA 技術報告書を 102 報出版した。  

２） 国民の理解増進及び宇宙活動に対する国民の参画窓口としてのイン

ターネットの積極的活用  
ア） ホームページの質と量 (23,000 ページ程度 )の維持、月間のアク
セス数 400
ホーム

4 月  5 月
39,254 41,102 38,480 38,493 40,573 41,441
10 月  11 月  12 月  1 月  2 月  3 月  
40,912 40,250 42,838 43,649 45,786 45,912

 
ホームページの月間アクセス数の推移は、以下のとおりである。  

4 8 月  9 月  月  5 月  6 月  7 月  
8 ,026 ,667   6 ,279 ,762   6 ,066 ,425  9 ,816 ,546  12 ,119 ,974   8 ,846 ,157  

10 月  11 月  12 月  1 月  2 月  3 月  
8 ,9 6 ,490  9 ,865 ,402  11 ,158 ,779    9,049 ,28472 ,938   13 ,304 ,187   9 ,52

 
ページ数は、年間を通じて、40,000 ページ前後を推移するとと

5 件でもに、月間アクセス数も目標を上回り、最低でも 6,066,42
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あった。 にとっ 使 いホームページを目指し、

ー に着 。  
 

新情 、 ービ  
300 件を超えるプレスリリースを実施し、ホームページ掲載及び

メ

ジンを ,000 ア スに発 。  
 

 ホー ジ読者 方向理解増進活動

者

た そのうち、540 件は、JAXA への意見であった。主な意見につ
い

ホームページ上で理事長自らの言

葉で答えるページを作成した。  
 

エ）

る 1 次審査を行い、10
曲を選定し、さらに、一般審査員による 2 次審査をホームページ上

った。最終グ

ラ

して のサイトから配信された。  

、「だいち」と命名 )。その他、「宇
宙の日」に関連した「作文、絵画コンクール」の作品募集を行った。  

イトのみならず、

検

 
３） 

ラ

「

充実 、その体系化

を行い

動、

ア

成

ユーザ て、更に いやす

リニュ アル作業 手した

イ） 最 報の掲載 メールサ スの実施

ールサービスを約 13,000 アドレスに対して実施した。メールマ
ガ 約 16 ドレ 行した

ウ） ムペー との双  
ホームページ読 からの問合せに対して 2,114 件の対応を行っ
。

ては、イントラネットホームページに掲載し、JAXA 内への展開
を図った。  

4月に開催した JAXAシンポジウムにおいて長期ビジョンに対し
ていただいたご意見に対しては、

 愛称募集などの国民の参画意識を高める活動  
平成 16 年 12 月から「JAXA 宇宙の音楽募集キャンペーン」を

実施した。応募総数 673 件から専門家によ

で実施 (平成 17 年 5 月 16 日～6 月 3 日 )し、4 曲に絞
ンプリの選考は、愛・地球博 (愛知万博 )の会場で実施し、約 400

名の来場者を得るとともに、民間プロバイダーによるインターネッ

ト中継も実施し、多数のアクセスを得た。選定された曲は、携帯電

話の着メロと も民間

インターネット等を活用し、｢はやぶさ｣のイトカワ着陸地点の名

称 (応募総数 2,146 件 )、ALOS の愛称 (応募総数 4,436 件 )を募集し
た (それぞれ「はやぶさポイント」

「だいち」の 上げの際 JAXA の Web サ打 には、

索サイト、新聞、携帯のサイトなどで、映像を配信した。新聞の

サイトには、サイエンス分野では異例の約 11 万件のアクセスがあ
った。  

教育支援活動及び青少年等を対象とした各種の体験・参加型プログ

ム  
宇宙分野における将来の国づくり」への貢献として、人づくりの

を図ることを目的に、宇宙教育センターを立ち上げ

、活動事業の展開・推進を行った。 (教育支援活動、教育実践活
情報発信活動、学生支援活動及び国際協力活動 )  
） 教育支援活動  
学校及び教員等と連携し、各学校・生徒に合わせた授業計画の作

・教材開発・授業展開を支援した。(小学校 1 校、生徒数 30 名、
授業時間計 11時間。中学校 5校、生徒数 1,158名、授業時間計 79
時間。高等学校 14 校、生徒数 355 名、授業時間計 115 時間 )  
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教育現場等へ約 390 件の講師派遣を実施し、講演会・授業等を実
施した。  

 
教育実践活動  

コース (小 5～中
、参加者計 565 名 )、アドバンストコース (小 6

タ

3 箇所 (各 2 泊 3 日 )、参加者計 58 名 )  
 

ミッション (きみっしょん )」  (高校生・専門学校

 
•  

、参加者計 213 名 )  

するためのワークシ

ョップ (SEEC)」に小･中･高の教師 5 名の派遣  

•  

,329 名 )及び「宇宙科学講演と映画の会」 (青少
年・一般、東京 (1 日 )、参加者計 345 名 )  

•  と共同で ISS 長期滞在クルーとの
直接交信を含む第 7 回宇宙授業 (平成 18 年 1 月 10 日実施、高校

イ） 

小・中・高校生及び教育関係者を募集し、それぞれの年代に応じ

た独自の段階的プログラムを設定して、以下の活動を実施した。  
•  「コズミックカレッジ」のキッズコース (小 1～小 4、全国 6 箇
所、参加者計 600 名 (親子 ) )、ファンダメンタル
2、全国 10 会場
～中 3、1 会場 (5 泊 6 日 )、参加者計 65 名 )及び高校生コース (高
校生、1 会場 (2 泊 3 日 )、参加者計 43 名 )  

 
•  「サイエンスキャンプ」 (高校生・専門学校生、筑波宇宙セン
ー、航空宇宙技術研究センター及び角田宇宙推進技術研究セン

ターの

•  「君が作る宇宙

生、相模原キャンパス (4 泊 5 日 )、参加者計 28 名 )  
 
•  「スペーススクール」 (高校生・大学生、種子島宇宙センター (3
泊 4 日 )、参加者計 29 名 )  

東京事務所において延べ 150 校の修学旅行生計 1,733 名を受け
入れ、学校毎に 1 時間～1 時間半の講義  

 
•  「コズミックカレッジ」のエデュケータコース  (3 日コース、1
箇所 (2 泊 3 日 )、参加者計 70 名。1 日コース、全国 6 箇所、参
加者計 279 名 )  

 
•  「教育委員会との連携」としての教員研修 (1 箇所、参加教員計

10 名、授業時間計 15 時間 )  
 
•  「科学教育ボランティア向けの授業」としてのリーダーズセミ

ナー (全国 9 箇所 (各 2 日間 )
 
•  学校の理科教育への積極的な宇宙の利用を図るため、米国ヒュ

ーストンで開催された「宇宙を教育に利用

 
「宇宙学校」(青少年・一般、東京、福井及び長崎の 3 箇所 (各 1
日 )、参加者計 1

 
広島県立広島国泰寺高等学校

の生徒とその保護者ら約 400 名が参加 )  
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ウ） 情報発信活動  

者に

 
エ） 学生支援活動  

年

議 ( なセッションに参加

させ、各国学生との交流を図った。  
 

オ） 

海 宇宙教育会議 (ISEB)
の設立に係る取り決めを締結し、今後の国際協力による教育活動推

整備した。  
 
４） 

ア） 長期ビジョンの積極的な広報  
は、特設ページを設け紹介した。  

各地において市民との対話を実施するタウンミーティングにお

ったほか、筑波宇宙センター特別公開 (秋 )におい
て

 
イ 動の展開  

STS-114 ミッションでは、事前広報活動として、トレインチャン
ポスターの駅貼り等新たな取組みを実施した。

映像を街頭ビジョンで放映した。

野 で開催、筑波

宇

前記の活動で開発・製作した各種教材や活動内容等を他の教育

提供することを目的に、ホームページを順次整備した。  

大学生や学生団体の知識習得活動への支援活動として、平成 17
10 月 17 日～21 日の間、福岡で開催された第 56 回国際宇宙会
IAC)に、99 名の学生を派遣した。さまざま

国際協力活動  
外宇宙機関の NASA、ESA、CSA と国際

進の為の枠組みを

更なる活動  

ホームページで

長期ビジョン関連の書籍を 2 冊出版し、それぞれ約 1,500 冊ずつ
が取次店を通じ全国の書店に展開された (ネットでも販売 )。なお、
公立図書館での所蔵が確認されている (例 ;世田谷区、港区、札幌市、
鹿児島市他、多数 )。  

いて意見交換を行

も、役職員による講演を実施した。  

） イベントを活用した広報活

ネルでの映像発信、

STS-114 の打上げに際し、ライブ
口宇宙飛行士の帰国報告会を出身地の茅ヶ崎、東京

宙センターの特別公開においても実施した。  
 

  
STS-114  Return  t o  F l igh t  

JR山の手線のトレインチャンネル  
で広報映像を放映  

銀座アルタビジョン  
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ロケットの打上げ時には、解説つきのライブ中継を実施し、昨年

に 民間サ

イトでは、若者の関心を喚起するこ

ット 8 号機打上げからは AP 通信、ロ
ペンシルロケット打上げから 50 周

トフェスティバルを開催した。ペンシ

験を行ったほか、初めて、民間企業

イベントとなった。  
愛知万博では、万博協会と共 で「宇宙、地球、そして未来」と

題し 大模型の展 講演、

研究 及び 等を行い、多くの来場者を得た。  
 

ウ） 新たな広報媒体の利用の検討  

で

 
エ

・改善に以下のとおり着手した。  

•  スポークスパースンによるプレス対応の開始。  
開催 )他、役職員担当者向け研修

 

•  JAXAi マンスリートーク等を開始。  
 

大を以下

の

•  

(ALOS)の

•  備計画を作成するため、事業所の展示室調査を実

施。  
 

ｄ）

•  17 年 4 月、石川県金沢市 )、第 5 回 (平成 17 年

•  過去 5回のタウンミーティングの統括と今後の進め方を検討

引き続き、街頭ビジョンや イトでの配信を行った。携帯サ

とができた。また、H-IIA ロケ
イター通信でも配信された。 
年を記念し、ペンシルロケッ

ルロケットの水平発射再現試

等の協力も得て、広がりのある

催

て 物

者

イベントを実施した。実 示、宇宙飛行士の

技術者による講演

 

新たな広報媒体の利用としては、前述のとおり、STS-114 の事
前広報活動でのトレインチャンネルの利用のほか、「だいち」打上

げ前にも広報映像を新宿・銀座の街頭ビジョン、名古屋市内の駅構

内で放映した。民間サイトの利用、異分野の情報誌 (音楽情報誌等 )
の発信、書籍の出版などを実施した。  

） その他の活動  
ａ）報道対応の強化

•  理事長定例記者会見の新設。(平成 18 年 1 月より、毎月実施
した。記者会見内容は、新聞各社でとりあげられている。 )  

•  記者懇談会、論説懇談会などの実施。  

•  メディアトレーニング (3 回
の実施。  

ｂ）新たな普及活動を以下のとおり推進した。  
•  平成 16 年度末に創刊した JAXA 機関誌「JAXA´s」を年間

6 回発行。  

ｃ）宇宙航空研究開発活動に係る事業所の展示事業の拡

とおり図った。  
H-II ロケット 7 号機及び CFT 機体の筑波及び種子島におけ
る展示構想の検討。  

•  従来種子島展示館には無かった大型の人工衛星

EM 展示を実施。  
展示室の整

タウンミーティングの開催及び位置付けの明確化を行った。  
第 4 回 (平成
8 月、北海道帯広市 )を開催した。  
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し、国民との直接対話の場として、今後もより積極的に開催

をすることとした。  
 
11．国際協力の
【中期計画】  

宇宙科学研 学技術における基礎的・基盤的研究開発

及び人工衛星

をはじめとす 互利益をもたらし、我が国の国際的地位に相応しい国

際協力を推進する。   
•  地球観

•  国際宇宙ス

•  科学衛星の国 協力   
また、国際

ジウムを開催

【年度計画】  
宇宙科学研究、航空及び宇宙科学技術における基礎的・基盤的研究開発

ケット等の開発等の事業の実施に際しては、以下の例

る、相互利益をもたらし、我が国の国際的地位に相応しい国

際

観測プロジェクトにおける協力  
アジア太平洋地域宇宙機関会議

同委員会の開催、日

第 56 回国際宇宙
会

【

せて記載  
 
12
【

宇宙開発委員会が策定する指針等に従い打上げ等の

【年

に従い打上げ等の

安

【

請等を行うとともに、以下のとおり受託打上

星の打上げ等の安全確保を的確に実施した。  
打上げ  

(株 )ロケットシステムからの受託契約に基づき、機体製作に関する安
や不具合時の技術支援を行い、安全上の問題のな

認すると共に MTSAT-2 用ロケットの打上げに係わる安全

、発射整備作業を実施した。打上げ時には、カウン

推進   

究、航空及び宇宙科

及びロケット等の開発等の事業の実施に際しては、以下の例

る、相

測分野における各国との協力   
テーション計画に係る参加国との協力   
際共同観測プロジェクトにおける

協力の推進を図るため、宇宙航空関連国際会議、国際シンポ

する。   

及び人工衛星及びロ

をはじめとす

協力を推進する。  
•  地球観測分野における各国との協力  
•  国際宇宙ステーション計画に係る参加国との協力  
•  科学衛星の国際共同

また、国際協力の推進を図るため、

(APRSAF)、日仏シンポジウムの開催、JAXA-ASI 合
/ESA 行政官会合、第 15 回国連 / IAF ワークショップ、
議の開催支援等を行う。  

年度実績】  
  VIII.3 と併

．打上げ等の安全確保  
中期計画】   
国際約束、法令及び

安全確保を図る。   
度計画】  
国際約束、法令及び宇宙開発委員会が策定する指針等

全確保を図る。  
年度実績】  
国が定める「ロケットによる人工衛星の打上げに係る安全評価基準」等

に基づき、高圧ガス等法定申

げ、JAXA 衛
１） 民間より受託した

全要求等に係る監督

いことを確

評価を実施した。また、射場整備作業においては安全を確保しつつ組

立整備作業の支援
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トダウンの総合指揮を行い、安全上問題なく打上げを実施した。  

政府からの受託衛星の打上げ  
ロケット 8 号機 (ALOS)、M-V ロケット 6 号機 (ASTRO-EII)･

V ロケット 7 号機 (SOLAR-B)、H-IIA 10

 
13．リ
【中期

事

【年度計画】  
各 、各階層に応じたリス

ク管理

また、

の解消 /軽
【年度実

１）

平

発業 ・体制の検討結果に基づき、「より確実なミッ

ションサクセスに向けた改革」に向けて、平成 17 年度は次の取り組み
 

が確実にプロジェクトレビューを実施するため、「プロジェク

 
等にプログラムシステムズエンジニアリング室を新設すると

ジェクトを組織横断的に支

」等において、リスク管理をシステムズ

ニアリングの重要な要素と位置付け、SE プロセスの標準化

 
２

たるリスク管理を総合的・効果的に行うため、JAXA
総

•  合リスク対応チー

•  

 

 

 
２） JAXA 衛星、

•  H-IIA
8 号機 (ASTRO-F)の打上げに係わる安全評価を行うとともに、射場
整備作業における安全確保に努め、安全上問題なく打上げを実施し

た。  
•  今後打ち上げる予定の M-
号機以降のロケット機体については、機体製造に係る安全プログラ

ム活動を実施した。  

スク管理   
計画】  
業の実施にあたってはリスク管理を実施する。   

プロジェクト、各本部等は、事業の実施にあたり

を実施し、事業の確実な遂行に努める。  
経営企画部を中心に機構全体にわたるリスク管理を実施し、リスク

減に向けた対応を行う。  
績】  
 各階層に応じたリスク管理の実施及び事業の確実な遂行  
成 16 年度の宇宙・航空事業に伴うリスクの識別、対処のための開
務の具体的プロセス

を実施した。

•  経営層

ト進捗報告会」を設置し、定期的に運営した。

•  各本部

ともに、本社管理部門にチーフエンジニア及びシステムズエンジニ

アリング推進室を設け、プログラム /プロ
援する体制を強化した。  

•  「SE プロセス検討委員会

エンジ

の検討を進めている。  

） 機構全体にわたるリスク管理の実施及びリスクの解消 /軽減に向け
た対応  
機構全体にわ

合リスクマネジメントの実施方針を定め、次を実施した。  
総合リスクマネジメント統括 (CRO)等の設置、総
ムの設置及び「リスク管理表」を制定し、リスク管理に係る責任体

制を明確化した。  
「総合リスクマネジメント実施マニュアル」を制定し、リスク管理

に係る手順を明確化した。

•  「リスクマップ」を作成し、機構全体にわたるリスクを把握した。  
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３） 

平成 17 年度は、主に以下の機構全体のリスク管理対象に対し、危機

O-EII/M-V ロケット 6 号機打上げ  
•

•  

•  0-36 号機打上げ  

•  9 号機打上げ  

 

その他  

管理室及び関係本部等が協力し、危機発生時の対応の準備を行った。  
•  ASTR

 STS-114/野口ミッション  
•  OICETS/INDEX 打上げ  
•  はやぶさ小惑星接近  
小型超音速実験機打上げ  
観測ロケット S-31

•  ALOS/H-IIA ロケット 8 号機打上げ  
MTSAT-2/H-IIA ロケット

•  ASTRO-F/M-V ロケット 8 号機打上げ  
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Ⅲ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画  
１．予算  

（単位：百万円）  
区分  予算額  決算額  差額  

収入  
運営費交付金  
施設整備費補助金  
国際宇宙ｽﾃｰｼｮﾝ開発費補助金  
地球観測衛星開発費補助金  
受託収入  
その他の収入  
 

計  

131,411

8,494

33,227

3,555

48,042

619

225,348

 

131,411 

9,239 

31,850 

3,478 

32,817 

695 

 

209,490 

0

△   74 4

1,377

77

15,225

△   76

15,858

支出  
事業費  
一般管理費  
施設整備費補助金経費  
国際宇宙ｽﾃｰｼｮﾝ開発費補助金経費  
地球観測衛星開発費補助金経費  
受託経費  
 

計  

123,373

 8,657

8,494

33,227

3,555

48,042

225,348

 

137,409 

7,950 

9,179 

31,731 

3,475 

38,459 

 

228,203 

△ 14,035

708

△   68 5

1,495

80

9,582

△  2,855

 
[注１ ]「受託収入」及び「受託経費」には情報収集衛星に係る収入及び支出
を含む。  
[注２ ]各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。  
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２．収支計画  
（単位：百万円）  

区別  計画額  実績額  差額  
費用の部  
経常費用  
事業費  
一般管理費  
受託費  
減価償却費  
財務費用  
雑損  
臨時損失  

 

174,931

129,001

5,565

21,924

18,441

226

0

0

 

 

145,124 

100,471 

4,865 

14,785 

25,003 

103 

63 

601 

29,807

28,530

701

7,138

△  6,562

  123

△   63

△   60 1

 

収益の部  
運営費交付金収益  
補助金収益  
受託収入  
その他の収入  
資産見返負債戻入  
雑益  
臨時利益  

 

116,443

13,486

21,924

697

19,994

0

0

 

90,042 

13,576 

13,605 

357 

23,888 

1,005 

420 

26,401

△   90

8,319

340

△  3,894

△  1,005

△   42 0

税引前当期純損失  
法人税、住民税及び事業税  
当期純損失  
目的積立金取崩額  
総損失  

 

2,612

13

2,625

－

2,625

2,997 

20 

3,017 

－ 

3,017 

△   38 5

△    7

△   39 2

－

△   39 2

 
[注１ ]厚生年金基金の積立不足額については、科学技術厚生年金基金におい
て回復計画を策定し、給付の削減、掛金の引き上げ等の解消方法を検討した

上で、必要な場合は、人件費の範囲内で特別掛金を加算し、その解消を図る

こととしている。  
[注２ ]各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。  
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３．資金計画  
（単位：百万円）  

区別  計画額  実績額  差額  
資金支出  
業務活動による支出  
投資活動による支出  
財務活動による支出  
翌年度への繰越金  

 

182,385

67,449

2,572

33,082

 

148,002 

82,006 

3,580 

33,890 

34,383

△ 14,556

△  1,009

△   80 8

資金収入  
業務活動による収入  
運営費交付金による収入補助金収入  
補助金収入  
受託収入  
その他の収入  

 
投資活動による収入  
施設整備費による収入  
定期預金の払い戻しによる収入  
その他の収入  

 
財務活動による収入  
 
前年度よりの繰越金  

 

217,600

131,411

36,782

48,228

1,178

40,179

10,179

30,000

0

0

27,709

 

200,515 

131,411 

35,328 

32,583 

1,193 

 

39,249 

9,239 

30,000 

11 

 

4 

 

27,709 

17,085

0

1,454

15,645

△   14

930

941

0

△   11

△    4

0

 
[注 ]各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。  
 
Ⅳ．短期借入金の限度額  

(該当なし) 

 
Ⅴ．重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画  
【中期計画】  

なし  
【年度計画】  

なし  
【年度実績】  
  年度当初に計画された譲渡等の案件はないが、以下の件について、平成

17 年度の独立行政法人評価委員会で審議され、独立行政法人宇宙航空研究
開発機構の重要な財産の処分のための手続きを進めた。  

 
（２） 地球観測センター・鳩山宿舎の譲渡  
１） 処分財産の内容  
ア） 所在  

埼玉県比企郡鳩山町松ヶ丘 1-1-1 
 

イ） 処分対象資産  
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ａ）土 地 (地番 :埼玉県比企郡鳩山町松ヶ丘 1486 番 2) 
•  面 積 2,942.79m 2  
•  地 目 宅地  
•  価 額 96,520,000 円 (平成 16 年度末現在帳簿価額 )  

 
ｂ）建 物  

•  建設年月 昭和 53 年 12 月 (築後 26 年経過 )  
•  内  訳  
宿  舎  
RC4(32 戸、延床面積 2,339.84m 2、帳簿価額 71,101,123 
円 )

  ポンプ室  
  RC1(延床面積 11.25 ㎡、帳簿価額 271,115 円 )  
  物  置  
  S1(延床面積 34.62 ㎡、帳簿価額 825,761 円 )  
 
ｃ）売却 (鑑定評価 )価額等  

鑑定評価額 182,500,000 円  
(内訳 :土地 122,640,000 円、建物 59,860,000 円 )  
 

   ｄ）処分の理由  
利用者数の減少に伴う空室化の進行により、現状の集合住宅

として維持困難であるため売却するものとする。  
 
Ⅵ．剰余金の使途  

(該当なし )  
 
Ⅶ．その他主務省令で定める業務運営に関する事項   
１．施設・設備に関する事項   
【中期計画】  

平成 15年度から平成 19年度内に取得・整備する施設・設備は次のとお
りである。   
施設・設備の内容 :射場・追跡管制、試験設備等の老朽化更新及び宇宙・

航空に関する研究開発設備  
予定額     :31,331 百万円  
財源      :施設整備費補助金   
［注］上記の他、業務の実施状況、老朽度合いを勘案して、施設・設備

の整備をすることができる。   
【年度計画】  

•  衛星系施設の要求適合対策及び空調設備冗長化、小笠原コマンド冗長化

施設整備を実施する。  
•  地球観測センター (EOC)媒体保管室改修、地球観測利用推進センター

(EORC)移転関連施設改修・整備を実施する。  
•  複合材多数本試験設備用建屋の建設、大型風洞用発電設備の整備を実施

する。  
•  相模原キャンパス総合研究棟の建設を実施する。  
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•  各事業所の施設・設備 (発電設備、給水設備等 )の老朽化対策を実施する。 
•  既存施設・設備の維持運営を適切に実施する。  
•  各事業所のアスベスト除去作業を実施する。  

【年度実績】  
１） 施設の整備・老朽化対策の実施  

以下のとおり、施設の整備・老朽化対策について予定どおり実施した。 
ア） 衛星系施設の要求適合対策及び空調設備冗長化、小笠原コマンド冗

長化施設整備  
•  衛星フェアリング組立棟の危険物取扱所としての安全要求適合改

修工事  
•  第 2 衛星試験棟の空調設備冗長化整備  
•  小笠原コマンド設備冗長化に伴う関連施設の整備  

 
イ） 地球観測センター (EOC)媒体保管室改修、地球観測利用推進センタ
ー (EORC)移転関連施設改修・整備  
•  地球観測センター (EOC)の媒体保管室改修及び地球観測利用推進
センターの筑波移転に関連する施設の改修・整備  

 
ウ） 複合材多数本試験設備用建屋の建設、大型風洞用発電設備の整備  

•  航空宇宙技術研究センター飛行場分室の低コスト複合材構造・製

造技術の研究開発に係る複合材多数本試験設備を収納する構造材

料 C5 号館の新築  
•  大型風洞設備の効率的運用を実施するための常用発電設備の整備  

 
エ） 相模原キャンパス総合研究棟の建設  

•  相模原キャンパスおいて「はやぶさ」採取サンプル分析等を実施す

る総合研究棟の建設着手  
 

オ） 各事業所の施設・設備 (発電設備、給水設備等 )の老朽化対策の実施  
•  大崎発電設備 1 基の老朽化更新整備  
•  竹崎及び吉信射点法面崩落等に伴う法面復旧工事  
•  勝浦宇宙通信所発電設備老朽化に伴う更新整備  
•  沖縄宇宙通信所発電設備老朽化に伴う更新整備  
•  増田宇宙通信所 SHF テレメータ受信設備更新に伴う関連施設工事  
•  勝浦宇宙通信所給水設備老朽化に伴う更新整備  
•  筑波宇宙センター旋回腕設備改修に伴う関連施設改修工事  
•  角田宇宙センターの防消火配管老朽化に伴う更新整備  
•  能代多目的実験場の給水設備老朽化に伴う更新整備  
•  航空宇宙技術研究センター受変電設備老朽化に伴う更新整備  
•  相模原キャンパスの中央監視設備老朽化に伴う更新整備  
•  筑波宇宙センターの中央監視設備老朽化に伴う更新整備  

 
カ） その他  

•  竹崎地区の発電容量不足に伴う竹崎発電所の発電設備増設  
•  角田地区及び能代地区のセキュリティーフェンス関連工事  
•  相模原キャンパスのセキュリティーフェンス整備  

 
２） 既存施設・設備の維持運営  
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以下のとおり事業所等の施設維持運営業務を実施した。  
•  対象事業所等 :調布地区、筑波、相模原キャンパス、種子島、角田、内
之浦、沖縄、小笠原、勝浦、鳩山、臼田、能代、三陸、大樹町  

•  実施業務 :施設の運転、管理、保守、各所修繕機能維持及び光熱費等の
管理  

 
３） その他  
ア） 各事業所のアスベスト除去作業  

吹き付けアスベストの除去を計画的に実施してきたが、法改正の背

景もあり、機構全体の吹き付けアスベスト使用実態について改めて調

査を実施し、「1%以上含有吹き付けアスベスト」の使用実態を明らか
にすると共に、その明らかになった吹き付けアスベスト使用建屋等に

ついて除去優先順位評価を行い除去計画を立案した。  
5%以上含有吹き付けアスベスト使用建屋については、補正予算等に

より以下のとおり除去作業を実施 (着手 )した。  
•  種子島宇宙センター (中之山通信棟、大崎固体ロケット試験棟 )  
•  筑波宇宙センター (8mφチャンバ棟、構造試験棟、誘導制御試験棟、
電子機器・部品試験棟 )  

•  勝浦宇宙通信所  (追跡管制棟 )  
•  航空宇宙技術研究センター (航空推進 3 号館、航空推進 5 号館吸気
塔及び多目的低騒音風洞無響室、空力 2 号館、空力 4 号館、次世
代航空機 C1、共用研究 C1) 

•  角田宇宙センター (給水棟 )  
 

イ） 建物耐震診断関連業務  
機構全体の建物診断を全て完了し、耐震構造上問題がある建屋を明

らかにした。  
明らかになった耐震構造上問題のある建屋について、その優先順位

に基づき今後計画的に耐震補強を実施すべく関係部署と調整すること

となった。  
 
(耐震上問題のある建屋 :改正後の建築基準法の耐震基準を見たさない
建屋 )  

 
ウ） 業務実施環境の整備  

下記を目的に各事業所の施設設備課が主体的に実施し、技術グルー

プが支援する体制を構築した。  
•  事業所との調整窓口及び計画管理の一本化  
•  事業実施責任の一本化  
•  業務量の平準化と事業実施責任の明確化  

 
２．安全・信頼性に関する事項   
【中期計画】  

•  機構内の品質マネジメントシステムを構築し、順次システムの向上を進める。  
•  安全・信頼性管理に対する教育・訓練を行い、機構全体の意識向上を図る。  
•  機構全体の安全・信頼性品質管理の共通データベースを整備し、データ分

析を行い、予防措置を徹底する。   
•  安全・信頼性向上及び品質保証活動の強化により、事故・不具合の低減を図る。 
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【年度計画】  
信頼性改革本部および信頼性推進評価室を中心として、信頼性向上活動

を推進する。  
また、安全･信頼性に関する以下の事項を実施する。  

•  機構内の品質マネジメントシステムを維持し、機構全体への展開を推進

する。  
•  安全、環境、信頼性・品質に対する教育・訓練を行い、意識向上を図る。  
•  機構全体の安全、環境、信頼性・品質に係る共通データベースを整備し、

データ分析とその周知を図る。  
•  安全・信頼性向上及び品質保証活動を推進し、潜在的な事故・不具合の

発見 /是正を図る。  
【年度実績】  
１） 信頼性改革本部および信頼性推進評価室を中心とした信頼性向上活動
の推進  
安全・開発保証技術の面からのプロジェクト支援を強化するため組織

の再編を 10 月 1 日に実施した。  
ア） 信頼性改革本部  

信頼性改革会議を開催 (計 13 回 )し、ロケット、衛星の打上げに向け
た技術状況を確認した。また衛星系設計基準の再整備やプロジェクト

の独立評価活動、重要技術課題対応を推進した。  
 

イ） 信頼性推進評価室  
平成 17 年 10 月に行われた JAXA 組織改革が、信頼性推進評価室

が平成 17 年 3 月にまとめた主要な提案である「信頼性・品質の向上」、
「開発体制の強化」などを反映したものであることを確認した。平成

17 年度後半は、安全・開発保証 (S&MA)及びシステムエンジニアリン
グ (SE)組織を中心に改革が推進されるよう適宜提案した。各担当組織
の努力により S&MA 体制の充実、並びに不具合の撲滅、信頼性教育

などが行われつつあり、また SE 組織により人材教育、SE プロセス標
準の整備などが推進されていることを確認した。  

 
２） 機構内の品質マネジメントシステム(QMS)の維持及び機構全体への展開  

総合技術研究本部 /航空プログラムグループにおいては、平成 16 年度か
ら構築してきた QMS を平成 17 年 4 月から運用し、平成 18 年 2 月に外
部の審査登録機関の審査を受け、3 月に ISO9001 の認証を取得した。  
すでに ISO9001 の認証を取得している本社管理部門、宇宙基幹システ

ム本部 (5 部門 )、及び宇宙利用推進本部については、ISO9001 の方針に従
って業務の計画、実施、改善 (PDCA の実施 )、内部監査、マネジメントレ
ビュー、及び外部による定期審査、QMS の維持運用を実施した。  
宇宙科学研究本部は、引き続き自主的な QMS の運用を実施した。  
内部監査、マネジメントレビュー及び定期審査で出された指摘に対して

は、対応・処置を行い、QMS の改善を実施した。  
 
３） 安全・環境・信頼性・品質に対する教育・訓練の実施  

安全・開発保証技術 教育・訓練実施計画を作成し、これに基づき以下

を実施した。  
•  開発業務・組織検討委員会 (平成 17 年 4 月から平成 17 年 9 月 )の技術
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能力強化の答申を受け、中期的な安全・開発保証技術の教育・訓練プ

ログラムを制定し、入社後 2・3 年目の技術系職員に対し、教育・訓練、
理解度評価を行った。アンケートの結果、教育・訓練の趣旨と必要性

は理解されていた。  
 
•   QMS の内部監査員研修、システム安全実践研修など各種研修・教育を
実施し、QMS 知識を有する職員を増加させた。  

 
•  宇宙機器の製造メーカに対し、はんだ付け技能講習、配線接続技術講

習、ヒューマンファクターズ研修を実施し、製造・検査の品質管理技

術の知識の向上を図った。  
 

•   職員及び関連メーカのシステム安全担当者を対象とした「システム安
全実践研修」、職員を対象とした「スペースデブリ発生防止標準」及び

「宇宙用高圧ガス機器技術基準」に関する研修を実施し、テスト等に

より高い理解度 (全員が合格 )を確認した。  
 

•   国内の宇宙関係者への啓発を図るため宇宙開発品質保証シンポジウム
を開催したところ、多数の参加者があった。  

 
•  全常駐者を対象とした安全講演会「化学物質取扱い時のリスク低減に

ついて」を開催し、機構職員に対する啓発を図った。  
 

•  事業所の環境管理担当者を対象として、「ISO14001 2004 年版」に関
する環境教育講習を実施し、環境管理業務に必要な知識の向上を図っ

た。  
 

•  打上げに係る品質管理活動をより確実なものとするため、打上げ作業

従事者向けに品質管理講習を実施した。  
 
４） 機構全体の安全・環境・信頼性・品質管理の共通データベースの整備

及び、データ分析とその周知  
共通データベース整備構想 (案 )、共通技術文書管理実施要領等に基づき

以下を実施した。  
•   信頼性技術情報システムを常時稼動して安定した運用を実施した。(主
な追加情報は、信頼性技術情報等 40 件、不具合情報 2,000 件である )  

 
•   衛星環境試験時の不具合防止チェックリストを作成した。  

 
•   共通技術文書類は 6 件の新規制定と 6 件の改訂を行い技術的基準等を
充実した。  

 
•   信頼性・品質管理に係わる技術データ整備の一つとして宇宙用部品・
材料等の信頼性技術に係る研究を実施した (高密度実装技術の宇宙適
用に係る評価、鉛フリーはんだの宇宙適用性に関する動向調査及び対

策評価試験、はんだ付け合否判定基準に関わる評価・検討など )。  
 

•   システム安全に関するデータベース、解析ツール等を Web 上で統合した
「統合型システム安全プロセス(IOSSP)」の構築に向けた設計に着手した。 

 127



 

 
•   JEM の打上げに向けて、JEM 等の各種安全・開発保証 (S&PA)データ
ーを統合したデータベースである SPADE システムのデータ最新化及
びセキュリティ制御機能の改修を実施した。  

 
•   信頼性技術情報システムを常時稼動して安定した運用を実施し、信頼
性技術情報を機構内外へ周知した。それにより、同一原因による不具

合の再発は無く、プロジェクト活動に貢献した。  
 

•   ロケット、射場設備に関する不具合情報を整理、傾向分析等を行い、
不具合再発及び未然防止のための対策立案に貢献した。  

 
•  衛星環境試験時の不具合防止チェックリスト、配線接続、特殊工程管理

及びヒューマンファクターズに係る知識情報を機構内外へ周知した。ま

たプロジェクトの各開発フェーズでの不具合再発防止活動に貢献した。  
 
５） 安全・信頼性向上及び品質保証活動の推進による潜在的な事故・不具

合の発見・是正  
ロケット系タスクフォースのキャビテーションサージ※1、固体ロケット

モータエロージョン※2及びバルブ高信頼性化に関する調査研究、衛星の帯

電放電問題に係るプラズマチャンバ※3の整備、リアクションホイールの信

頼性向上、海外部品・コンポーネントの品質向上など重要技術課題の解決

に係る計画設定や活動支援を実施した。  
また、FPGAの不具合問題、太陽電池セルの剥がれ問題、トランジスタ

異物混入問題、リアクションホイール※4軌道上不具合等について、各本部

に共通する問題として調査、試験等を行い、各プロジェクトへ対策を展開

し、リスク低減を図った。  
工場駐在者を配置し、製造品質の維持確認と工程管理の向上を図った。 
JEM 特別点検を実施した。軌道上組立・起動に着目した検討を行い、

安全かつ確実なミッション達成のため設計や運用方法を見直した。  
 
※1.ロケットエンジンのターボポンプ吸入部に派生する小気泡の影響

による流れの変動現象。  
※2.ノズル内面が燃焼の噴流により浸食される現象。  
※3.内部に宇宙空間 (プラズマ状態 :  電離雰囲気 )を模擬した環境を再現

することができる密閉型の試験槽又は室。  
※4.衛星の姿勢の乱れをはずみ車の回転速度の増減により吸収して、衛

星の姿勢を安定に保つ装置。  
 
 
３．国際約束の誠実な履行   
【中期計画】  

機構の業務運営にあたっては、我が国が締結した宇宙の開発及び利用に関

する条約その他の国際約束の誠実な履行に努める。   
【年度計画】  

機構の業務運営に当たっては、我が国が締結した宇宙の開発及び利用に

関する条約その他の国際約束の誠実な履行に努める。  
【年度実績】  
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１） 相互利益をもたらし、我が国の国際的地位に相応しい国際協力  
欧米、アジア太平洋諸国等と実施した国際協力の概要は以下のとおり。

その際、政策・動向調査を適宜実施した。  
ア） 国際協力の継続・強化  

米航空宇宙局 (NASA)、欧州宇宙機関 (ESA)が進める宇宙探査計画
に関する国際検討活動への参画、欧州 (4 機関 )との部品・コンポーネン
ト分野における協力に向けた調整を行った。また、ロシアとの次期有

人輸送船開発に関する意見交換を実施した。  
アジア・太平洋宇宙機関フォーラム (APRSAF)において理事長より

アジア防災危機管理システムを共同して構築する構想を提案した。ア

ジア太平洋地域の宇宙機関・防災機関等に対して共同プロジェクトチ

ーム (JPT)への参加を呼びかけ、外務省・文部科学省とも連携してア
ジア太平洋各国に対して機関長レベルでのフォローアップを展開し、

18 ケ国 34 機関、4 国際機関から計 70 名の参加を得て第 1 回 JPT 会
合 (ハノイ )を成功裏に開催し、第一段階のアジア災害管理支援システ
ム「センチネル・アジア」プロジェクトを立ち上げることができた。

なお、国連アジア太平洋経済社会委員会 (UN ESCAP)と連携して宇宙
技術利用災害低減ワークショップ、第 1 回 JPT 会合を開催している。 

   
「センチネル・アジア」プロジェクトの立上げ経緯  
•  宇宙技術利用災害低減ワークショップの開催 (平成 17 年 5 月 )  
•  APRSAF の開催 (平成 17 年 10 月 )。理事長がアジア防災危機管理
システムを共同して構築する構想を提案  

•  APRSAF で提案した構想の実現に向けたアジア関係国へのフォロ
ーアップ活動  

•  アジア防災危機管理システム共同プロジェクトチーム (JPT)の立
上げ (平成 18 年 2 月 )  

 
イ） インド、中国、韓国の宇宙機関との新たな関係の開拓  

アジア地域の主要国であるインド、中国、韓国の宇宙機関との関係

はこれまで担当レベルに留まっていたが、機関間での協力検討の枠組

みを設定する等、アジア地域での国際協力に本格的に取り組んでいく

ため、機関長レベル会合を実施するなどの新たな関係を開拓した。  
•  インド宇宙庁 ( ISRO):協力協定の締結。機関長レベル会合の実施。 
•  中国航天局 (CNSA):訪問調査団の派遣。機関長レベル会合の実施。 
•  韓国宇宙航空研究所 (KARI):機関間定期会合の実施。機関長レベル
会合の実施。  

 
ウ） 世界の宇宙航空分野の政策・動向の調査・分析  

•  長期ビジョンの実現に向けた計画策定活動への情報提供 :資料 5 件  
•  海外動向の報告 :23 件 (海外駐事が中心となり、海外の現地動向 (新
たな政策・計画、重点事業の進展、新しいビジネス構想等 )に関す
る調査・情報収集を行い、JAXA 戦略検討に資する情報提供を経営
幹部に対し実施した。 )  

•  海外宇宙航空速報の発信 :1 ,859 件  
•  調査報告 :7 件 (海外宇宙航空動向に関し、特筆すべき重要なテーマ
を抽出し情報収集・分析を行い報告書を作成、役職員に提供した。)  

•  調査依頼、質問等への対応 :155 件  
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•  海外の重要な政策文書等の翻訳 :7 件     
•  招聘研究員等による地域情勢報告 :1 回 (ベトナム )  

 
エ） 各分野において実施した国際協力は以下のとおり。  
ａ）地球観測  

•  地球観測 10 年実施計画の推進  
•  地球観測衛星委員会 (CEOS)戦略実施チーム議長として国際地
球観測衛星計画を調整  

•  アジア災害管理支援システム｢センチネル・アジア｣構想の立上げ  
•  ALOS データノード計画の推進 (ESA、タイ等 )  
•  GPM 計画策定作業の推進 (NASA) 
•  地球観測データの利用等のパイロットプロジェクトの推進  

 
ｂ）ISS 計画  

•  STS-114 における野口宇宙飛行士の活躍 (NASA) 
•  ISS 完成形態・組立順序見直し調整における「きぼう」打上順
序の前倒し (IP-NASA, ESA, カナダ宇宙庁 (CSA),  ロシア連邦
宇宙庁 (FSA))  

•  HTV 詳細設計審査#2 の実施 (IP)  
•  「きぼう」打上げに向けた打上準備作業及び初期運用準備の実

施 (IP)  
•  JEM の開発及び初期運用準備の継続  
•  セントリフュージ開発の終結と関連品の NASA への引渡し

(NASA) 
 

ｃ）宇宙環境利用分野  
•  ロシアサービスモジュールを利用した宇宙実験の実施  (FSA) 
•  ゲノム解析が進んでいるモデル生物を用いた宇宙環境影響計測

実験の実施 (仏国立宇宙研究センター (CNES))  
 

ｄ）宇宙科学  
•  GEOTAIL:観測データ取得等で協力活動を実施 (NASA) 
•  「はやぶさ」 :小惑星探査にかかる深宇宙ネットワーク (DSN)
支援等で協力活動を実施 (NASA) 

•  「すざく」 :衛星開発、観測等で協力を実施 (NASA) 
•  「あかり」 :観測ソフトウェア開発等で協力活動の実施 (ESA) 
•  SOLAR-B:衛星開発等で協力を実施 (NASA、英国素粒子天体
物理学研究評議会 (PPARC))  

•  ベピ・コロンボ計画 :衛星開発等で協力を推進 (ESA) 
•  米国火星探査衛星 :MRO の追跡支援に協力 (NASA) 

 
ｅ）航空分野  

•  国際共同研究 (米、英、仏等の研究機関との間で計 14 件実施 )  
•  SST 実験 (豪州ウーメラ実験場 )。  

 
ｆ）国連等の会議への参加  

•  国連宇宙平和利用委員会 (UN COPUOS):平成 17 年 4 月法律
小委員会、6 月本委員会、18 年 2 月科学技術小委員会  
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•  UN ESCAP:平成 17 年 9 月 政府間諮問委員会、他  
 

ｇ）教育  
•  国際宇宙教育会議 (ISEB)設立に係る取り決めの署名  
•  国際宇宙大学 (ISU)への客員教授、講師の派遣、学生の国内公
募・派遣  

 
ｈ）人材交流  

•  JAXA 受入 : ISU(3 名 )、CNES(延長 1 名 )、日本学術振興会
(JSPS)学生 (3 名 )、JSPS 外国人特別研究員 (4 名 )、JSPS 海外
特別研究員 (1 名 )、技術研修生 (外国人 :4 名 )、留学 (総研本部在
外研究員 :12 名 )、外来研究員 (1 名 )、 (財 )日蘭学会「日本研究
プログラム」研修生 (1 名 )、その他学生 (3 名 )   

•  JAXA 職員の派遣 :CNES(1 名 )、CSA(1 名 )  
•  インターンシップ研修生受入実施要領を制定した。  
•  イタリア宇宙機関 (ASI)施設入構に係る規則を制定した。  

  
ｉ）その他  

•  軌道・周波数に関して関係国・機関との調整 (OICETS、
ASTRO-EII、ASTRO-F、SOLAR-B、ETS-VIII、WINDS、
DRTS) 

•  将来の JAXA の活動に必要な軌道・周波数を確保する観点か

ら国際電気通信連合 (ITU)等における会議に参加し、無線周波
数の使用に関する勧告の作成及び世界無線通信会議 (WRC)の
準備 (条約改正準備 )のための研究活動に貢献 (地球観測用周波
数の保護等 )  

•  将来の月･火星探査のための周波数調整政府間会合に参加  
•  ロシア FSA の次期有人輸送船に係る情報収集を実施  
•  国際先端生命維持ワーキンググループ綱領の締結 (CSA・

ESA・NASA) 
•  HyShotIV 実験のオーストラリア クイーンズランド大学への
打上業務委託  

•  (財 )航空機国際共同開発促進基金の助成制度による外国人研究
者の招聘 (1 名 )  

 
２） 宇宙航空関連国際会議、国際シンポジウムの開催  

平成 17 年度に開催した宇宙航空関連国際会議、国際シンポジウムは下
記のとおり。  

JAXA 主催の機関間会合 (5 件 )及び国際会議 (APRSAF)を開催するとと
もに、日 ESA 行政官会合、国連 /国際宇宙連盟 (IAF)ワークショップ、国
際宇宙会議 (IAC)の開催支援を行い、海外の宇宙機関や宇宙関係者との関
係を継続・強化した。  
また、教育普及活動として宇宙教育フォーラム (ハノイ )に加え第 1 回国

際水ロケット大会 (北九州 )を実施した。  
ア） JAXA 主催  

•  JAXA/CSA 会合 :平成 17 年 4 月 (カナダ )  
•  JAXA/CNSA 会合 :平成 17 年 4 月 (中国 )  
•  JAXA/ドイツ航空宇宙センター (DLR)会合 :平成 18 年 3 月 (東京 )  
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•  JAXA/KARI 会合 :平成 18 年 3 月 (東京 )  
•  日仏宇宙協力シンポジウム :平成 17 年 6 月 (フランス )  
•  宇宙技術利用災害低減ワークショップ :平成 17 年 5 月 (マレーシア )  
•  APRSAF:平成 17 年 10 月 (北九州 )。21 ケ国の宇宙機関・行政機
関、7 国際機関の幹部約 120 名が参加  

•  アジア防災危機管理システム第 1 回共同プロジェクトチーム会合 :
平成 18 年 2 月 (ハノイ )  

•  APRSAF 国際水ロケット大会 :平成 17 年 10 月 (北九州 )  
•  APRSAF 宇宙教育フォーラム :平成 18 年 3 月 (ハノイ )  

 
イ） 政府等主催の会合の開催支援  

•  日 ESA 行政官会合 :平成 17 年 10 月 (東京 )  
•  第 15 回国連 / IAF ワークショップ :同上 (北九州市 )  
•  第 56 回国際宇宙会議 :同上 (福岡市 )。アジアで 25 年ぶりに開催さ
れた本会議の開催を支援し、その大成功に貢献した。  

 
３） 我が国が締結した宇宙の開発及び利用に関する条約その他の国際約束

の誠実な履行  
国際宇宙ステーション計画政府間取り決め、日米クロスウェーバー協定

等の国際約束を誠実に履行した。また、下記のプロジェクトに関する交換

公文の締結並びにクロスウェーバー協定付属書の改訂において必要な次

期までに締結できるよう日米政府間調整を支援した。  
•  GPM 計画策定活動  
•  ASTRO-EII 計画  
•  SOLAR-B 計画  

 
４．人事に関する計画   
【中期計画】  
(1)方針   

•  国家施策に基づく重要宇宙プロジェクトの確実な遂行から自由な発想に基

づく科学研究までの幅広い業務に対応するため、組織横断的かつ弾力的な

人材配置を図る。また、業務に対応した適切な人材を確保するため、人材

配置の具体的な実施計画を策定し、弾力的な再配置を進める。   
•  人材育成、研究交流等の弾力的な推進に対応するため、任期付研究員の活

用を図る。   
•  産学官の適切且つ効率的な連携を図るため、大学・関係省庁・産業界等と

の人事交流を行う。   
•  組織の活性化、業務の効率的な実施のため、目標管理制度及びその処遇へ

の反映等の競争的、先進的な人事制度を採用する。   
 
(2)人員に係る指標   

統合効果を活かし、事務の効率化に努めることとし、質の低下を招かない

よう配慮し、アウトソーシング可能なものは外部委託に努める等の施策を実

施する。  
 
(参考 1)  

期初の職員 (運営費交付金により給与を支給する任期の定めのないもの )数
1,772 名   

 132



 

期末の職員 (運営費交付金により給与を支給する任期の定めのないもの )数
の見込み  1 ,672 名以下  

(参考 2) 
「行政改革の重要方針」(平成 17 年 12 月 24 日閣議決定 )において削減対象

とされた人件費にかかる中期目標期間中の人件費総額見込み 87,608 百万円   
(参考 3) 

競争的資金により雇用される任期月職員にかかる中期目標期間中の人件費

総額見込み 74 百万円  
  但し、上記金額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当及び超過勤務

手当に相当する範囲の費用である。  
【年度計画】  

•  国家施策に基づく重要宇宙プロジェクトの確実な遂行から自由な発想に

基づく科学研究までの幅広い業務に対応するため、人材配置の実施計画

に基づき再配置を順次進める。  
•  人材育成、研究交流等の弾力的な推進に対応するため、任期付研究員の

任用及び採用活動を行う。  
•  産学官の適切且つ効率的な連携を図るため、大学・関係省庁・産業界等

との人事交流を行う。  
•  組織の活性化、業務の効率的な実施のため、目標管理制度及びその処遇

への反映等の競争的、先進的な人事制度を整備し、これを試行する。  
•  事務の効率化に努めることとし、質の低下を招かないよう配慮し、アウ

トソーシング可能なものは外部委託に努める等の施策の計画を策定し、

計画に沿った施策に着手する。  
【年度実績】  
１） 人材配置  

平成 17 年度は重点部門への再配分を行うため、平成 16 年 3 月に制定
した人員再配置計画に基づき削減した 150名のうち 50名を再配分の原資
として確保し、これを喫緊に体制の強化が必要な重点部門を中心に優先順

位をつけて再配分することとし、順次人材の再配置を開始した。  
また、ミッションの成功の基礎となる技術能力の向上をはかり、長期に

わたり持続的に我が国の宇宙航空を担う人材を育成するため、平成 17 年
11 月より理事長を長とした人材育成委員会を設置した。この中で、全機
構的なスキル調査に基づく定量分析を行い、かつ将来の事業の実施に必要

なスキルとのギャップ分析を行うなどして、JAXA における技術能力向上
の課題と方策を明らかにし、専門能力の効果的な再配置の基礎を設定した。 

 
２） 先進的人事制度  

職員一人一人が、自らの果たすべき役割に応じて能力を発揮し、その成

果がミッションの成功に結びつくことによって達成感を感じられるよう

にするとともに、成果を公正に評価し、処遇に結び付ける総合的な制度と

して新人事制度を平成 17 年 4 月から導入し、まず職責手当などの各種手
当制度の見直し、組織と個人、上司と部下が目標を共有する目標共有制度

などの試行を開始した。  
また、組織目標の達成に直結する能力発揮や実績等の評価結果を直接処

遇に結びつける処遇制度を整備し、平成 17 年度中に全職員への説明、管
理職の教育を完了し、平成 17 年度の評価結果を平成 18 年度の処遇に反
映させる準備を完了した。  
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５．中期目標期間を超える債務負担  
 （該当なし）  
 
６．積立金の使途  
 （該当なし）  
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